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序章 論文全体を通した問題の所在と各章の概要

1．問題の所在

 現下の地方財政状況に目を向けると、財政再建団体に転落した夕張市だけでな

く、多くの地方団体が破産寸前の状態にある。地方団体の関係者は、地方財政危

機の原因としてバブル崩壊後の不況にともなう税収減、財政力の弱い地方団体を

財源面で支えてきた地方交付税の縮減をあげる。だが、これは危機の引き金であ

って、根本的な原因はもっと深いところにある。

 地方分権と財政危機という厳しい環境に対時して、いかに地域住民の福祉を高

めていくか。地方団体はいま新たな白治体経営理念の構築を求められている。

 2008年度末における地方財政の状況は、地方債残高が137兆3，657億円、債務

負担行為が12兆4，576億円、そして積立金が15兆3，033億円となっており、実質

的な将来の財政負担である純債務残高（：地方債残高十債務負担行為一積立金）

は134兆5，200円となっている。純債務残高の対GDP比（名目べ一ス）は27．2％

であり、1990年度の10．2％から大幅に上昇し、2000年度の25．3％から若干上昇し

ているI）。

 その間、1970年度に9万3，O00円だった人口1人当たり地方歳出（純計額）は

年々増加し、1999年度には79万円と1970年度の8．5倍に達した。2008年度は69

万3，000円とそれより低下したが、ここ数年、70万円前後で推移している。また、

地方歳出（純計額）の対GDP比をみると、1960年代の12％台から1970年代に入

って急速に上昇し、1999年度には20％に達して以降、人口1人当たり地方歳出と

同様に、2008年度は17．9％に低下したものの、近年もI8％前後で止まっており、1970

年代以来、地方歳出の規模が膨張してきたことが分かる。さらに、2008年度の

経常収支比率は92．8％であり、1990年度の70．2％から大幅に上昇し、2000年度の

86．4％を更に上回って、財政構造の硬直化が進んでいる。このままでは社会経済

情勢とともに変化する行政需要に対応することは難しいと言わざるを得ない2〕。

1）総務省『地方財政白書』より算出。林・獺口・林田・鈴木・若松・林（2009）を参照。

2）林（2008）を参照。
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 こうした厳しい財政事情を受けて、2007年度から段階的に施行されたのが地

方財政健全化法である3〕。地方財政健全化法とは、地方団体の財政状況を客観的

に表す健全化判断比率をもとに、財政の早期健全化・再生の必要性を判断するも

のである4〕。しかし、現在の財政健全化は、収支バランスの改善にその中心が置

かれてしまっている。財政健全化の枠組みを超えて、自治体経営という発想に立

っ必要がある。

 地方自治法第2条によれば、「地方公共団体は、その事務を処理するに当って

は、住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げるよう

にしなければならない。」経済学的に考えると、この条文は2つの意味を含んで

いる。第1は、地方公共サービスの生産効率に関するものであり、地方団体は地

域目標を達成するうえで、最も効果的かつ効率的な方法を追求しなければならな

いということである（最少の経費）。第2は、予算配分のあり方、配分の効率性

に関するものであり、地方団体は住民の二一ズに合った地方公共サービスを提供

しなければならないということである（最大の効果）。地方自治法のこの規定は、

地方団体を企業と同じ「生産主体」として認識すべきことを示している。近年の

住民と地方団体の関係は、サービスの供給者と顧客の関係として捉えられること

が多いが、これは生産主体である民間企業とのアナロジーで地方団体を捉え直す

ことである。そして、配分の効率性を高めるためにも地方分権化は必要である。

 中央集権的財政システムによる構造的な課題があるとしても、市場を補完する

財政の役割と非効率がもたらす住民への負担を考えれば、地方公共サービス生産

の効率化は地方団体が常に追求するべき目標でなければならない。

 表序一1に示されている通り、1970年時点で都道府県136万人、市町村78万人、

3）正式名称は『地方公共団体の財政の健全化に関する法律』であり、旧再建法に代わって2007

年6月に公布されたものである。健全化判断比率及び資金不足比率の公表に関する規定は、2008

年4月1目から施行され、2007年度の決算に基づく健全化判断比率等から公表された。また、

財政健全化計画などの策定義務など、そのほかの規定は、2009年4月に施行され、2008年度以

降の決算に適用されている。総務省ホームページを参照。

4）健全化判断比率とは、①実質赤字比率、②連結実質赤字比率、③実質公債費比率、④将来

負担比率を指している。
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表序一1 地方公務員数の推移
都道府県（人） 市町村（人）

一般行政 その他 小計 一般行政 その他 小計
合計

1970 336，520 1，025，850 1，362，370 546，084 238，776 784，860 2，147，230

1980 336，288 1，273，274 1，609，562 817，397 359，800 1，177，197 2，786，759

1985 325，893 1，319，848 1，645，741 814，243 367，422 1，181，665 2，827，406

1990 318，979 1，321，124 1，640，103 816，908 365，269 1，182，I77 2，822，280

1995 320，016 1，300，635 1，620，651 851，869 378，077 1，229，946 2，850，597

2000 299，564 1，262，091 1，561，655 848，678 367，101 1，215，779 2，777，434

2004 279，517 1，240，720 一，520，237 786，785 344，756 1，I31，541 2，651，778

2005 274，257 1，236，731 1，510，988 772，168 336，910 1，109，078 2，620，066

2006 269，539 1，233，603 1，503，142 756，214 329，161 1，085，375 2，588，517

2007 263，887 1，226，631 1，490，518 738，848 322，297 1，061，145 2，551，663

2008 254，732 1，218，069 1，472，801 720，232 313，701 1，033，933 2，506，734

2009 247，279 1，210，864 1，458，143 706，282 306，539 1，012，821 2，470，964

（備考）総務省『地方財政白書』より作成。

全体で214万人であった地方公務員数は、1990年には都道府県164万人、市町村

118万人、全体で282万人へと実に1．3倍に膨れあがった。その後、地方財政危

機に直面した地方団体は行政改革に取り組み、2009年現在では都道府県146万人、

市町村101万人、全体で247万人にまで減少している。

 一般に、サービス部門は製造部門に比べて労働生産性の上昇率は低い。特に、

労働集約的な仕事の多い地方行政においては、行政需要の増大にともなって職員

数が増えることは、ある意味では宿命的とも言える。また、都道府県の場合、教

員や警察官といった、地方の裁量で減らせない部分も多い。だが、議会・総務・

税務・民生・衛生・労働・農林水産・商工・土木といった一般行政の技術効率性

を向上させ、職員数を減らすことはできないのだろうか。

 特に地域の成熟化にともなって地方の事業がハードからソフトに、そしてハー

ドについても、道路整備や河川改修のように、建設・整備事業が終了すれば管理

運営のための人員を必要としないものから、文化・コミュニティ・福祉のように、

建設後は施設運営のために相当程度の人員が必要なものに比重を移していく5〕。

5）林・獺口（2004）を参照。
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地方公共サービスのこうした質的変化と厳しい財政状況を考えるなら、地方団体

にとって技術効率性の改善は不可欠である。

 地方公共サービスの技術効率性については先進国でも大きな関心事となってお

り、外国にはHirsch，W．Z．（1959．1965）やAh1brandt，R．Jr．（1973）など1960年前後以

来、数多くの研究の蓄積が行われている。一方、わが国においては、地方公共サ

ービスの技術効率性についての体系的な研究は、齊藤・目高「自治体行政の生産

性」がある程度であり、近年、研究され始めているものの、研究の蓄積はこれか

らという段階にある。

 このような視点から、本論文は、地方公共サービスにおける技術効率性（生産

性）の意味を明確にした上で、主要な地方公共サービスについて技術効率性を検

証し、今後の地方財政運営についての指針を提示しようとするものである6〕。そ

の本論文の論点は次のようなところにある。

 まず第1に、地方公共サービスの効率性を検証する上で不可欠な生産過程と効

率の考え方、効率性評価の理論的側面と実証的手法を整理する（第1章）。

 第2に、地方公共サービスの中でも、住民生活に不可欠な消防サービスを取り

上げ、「規模の経済性」と「範囲の経済性」が働く可能性を実証的に検証するこ

とを通じて、効率性向上の余地を検討する（第2章）。

 第3に、ごみ処理サービスと離島の存在という地域特性との関わりに着目し、

地域特性の効率性に与える影響を実証的に検証する。その上で、沖縄地域の事例

研究を通じて、地域特性とごみ処理サービスの民間委託、広域化・大規模化との

関連や地域特性に応じた効率性向上の可能性を検討する（第3章）。

 第4に、地方公営企業としての自治体病院を取り上げ、経営効率の数量的評価

とその要因に焦点を当てる。DEAに基づく技術効率性の評価と、技術非効率性

の諸要因を実証的に探る過程で、特に、自治体病院の適正な規模と、病院に向か

6）本論文は、地方公共サービスにおける技術効率性を研究対象としており、以下では、技術

効率性を「効率性」と略して表現している。ただし、先行研究や分析の内容を正確に示す目的

で、効率性と略さず技術効率性や生産性及ぴコスト生産性と表現している場合がある。なお、

地方公共サービスの生産過程における技術効率性の考え方やその位置付けに関しては、第1章

第2節で議論される。
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う補助金や設置団体の財政力といった財政的側面が効率性に与える影響を検討す

る（第4章）。

 そして第5に、消防、ごみ、自治体病院といったサービスではないが、地方財

政に大きな影響を与える地方税徴収の効率性に焦点を当てる。地方団体の裁量が

及ばない諸要因（非裁量要因）を調整した効率性を数量的に評価し、地方団体の

裁量で改善できる部分（裁量要因）に基づく効率性格差の実態を検討する。さら

に、コスト生産性分析と同様のデータにDEAを適用して技術効率性の計測を行

った上で、分析手法の相違が効率性評価に与える影響を検討する（第5章）。

2．各章の概要

2．1．第1章「地方公共サービスの効率性と財政効率化の分析視角」

 わが国の財政システムにおいて、地方公共サービスの価格としての税と生産コ

ストが連動しない以上、地方団体は非効率に陥りやすい。しかし、非効率な生産

による高コストは住民の負担になる。地方団体を地方公共サービスの生産主体と

して捉えて、地方公共サービスの生産効率を追求することは当然である。

 第1章では、上記のような問題意識を持って、これまでの先行研究をもとに、

地方公共サービスの効率性分析を行う上で不可欠な効率性の考え方を整理、検討

している。その上で、効率性評価の各手法の特徴とそれらの相違について考察し

ている。本章における主な議論は次のようなものである。

 Brad此rd，Ma1t，and Oates（1969）の先駆的な研究において、地方公共サービスの生

産物を直接生産物（D－O岬ut）と、住民（：消費者）が最終的に消費する生産物

であり、政策目標の達成度を測る対象ともなるもの（C－0utput）とに区分する考

え方が示されて以来、D－0utputをアウトプット、C－Outputをアウトカムと呼び区

別して、地方公共サービスの生産過程と効率性に関する厳密な議論がなされてき

た。それは、例えば、アウトプットからアウトカムヘの変換過程に地域的な環境

要因（人口規模や面積など）が影響を与えたり、さらには混雑現象が生じる結果、

アウトプットに対してアウトカムが過小になる可能性を検討できることである。

そして、地方公共サービスの生産過程における効率の指標として、効率性と有効

性を区分するというBu廿andPa1mer（1985）等の議論にも影響を与えている。

 上記のような議論と平行して、効率性評価の理論的土台が築かれてきた。距離
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関数の概念を発展させ、Farre11（1957）は、総効率性を技術効率性と価格効率性

に区別して説明する独自の理論的枠組みを提示した。そして、Farre11（1957）の

効率性概念を測る数量的な評価手法も、理論的な発展とともに検討されてきた。

最小2乗法等の手法（LS）に基づく手法に始まり、決定論的フロンティア（DFA）、

確率的フロンティア（SFA）、包絡分析法（DEA）といった手法がそれである。

ただ、Worthington（2001）も指摘する通り、手法によって利点・欠点がある。し

たがって、効率性評価手法のいずれが優れているかではなく、分析目的、分析対

象の地方公共サービス特性、統計データの制約などに応じて、適当な手法を選択

するのが望ましいように思われる。

2．2．第2章「消防サービスにおける規模の経済性と範囲の経済性」

 わが国では、地方公共サービスにおける規模の経済や範囲の経済をはじめ、地

方公共サービスの効率性を検証する取り組みは欧米に比べて少なく、全国の市町

村レベルでの検証はデータ制約が大きく、あまり行われていない。

 そこで、第2章では、消防サービスを取り上げ、全国の消防本部（市町村）を

対象とした費用関数の推定によって、規模の経済と範囲の経済が働く可能性を検

証している。この検証によって、消防サービス供給の効率化の余地があるかどう

かを明らかにすることができる。近年の消防広域化の方向は、市町村合併とも相

まって、小規模な消防本部を相応規模の消防本部に転換し、「規模の経済」を通

じた消防サービスの効率性向上が期待できるし、消防サービスは、消防や救急と

いった複数の生産から成り立っており、「範囲の経済」も働きうると考えられる

からである。その際、消防サービスが、消防と救急という2つの代表的なアウト

プットから成り立っ生産構造を踏まえ、マルチプロダクト・トランスログ

（Mu1tiproductTrans1og）型費用関数で特定化した。

 その結果、次のような点を明らかにしている。第1に、わが国の消防サービス

では、規模の経済が働いており、市町村合併やより広域的な組合化によって、消

防サービスの費用を削減できる。第2に、近年の消防広域化は、消防サービスの

効率性を高める効果があり、効率性の観点から広域化を進めることが望ましい。

第3に、今回の検証において、範囲の経済が働くという結果は得られなかった。
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2．3．第3章rごみ処理サービスの広域化・大規模化と地域特性

                          沖縄地域の事例研究」

 地域ごとに地理的な条件といった特性は様々であり、民間活力の導入や広域的

な生産を行う余地やその効果もまた、地域ごとに異なっている。全国的に有効な

政策であっても、地域ごとに最大の効果を引き出すには、地域特性に応じた政策

立案は欠かせない。そこで、第3章では、ごみ処理サービスに関して、地理的条

件と離島の影響を考慮した費用関数を推定する。その上で、沖縄地域の事例研究

（ヒアリング調査と提供資料に基づく計算）から、サービス生産及び費用構造の

検討と、離島が点在する地理的制約に合った政策をいかに展開できるか、海上輸

送を活用した広域化と効率性向上の可能性を検証している。

 その結果、次のような点を明らかにしている。

 費用関数の推定では、地理的条件や離島の存在が効率性を左右する。そして、

沖縄地域の事例研究では、第1に、竹富町以外の調査対象地方団体では、関西圏

の地方団体に比べて費用は抑えられているが、これは沖縄では民間委託が進んで

いるとともに、沖縄の低い労働コストが収集委託料の低廉化に反映されている。

第2に、海上輸送費用は、モデルケースに基づく仮想計算の結果、沖縄本島およ

び沖縄本島近接離島では、おおむね低コストと判断できる。また、ごみの種類が

同じなら、沖縄本島遠方離島（石垣市や宮古島市）と沖縄本島及び沖縄本島近接

離島で費用はさほど変わらない。第3に、石垣市と宮古島市の処理形態や収集・

焼却埋立等の費用は沖縄本島の地方団体と大きな差はない。しかし、竹富町は、

海上輸送を行う大規模で特殊なごみ処理形態によって費用がかさんでいる。

 さらに、離島を含む広域化と効率性向上の可能性に関する検証では、第1に、

沖縄本島近接離島において、現状の「単独処理」から「海上輸送を伴う組合処理」

への移行によって広域化による効率性向上が十分可能である。第2に、沖縄本島

遠方離島において、海上輸送網を活かし、石垣市と竹富町が共同処理する方式へ

の移行によって広域化による効率性向上は十分に可能である。さらに、宮古島市

域内での単独処理から海上輸送を活かした共同処理への移行効果の検証では、処

理費用が大きく低下したことが確認できる。
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2，4．第4章「自治体病院における経営効率の検証」

 医療の中心を自治体病院が担う地域も少なくないなかで、医療の安定的な供給

体制を確立するためには、自治体病院が経営効率化を通じて財務基盤を強化しな

ければならない。第4章では、包絡分析法（Data Enve1opment Analysis：DEA）を

用いて、地方独立行政法人化病院等を含む全国の自治体病院（一般病院）の経営

効率を相対評価し、病床数と効率性、財政事情と効率性の関連など技術非効率性

を左右する諸要因をトービット・モデルに基づく推定を行って検証している。

 その結果、以下のような点を明らかにしている。

 DEAの計測結果では、第1に、自治体病院では、技術非効率が生じており、

自治体病院間には大きな技術効率性格差も存在する。第2に、規模の経済性に関

して、現状の規模が最も効率的である自治体病院は少なく、規模の適正化をはか

る必要のある病院は多い。ただ、規模の縮小が必要な病院では、規模が適正な状

態ではないものの、規模の経済性を除いた運営効率の部分は高い。

 要因分析の結果では、第1に、医師の平均年齢が高いほど効率が悪く、年功序

列型の賃金構造が人件費を押し上げている。第2に、医師がより多くの入院・外

来患者を担当する方が効率的で、平均在除目数はより短く、病床利用率はより高

い方が効率が良い。第3に、「救急病院の告示」を受ける病院ほど効率が悪く、

採算の確保が難しい救急医療の現状と一致する。第4に、病床数と非効率値との

間には逆U字型の関係があり、病床数と規模の不経済性との間にはU字型の関係

が存在する。最も非効率な病床数付近ではVRS非効率値が高く運営効率は悪い

が、規模の不経済は小さく、その病床数を上回る大規模病院および下回る小規模

病院ほど、運営効率は高まるものの、規模の不経済が大きくなる。また、一般病

床の総病床数に占める割合が低い方が効率的である。第5に、財政的側面に関し

て、補助金への依存度が高いほど効率が悪く、補助金比率の高い病院では、繰出

基準の妥当性をチェックする必要がある。また、病院事業実施主体である地方団

体の「財政力指数」が高い病院ほど効率が悪く、高い財政力が必ずしも効率と結

びつかず、放漫な病院経営を誘発している可能性がある。

2．5．第5章「地方税徴収効率の検証」

地方税収入の充実には、税源培養によって新たな税収の確保に取り組むことは
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もちろん重要ではあるが、同時に地方税徴収の効率性を高めていかなければなら

ない。第5章では、r税目間で異なる税徴収の手間」やr地域特性・規模の経済

性」といった地方団体の裁量が及ばない諸要因（非裁量要因）の影響を調整し、

裁量要因を主要因とする効率性（乖離率）を地方団体間で比較している。その上

で、具体的な裁量要因が何かの検証を試みている。さらに、コスト生産性分析と

同じデータにDEAを適用し、非裁量要因とDEA非効率値との要因分析を行って、

コスト生産性分析（乖離率）とDEAの結果を比較している。

 その結果、以下のような点を明らかにしている。

 まず、非裁量要因と税収1円当たり徴税費の関連とその要因分解に関して、税

収1円当たり徴税費に非裁量要因が与える影響には県庁所在都市間で同様の傾向

がある。次に、地方税徴収には、大きな効率性格差が存在するが、地域的傾向を

見ると、近畿と中国・四国の効率性の高さと、特に九州・沖縄の効率性の低さが

際立っている。そして、県庁所在都市には効率性の低いところが多い。地方税徴

収の効率性格差を左右する裁量要因の検証では、徴収率が高いほど効率性は向上

し、また、財政力と効率性との間にはU字型の関係が存在する。財政力の強い地

方団体で裁量要因による非効率さが存在する可能性がある。

 DEAの計測結果と分析手法の比較では、第1に、徴税には平均で大きな技術

非効率が存在しているが、地方団体間の技術効率性格差も大きい。第2に、大部

分の地方団体では規模を拡大した方が効率が高まる。規模の拡大が必要な地方団

体は、規模の経済を除いた徴税効率も相対的に低く、規模と徴税効率の両面で非

効率である。そして第3に、CRS効率値とコスト生産性（非裁量要因調整前）と

の間には明確な右上がりの相関があり、要因分析の結果を両者で比較しても同様

の傾向を読み取ることができる。このことは、DEAとコスト生産性分析はお互

いを排除するものではなく、そのメリットとデメリットを踏まえた解釈が必要で

あることを示している。

2．6．第6章「自治体経営の実践と地方公共サービスの効率性改善への視点

                        本研究から導かれるもの」

地方財政規模の膨張と財政構造の硬直化が進む地方財政において、生産主体と

しての地方団体が、自治体経営という発想に立って地方公共サービスの効率的な
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生産を目指すことが急務である。第6章では、各章の分析結果に基づいた効率性

改善の主な政策を提示している。

 効率性を改善する方策のひとつが広域連携である。わが国には複数の広域連携

の手法があり、その主要なものが一部事務組合である。本論文で取り上げた消防、

ごみの収集・処理でも活用され、本研究において広域化の効果を明らかにしてい

る。効率性向上に向けて、主に消防では小規模消防本部の広域化、ごみの収集・

処理では海上輸送の活用など地域特性に応じた広域化を行う必要がある。都道府

県の行政区域に縛られない広域化という視点も効率性改善にとって欠かせない。

 効率性を向上させる今ひとつの方策が民間委託である。近年、徐々に民間委託

の実施が進んでおり、第3章における全国的な検証と沖縄地域の事例研究におい

て、民間委託が効率性向上に寄与すること、全国的に民間委託を進める余地は大

きく、民間で生産可能な部分は民間に任せる必要があることを示している。

 地方財政健全化法が施行され、閉鎖される病院もあるなか、生活に必要不可欠

な病院の経営改善が間われている。多くの病院が赤字経営であることを考えれば、

病院規模の改善が効率性向上の1つの鍵であり、病院の統合化と同時に、病院規

模の改善と運営効率とのバランスも重要になる。採算確保が難しい救急医療の効

率性改善には地域的な取り組みが求められる。

 滞納繰越分の徴収率低下に伴う地方税全体の徴収率低下によって、納税者間の

公平や財政収入が確保できない事態に陥っている。地方税滞納整理機構の設立に

よって徴収体制を整備し、税務行政の広域化による徴収率向上や費用節減を目指

す必要がある。また、徴税職員は専門性の高い徴収業務に集中し、民間で担当可

能な業務は民間に委ねていくことも検討していく必要がある。
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第1章 地方公共サービスの効率性と財政効率化の分析視角

1．問題の所在と本章の構成

 公共部門が、国民（地方団体では住民）生活に不可欠な公共サービスを集合的

意思決定として把握し、予算編成を通じて資源を適切に配分する役割を果たす意

味で、公共部門には消費主体としての側面がある。公共部門を消費主体と捉えれ

ば、例えば、国民（住民）二一ズをいかに的確に把握した集合的消費を実現する

かが課題となる。そして、公共部門における行政が公共サービスの生産を行う役

割を担う意味で、公共部門は生産主体としての側面を合わせ持っている1）。

 公共部門をこうした生産主体と捉えた上で、公共サービスの効率的生産のあり

方を数量的に検証する取り組みは、1960年代以来、企業における効率性評価の

手法を、公共部門に適用する形で行われてきた。わが国においても、公共サービ

ス生産の非効率さやNPM（New Pub1ic Management）の考え方が注目されるにつれ

て、地方公共サービスを中心に効率性の検証と生産のあり方の検討が行われてい

るところである。

 しかし、「非排除性」「非競合性」といった物理的特性を持つ公共サービスと

企業の生産物との間には相違があり、公共サービスの便益を企業の売上や利潤の

ような数量的尺度で測ることは容易なことではない。したがって、企業の効率性

評価手法を公共サービスの効率性評価に適用する過程では、企業の生産活動や生

産物とは異なる公共サービスの生産過程や生産物をどう捉え、効率性をどう定義

するかといった議論も重ねられてきた。

 そこで、本章では、これまでの先行研究をもとに、地方公共サービスの効率性

分析を行う上で不可欠な効率性の考え方を整理、検討するとともに、効率性評価

の各手法の特徴とそれらの相違について考察する。まず、第2節では、

Brad允rd，Ma1t，and Oates（1969）に始まる地方公共サービスのアウトプット概念に関

する議論を理解し、地方公共サービスの生産過程を整理する。その上で、地方公

共サービス生産の効率化に不可欠な生産過程の各段階における効率の指標を示

1）この点に関して、林・獺口（2004）、長峯（2000）、Nisk㎝en（1971）を参照。
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す。第3節では、効率性評価の理論的基礎として、距離関数の概念を示した上で、

Farre11（1957）の理論的枠組みに基づく効率性の考え方を検討する。そして、第

4節では、Woれhington（2001）を参考に、効率性評価の代表的な4つの手法を整

理し、各手法の特徴やそれらの相違を検討する。

2．地方公共サービスの生産過程と効率の指標

2．1．地方公共サービスの生産過程

 労働や資本を投入して民間財・サービスを生産する企業の生産理論を、地方団

体が供給する地方公共サービスの生産過程のモデル化に応用する先行研究は多

い。しかし、1960年代以来の先行研究において、企業の生産物とは異なる地方

公共サービスにおけるアウトプットの定義と測定の難しさが指摘され、その検討

が行われてきた。この点に関して、Bramley（1990）は、数々の先行研究も指摘す

る難しさとして、第1に、地方公共サービスのアウトプットは消費と同じもので

はないこと、第2に、外部性なども含めれば、アウトプットはより多面的な範囲

に及ぶが、それを単一の尺度に集約するのが難しいこと、そして第3に、質的基

準を定義するのが難しいことを挙げている。

 こうした課題への先駆的な研究として、Bra砒rd，Ma1t，and Oates（1969）は、地方

公共サービスの生産過程で生み出される公共の生産物を、第1段階として地方団

体が直接生産する直接生産物（D－0utput）と、第2段階として住民（：消費者）

が最終的に消費する生産物であり、政策目標の達成度を測る対象ともなるもの

（C－Output）とに区分した2〕。また、Knapp（1984）は、地方公共サービスの生産

と提供といった中間的な目標の達成を指す中間生産物（Inte㎜ediate Output）と、

地域厚生の最大化といった最終的な目標の達成を指す最終生産物（Fina1output）

とにアウトプットを区分した。そして、今日では、Bra枇rd，Ma1t，andOates（1969）

2）Brad他rd，Malt，and Oates（1969）は、‘the servi㏄s ofdirect1y Produced’をD－0utput、‘the thing or things of

prim町interesttotheCitizen－Customer’‘measuringthedegreeofachievementoftheobjective’をC－Output

と略して表現している。D－0utputとC－0utputの考え方を紹介するわが国の文献として、例えば、

能勢（1981）、高島（1993）を参照。
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のC－OutputやKnapp（1984）の最終生産物の概念をアウトカム（Outcome）と呼び、

地方団体がインプットを投入して産出した地方公共サービスという直接的な生産

物を指すより狭義の概念として、アウトプットが考えられるに至っている。

 さらに、Brad此rd，Ma1t，and Oates（1969）によれば、D－OutputとC－Outputとは必ず

しも一致せず、D－0utputを通じてC－Outputが生み出される過程に人口規模や面積

などの地域的な環境要因が影響を与えることを考えることができる3）。このこと

は、準公共財的な地方公共サービスの利用度合いが過大になれば、地方公共サー

ビスに混雑現象が生じ、D－Outputに対してC－Outputが過小になる可能性の検討に

も適用されている4）。

 図1－1は、以上の議論を整理した地方公共サービスの生産過程を図示したも

のである。地方公共サービスを生産する前後の地方団体の全体像として、政治の

人口規模

地理条件

インフラ

年齢構成

所得水準など

図1－1 地方公共サービスの生産過程

r                        ’
   住民二一ズ     政策目標     政策立案と予算

有効性②

、

インプット価格     インプット量

乃．6司＿ノ  ×  ガ〃弓…ノ

   II             生産性
        経済性    （m）
費用（財政支出）  （0の   コスト生産性

  σm          （0例

アウトプット

ψ’〃≒4、，、〃

  有効性①
   吻0）

費用対効果

脇

アウトカム

冴伺、．、〃

地域厚生

 〃

（備考）Br㎝1ey（1990）、林・獺口（2004）を参考に作成。

3）Brad允rd，Ma1tand Oates（1969）に従って、地域的な環境要因を考慮した費用関数の推定を行

う先行研究として、例えば、D㎜combe（1992）を参照。

4）地方公共サービスの混雑現象を検証する先行研究として、例えば、0ates（1988）を参照。
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メカニズムを通じて、住民の地方公共サービスに対する集合的二一ズが表明され

る必要がある。そして、住民二一ズを反映する地域の政策目標が定まれば、政策

立案や政策間の優先順位に基づく予算配分のもと、地方公共サービスが生産され、

地方団体の最終的な目標は、いかに地域厚生を最大化するかということである5〕。

 その上で、地方公共サービスの生産過程において、地方団体は、労働、資本、

備品・用品といったインプット（∫）を購入し、複数のインプット（∫）を組み

合わせて、ごみ収集・処理、消防、警察などのサービスや公共施設といった様々

なアウトプット（0）を生産する。しかし、これら地方公共サービス生産の最終

的な目標は、前述の通り、アウトプット（0）を生み出すこと自体にあるのでは

なく、ごみ収集・処理がもたらす衛生や環境の維持・改善、消防がもたらす火災

の予防・鎮圧、警察がもたらす治安の維持・改善といったアウトカム（3）を実

現することにある。地方公共サービスごとに、インプット、アウトプット、アウ

トカムの違いを整理すると表1－1のようになる。そして、地域的な環境要因は、

表1－1 地方公共サービスにおけるインプット、アウトプット、アウトカム

サービス インプット アウトプット アウトカム

火災の防火と鎮火

消防士、消防車両、消防署、
面積あたり消防署・消火栓、

消防 消防署あたり消防士・消防
世帯あたり火災件数

消火栓、火災訓練
車、火災訓練の参加者 火災保険率

火災の被害額・死傷者数

収集世帯数、収集ごみ量、収
公衆衛生、環境負荷低減

ごみ収集・処理
収集職員、収集車両、処理

集回数、収集場所、収集ごみ
住環境の魅力向上

施設
量の圧縮 他の収集・処理方法と比較し

た費用・時間の節減

収容人数、ケアサービス供給
健康、寿命の合う、生活圏の

福祉 福祉施設、ケアスタップ
量

広がり、家族の負担軽減、安

心

知識・技術の習得

教員、図書、校舎、机、教
生徒1人あたり教員、生徒1人

教育 あたり図書、授業時間、科目
試験の得点の上昇

室、コンピューター、運動場
数 就職率・進学率

生涯所得の上昇

面積あたり派出所数・パトロー 犯罪の予防と処罰

警察
警察官、警察車両、警察署、 ル回数、派出所あたり配置警 人口あたり犯罪件数

派出所、拘置所、銃器 察官数、交通整理実施交差 犯罪による死傷者数
点数

検挙率

（備考）Bramley（1990）、Fisher（2006）、林・獺口（2004）を参考に作成。

5）本来は、政治のメカニズムを通じて、地方公共サービスに対する住民二一ズだけでなく、

税負担の支払い意思を伴う住民二一ズ（行政需要）なのかが表明される必要がある。
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アウトプット（0）からアウトカム（3）への変換過程だけでなく、住民二一ズ、

費用（0：インプットの価格（P）×数量（∫））、そして生産の技術的関係に

よるアウトプット（0）への影響を通じて、アウトカム（3）を変化させること

になる。

2．2．地方公共サービスの生産過程における効率の指標

 Bu廿andPa1mer（1985）は、アウトプットとアウトカムの定義付けによって、生

産性（Productivity：Output over Input）と有効性（E脆。tiveness：0utcome re1ative to

○句ectives）を区別して判断することを示した6）。前項の図1－1には、地方公共

サービスの生産過程と合わせて、生産の効率化に不可欠な生産過程の各部分にお

ける効率の指標を示している。

 まず、地方団体のインプット（∫）購入が、ある一定の財政支出（亙）に対し

て、インプット量（∫）を最大にするものであるか（同じインプット量（∫）で

あれば、財政支出（亙）を最小にするものであるか）を、財政支出（E）が費用

（0）と等しいと考えれば、経済性（Economy：0／∫ノという判断基準で考える

ことができる。これは、インプット価格（P）の水準とも直接的に関わっている。

 次に、ある一定のアウトプット（0）を生産するとき、最小のインプット量（∫）

を実現しているか（同じインプット量（∫）であれば、最大のアウトプット（0）

を実現しているか）は、前述の生産性（Productivi奴：0／∫）という判断基準で考

6）この視点は、BramIey（1990）が、Au砒Commission（1984）、PriceWaterhouse（1983）、そし

てBu付and Palmer（1985）の取り組みとして紹介している。本項の議論は、入手可能なBu血and

Pa1mer（1985）とBram1ey（1990）、そして林・獺口（2004）を参考にしている。また、Wo血hington

（2001）によれば、成果（Pe前。mance）は①効率性（E舖。iency）と②有効性（E価ectiveness）に区

別できる。ここで、効率性とは「どれほどうまく資源を利用してアウトプットを生み出すか」、

有効性とは『ある仕組みが政策目的を達成する程度」を示す。有効性は、さらに、適応性

（Appropriateness：住民二一ズとサービスが適合しているか）、利用可能性（A㏄essibi1i奴：購入

しやすさのような側面）、質（Quality：必要とされる基準やサービス不足の発生を満たす過

程）、アウトカム（Outcome）に分類される。
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えることができる7〕。そして、経済性（0／∫）における費用（0）の最小化と

生産性（0／∫）におけるアウトプット（0）の最大化との比が、コスト生産性

（unitcost：0／0）の概念である8〕。

 その上で、有効性（E脆。tiv㎝ess）とは、①ある一定のアウトプット（0）がど

のような水準のアウトカム（3）を生み出しているか、②アウトカム（3）が政

策目標をどの程度実現しているかという地方団体の達成度を総括するものであ

る。そして、アウトカム（3）を金額表示した上で、財政支出（亙：費用0）と

比較するのが費用対効果（3／0）である。政策におけるVFM（Va1ueわrMoney）

を高めるには、費用対効果（3／0）の測定が求められるのであるが、以上の効

率の指標を整理すると、3／0は次のように書き替えることができる。

 3／0＝ C0／0）X （3／0）： （∫／0）× （0／∫）× （3／0）

費用対効果コスト生産性 有効性①  経済性（逆数）  生産性   有効性①

 つまり、恒等的な関係として、β／0を大きくするためには、ある水準のアウ

トプット（0）をより少ないインプット（∫）で生み出し、インプット（∫）に

対する費用（0）を抑え、アウトプット（0）に対するアウトカム（3）を高め

ればよいことになる。

 とはいえ、実際には、アウトカムの十分な測定に依然として困難があるとすれ

ば、経済性（0／∫）と生産性（0／∫）、それらの比で表されるコスト生産性（0／

0）の向上を検討することには大きな意味があると考えることができる。

3 地方公共サービスの生産と効率性の概念

3．1．距離関数の概念9〕

距離関数は、効率性を計測する方法として生産の技術的関係を記述する有益な

7）例えば、外部委託や給与体系の見直しの1つのメリットは「経済性」の向上にあり、広域

行政や人員配置の適正化の1つのメリットは「生産性」の向上にあると考えられる。

8）技術効率性とは、図1－1における生産性及ぴコスト生産性の部分を指している。

9）距離関数の概念に関する議論は、Coe11i，Rao，0’D㎝ne11，㎝dBa廿ese（2005）に基づいている。
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概念であり、Mu1mquist（1953）とShepherd（1953）がそれぞれに距離関数の考え

方を提示した。距離関数は、その後の効率性評価手法の発展に重要な役割を果た

した概念であり、費用最小化や利潤最大化のような行動原理を特定せずに、複数

投入と複数産出の生産技術に基づく生産構造を検討することができる。

 その距離関数には、所与のインプットをもと、アウトプットの最大限比例的な

拡大を検討するアウトプット距離関数と、所与のアウトプットのもと、インプッ

トの最小限比例的な縮減を検討するインプット距離関数がある。

 図1－2は、所与のインプットxのもと、2種類のアウトプット（横軸にアウ

トプット91、縦軸にアウトプット92）を生産するケースにおいて、アウトプット

距離関数の概念を図示したものである。ここで、生産可能集合戸（x）は、生産可

能性フロンティア上とその内側の領域である。このとき、A点の生産活動におけ

る距離関数の値はδ：OA／OBに等しく、生産可能性フロンティア上のB点とC

点の場合は、距離関数の値がδ＝1となる。

 そして、図1－3は、所与のアウトプットのもと、2種類のインプット（横軸

にインプットX1、縦軸にアウトプットX2）を生産するケースにおいて、インプッ

図1－2 アウトプット距離関数の概念

g2

B

仰 A
C

生産可能性曲線
P（x）

○    卯           gl

（備考）Coe11i，Rao，O’D㎝nell，andBa廿ese（2005）を参考に作成。
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図1－3 インプット距離関数の概念

X2

A
xM

 ：   L（9）

Bl

 ：  C

等産出量曲線

○     加           xl

（備考）Coeni，Rao，0’Domell，㎝dBa脆se（2005）を参考に作成。

ト距離関数の概念を図示したものである。ここで、必要投入集合z（9）は、等産

出量曲線の右上方の領域である。このとき、A点の生産活動における距離関数の

値は、ρ：0A／OBに等しく、等産出量曲線上のB点とC点の場合は、距離関数

の値がρ：1となる。なお、もしアウトプット9がインプットxにおける生産可

能集合内にあるなら、そのとき、インプットxはアウトプット9における必要投

入集合にあり、規模に関して収穫一定のもとでは、インプット距離関数は、どん

なインプットxとアウトプット9の組み合わせても、アウトプット距離関数と相

互関係が存在する。

 距離関数は様々な応用がなされており、今日の効率性測定の発展に至る概念的

な基礎となってきた。そして、インプット距離関数に費用関数の概念を考慮し、

効率性の厳密な定義付けを試みたのがFarre11（1957）の議論である。

3．2．Fame11（1957）に基づく効率性の考え方

 Farre11（1957）は、「企業が新たな資源を投入せずに、効率性の向上を通じて、

アウトプットをどのくらい増加させることができるかを知ることは重要である。
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この問題を解決しようといくつかの試みがこれまで行われており、複数のインプ

ットと複数のアウトプットによる測定手法が生み出されてきた。しかし、測定手

法を十分に満足のいく効率性尺度と結び付けることができなかった」lO〕という問

題意識のもと、測定が可能な生産の効率性の十分な尺度を提示した。Farre11（1957）

の効率性尺度とは、図1－4のとおり、縦軸と横軸にインプット量を取って図示

し、総効率性（Overa11E飾。iency）を技術効率性（Technica1E節。iency）と価格効率

性（PriceE飾。iency）とに区別して説明するという独自のアイデアに基づくもので

ある11〕。

図1－4 Farre11（1957）の作図：技術効率性と価格効率性

Y S

P

A Q

R
Q’

S，

0 A－  X

（備考）Farre11（1957）を参考に作成。

10）F㎝・e11（1957）253頁から引用。

ll）効率性の考え方と測定へのFarrell（1957）の貢献は、Woれhi㎎t㎝（2001）、Coe11i，Rao，O’Donnell，㎝d

Ba脆se（2005）をはじめ、広く評価されている。なお、近年では、総効率性（Overall

E閉。i㎝cy）は経済効率性（Economic E価。iency）またはコスト効率性（Cost E揃。iency）、価格効率

性（PriceE節。iency）は配分効率性（AllocativeE㎜ciency）と呼ばれている。
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 図1－4を用いて、規模に関して収穫一定の仮定のもとで、2種類のインプッ

ト（横軸にインプットX、縦軸にインプットY）を使って公共サービスを生産す

る地方団体を考えよう12）。等産出量曲線SS’は、ある一定水準の公共サービスを

最も効率的に生産するのに必要なインプットXとインプットYの組み合わせを

表している。いま、地方団体がSS’線と同じ数量の公共サービスをP点のような

インプットの組み合わせで生産しているとすれば、P点と同じ投入比率でSS’線

上にあるQ点と比較して、線分Qpだけインプットを過剰に投入している。この

とき、P点で生産する現状の技術効率性は0Q／0Pであり、公共サービス水準を落

とさずに線分Qpだけインプットを比例的に削減することによって技術効率的な

生産を実現することができる。

 そして、インプットXとインプットYの価格比を示す等費用線AA’によってイ

ンプット価格を考慮すれば、費用が過大なQ点よりsS1線とAA1線が接して費用

が最小となるQ’点の方が望ましい。このとき、Q’点の生産コストはQ点の生産

コストに対してOR／OQだけであり、この比率が価格効率性である。したがって、

地方団体が、技術効率性を維持しながら、Q’点までインプットの投入比率を変化

させることができれば、インプット価格が変わらない限り、最も価格効率的な状

態まで費用を縮減することができる。以上を整理すれば、次のようになる。

技術効率性×価格効率性：（OQ／0P）×（0R／0Q）＝（0R／0P）：総効率性

4，効率性評価の手法とその特徴13〕

 ある地方団体の現状の行動（サービス生産の方法や水準など）を効率性の理想

的なベンチマークと比較することを通じて、地方団体の効率性の程度を測るため

に、これまで複数の手法が用いられてきた。ベンチマークを設定するアプローチ

として、まず、最小2乗法といった計量経済学的手法（LS：Least Squares）を用

12）Farrell（1957）では、企業を想定して効率性の議論が展開されている。Woれhington（2001）

は、地方団体あるいは地方公共サービスを想定して、効率性に関する議論の整理を行っている。

13）本節の議論は、Woれhington（2001）、刀根（1993）、中山（2003）に多くを学んでいる。
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いて、最も当てはまりの良い回帰線を推定し、平均概念の評価指標を設定する手

法がある。ただ、平均概念の評価指標は、非効率性を規定するのに役立つとして

も、理論的には、平均的生産関数の概念が最大化行動の考え方と矛盾するといっ

た指摘がなされている。

 そして、最小2乗法といった手法とはまた異なるものとして、決定論的フロン

ティア（DFA：Deteministic Frontier Approach）がある。これは、生産フロンティア

で運営する1つの地方団体を評価の基準に用いるものである。ただ、決定論的フ

ロンティアでは、ある所与の生産フロンティアからの乖離が、地方団体の非効率

性から生じているのか、外部要因（誤差項）なのか、いずれに伐るのか不確かで、

生産フロンティアからの乖離はすべて非効率性から生じると考えるため、非効率

性を過大に評価する可能性がある。このことが、確率的フロンティア（SFA：

Dete㎜inistic Frontier Approach）への発展につながり、確率的フロンティアでは、あ

る地方団体の効率性を評価するとき、効率性を表す部分を外部要因（誤差項）と

切り離して評価することができる。

 さらに、ある所与の効率性ベンチマークに対して、地方団体の絶対的な経済的

効率性の測定を試みる決定論的フロンティアや確率的フロンティアとは対照的

に、包絡分析法（DEA：Data Enve1opment Ana1ysis）では、地方団体の効率性をそ

の他の地方団体と比べて相対的に評価する。理想的な効率度の基準というよりも、

同様の公共サービスを生産する他の地方団体との比較によって効率性を測定する

のである。

 このように、最小2乗法といった手法が出発点となり、現在では、最小2乗法

（LS）、決定論的フロンティア（DFA）、確率的フロンティア（SFA）、包絡分析

法（DEA）といった手法が効率性の評価に適用されている。上記の手法に関して、

それぞれの特徴をまとめたのが表1－2である。各手法の基本的な特徴の相違と

して、第1に、DFA及びSFAのような統計的アプローチ（Statistica1Approach）とDEA

のような非統計的アプローチ（Non－Statistica1Approach）との相違がある。データ

の確率的特性に関わる仮定に依存する統計的アプローチに対して、非統計的アプ

ローチは確率的な仮定を設定しない。そして第2に、DFA及びSFAのような計

量経済学的アプローチ（Econometric Approach）とDEAのような数理計画法的アプ

ローチ（Mathematica1ProgrammingApproach）との相違がある。一般的に、効率的フ
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表1－2 分析手法の特徴：概要

手法 LS DFA SFA DEA
パラメトリック パラメトリック パラメトリック ノンパラメトリック

手法の特徴
確率的 非確率的 確率的 非確率的

生産関数：なし 生産関数：なし 生産関数：なし

行動の仮定 費用関数：費用最小化 費用関数：費用最小化、 費用関数：費用最小化
利潤関数：利潤最大化 利潤関数：利潤最大化 利潤関数：利潤最大化

なし

生産関数：インプット量、 生産関数：インプット量、 生産関数：インプット量、 技術効率性：インプット

アウトプット量 アウトプット量 アウトプット量 量、アウトプット量

費用関数：費用、アウト 費用関数：費用、アウト 費用関数：費用、アウト 費用効率性：インプット

必要な変数
プット量、インプット価格 プット量、インプット価格 プット量、インプット価格 量、アウトプット量、イン

利潤関数：利潤、インプッ 利潤関数：利潤、インプッ 利潤関数：利潤、インプッ プット価格

ト量、インプット価格、アウ ト量、インプット価格、アウ ト量、インプット価格、アウ 利潤効率性：インプット

トプット価格 トプット価格 トプット価格 量、アウトプット量、アウト

プット価格

タイムシリーズ クロスセクション クロスセクション クロスセクション

データの属性 クロスセクション パネルデータ パネルデータ パネルデータ

パネルデータ

規模の経済、範囲の経済 技術効率性、配分効率性 技術効率性、配分効率性 技術効率性、配分効率
効率性の測定 性、規模の効率性

（備考）Worthington（2001）を参考に作成。

ロンティアの分析において、重要な制約を課す計量経済学的アプローチに対して、

数理計画法的アプローチはほとんど制約を課さない。また、これらのアプローチ

は、データを包囲する技術が両者で異なるため、生産技術の構造に対する柔軟さ

の調整やノイズ（誤差項）の調整も違っている。このように、計量経済学的アプ

ローチは、確率的な手法で、ノイズ（誤差項）の影響と非効率性の影響と識別し、

パラメトリックな手法で、関数型と非効率性を合わせて考える一方で、数理計画

法的アプローチでは非確率的で、ノンパラメトリックな手法である。

 したがって、計量経済学的アプローチでは非効率性の分布の特定化や関数型の

特定化如何に結果が左右される可能性や、複数の産出を扱いにくいといった欠点

が指摘されており、数理計画法的アプローチには、こうした計量経済学的アプロ

ーチの欠点を避けられる利点がある。その一方で、数理計画法的アプローチでは、

データの観測誤差などに効率値が左右される可能性や、仮説検定などが難しいと

いった欠点が指摘されており、計量経済学的アプローチには、こうした数理計画

法的アプローチの欠点を避けられる利点がある。
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5．むすび

 わが国の財政システムにおいて、地方公共サービスの価格としての税と生産コ

ストが連動しない以上、地方団体は非効率に陥りやすい。しかし、非効率な生産

による高コストは住民の負担になる。地方団体を地方公共サービスの生産主体と

して捉え、地方公共サービスの生産において効率性を追求することは当然である。

 本章では、これまでの先行研究をもとに、地方公共サービスの効率性分析を行

う上で不可欠な効率性の考え方を整理、検討するとともに、効率性評価の各手法

の特徴とそれらの相違について考察してきた。以下では、これまでの議論を要約

しておこう。

 Bradbrd，Ma1t，and Oates（1969）の先駆的な研究において、地方公共サービスの生

産物をD－0utputとC－0utputとに区分する考え方が示されて以来、D－0utputをアウ

トプット、C－0utputをアウトカムと呼び区別することで、地方公共サービスにお

ける生産過程と効率性に関する厳密な議論がなされてきた。それは、例えば、ア

ウトプットからアウトカムヘの変換過程に地域的な環境要因（人口規模や面積な

ど）が影響を与えたり、さらには混雑現象が生じる結果、アウトプットに対して

アウトカムが過小になる可能性を検討できることである。そして、地方公共サー

ビスの生産過程における効率の指標として、効率性と有効性を区分するという

Bu廿andPa1mer（1985）等の議論にも大きな影響を与えている。

 上記のような議論と平行して、効率性評価における理論的土台が築かれてきた。

距離関数の概念を発展させ、Farre11（1957）は、全体の効率性（総効率性）を技

術効率性と価格効率性に区別して説明する独自の理論的枠組みを提示した。そし

て、Farre11（1957）の効率性概念を測る数量的な評価手法も、理論的な発展とと

もに検討がなされてきた。最小2乗法等の手法（LS）に基づく手法に始まり、

決定論的フロンティア（DFA）、確率的フロンティア（SFA）、包絡分析法（DEA）

といった手法がそれである。ただ、Woれhington（2001）も指摘する通り、それぞ

れの手法によって利点・欠点がある。したがって、効率性評価においていずれの

手法が優れているかではなく、分析の目的、分析対象の地方公共サービスの特性、

統計データの制約などに応じて、適当な手法を選択するのが望ましいように思わ

れる。
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第2章 消防サービスにおける規模の経済性と範囲の経済性

1．問題の所在と本章の構成

 地方団体を地方公共サービスの生産主体と捉えた上で、「最少の費用で最大の

効果」をあげるように、生産のあり方を再構築することが、いま求められている。

それは、具体的には、民間活力の導入や広域的な処理、さらには、市町村合併を

進めることによって、地方公共サービスの効率性をいかに向上させていくかとい

う課題である。

 そして、地方分権を見据えるとき、地方団体が、地方公共サービスを効率的に

生産しているかどうかを客観的に評価できる必要があり、効率性の概念は、地方

公共サービスにおいても、今後、ますます重要になりつつある。

 地方公共サービスの効率性をいかに高めるかという視点に立った実証研究は、

海外では、ごみ処理［Hirsch（1965）、Stevens（1978）、Domberger，Meadowcro丘，andThompson

（1986）1、消防［Ah1brandt（1973）、Bruec㎞er（1980）、Duncombe（1992）、DmcOmbe

andYinger（1993）コ、警察［Wa1zer（1972）、Gyimath－Brempong（1987．1989）コ、教育［De11er

andRudnicki（1992）］、図書館［DeBoer（1992）］、地方道路［De11er，Chicoine，andWa1zer

（1988）］をはじめ、地方公共サービスごとに費用関数を推定する取り組みが数

多く行われている。推定方法も、アドホックな費用関数の推定に始まって以来、

現在では、地方公共サービスの生産構造や地域の特性をより詳細に反映した理論

モデルから導出される費用関数の推定から、規模の経済、要素間の代替弾力性、

さらには範囲の経済を検証する試みが盛んに行われている。

 わが国では、近年、國崎・田平（1992）、國崎・中村（1994）、林（2000）、林（2002）、

清水谷・野口（2004）、林・獺口（2004）をはじめ、小学校、幼稚園、清掃、保育

園、徴税、清掃やごみ収集、公共部門の労働コストなどの分野で、費用関数の推

定によって、規模の経済を中心とした地方公共サービスの効率性が検証されてい

る。ただ、海外に比べれば、まだまだ成果の蓄積が数少ないのが現状である’〕。

1）公益事業の分野では、費用関数による検証が、近年、数多くなされている。例えば、衣笠

（1995）、衣笠（2005）を参照。
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 本章の目的は、地方公共サービスの中でも、とくに住民生活にとって不可欠な

消防サービスを取り上げ、「規模の経済」と「範囲の経済」が働く可能性を検証

することである。この検証によって、消防サービス供給の効率化の余地があるか

どうかを明らかにすることができる。近年の消防広域化の方向は、市町村合併と

も相まって、小規模な消防本部を相応規模の消防本部に転換し、「規模の経済」

を通じた消防サービスの効率性向上が期待できるし、消防サービスは、消防や救

急といった複数の生産から成り立っており、r範囲の経済」も働きうると考えら

れるからである2〕。さらに、わが国では、消防サービスを対象とした「規模の経

済」など、効率性の検証は数少なく、公共サービスにおける「範囲の経済」の検

証は、トランスログ（Trans1og）型費用関数による規模の経済の検証を行う國崎

・田平（1992）や林（2002）でも、今後の研究課題として挙げられている3〕。な

お、公共サービスの費用対効果を評価する際には、インプットやアウトプットで

はなく、アウトカムを用いることの必要性が強調されている。消防サービスでは、

被害をいかに食い止めたか、といった消防活動の効果をできる限り捉える必要が

ある。

 本章の構成は以下の通りである。第2節では、まず、消防サービスの効率的生

産に関して検討を行う先行研究を整理する。続いて、Christensen，Jorgenson，andLau

（1973）がトランスログ型生産関数・費用関数を考案して以降、複数生産物から

なる財・サービスの特性をモデル化するために、Brown，Caves，andChristensen（1979）

が考案したマルチプロダクト・トランスログ（Mu1tiproduct Trans1og）型費用関数

による推定モデルを示す。そして、第3節では、消防サービスの費用関数の推定

に使用するデータの詳細を示す。その上で、費用関数の推定結果をもとに、消防

サービスにおいて「規模の経済」と「範囲の経済」が働くかどうかを中心に検証

を進めていく。

2） 『消防防災』（2006）16号、『消防白書』（2005）、消防庁第108号文書（2006）を参照。

3）トランスログ（Tr㎝slog）型生産関数・費用関数は、コブ・ダグラス（Cobb－Douglas）型やCES型

と比較して、生産技術に関する制約がゆるやか（nexib1e）な関数型である。この点に関して、黒

田（1984）、中山・浦上（2002）、坂野・黒田・鈴木・蓑谷（2004）を参照。
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2．消防サービスにおける効率性評価の考え方

2．1．先行研究

表2－1は、消防サービスを対象として費用関数の推定を行う先行研究を中心

に、分析の概要と主な成果をまとめたものである。先行研究の詳細は表1の通り

であるが、Ah1brandt（1973）は、消防サービスにおける規模の経済性に注目する

先駆的な研究である。Bruec㎞er（1981）では、規模の経済性と混雑現象を検証し

ており、Bmeckner（1979）に続いて、公共性の高い地方公共財ほど、最も効率的

な最適都市規模は大きいだろうことを指摘している。Duncombe（1992）では、生

表2－1 先行研究の概要

既存研究 手法 サンプル 上段：アウトプット、被説明変数／下段：インプット、説明変数 研究の主な成果

Ahlbmndt LS 44都市・消
人口1人当たり消防費 消防は、規模に関して収穫逓

（1973） 防区
人口、面積、不動産評価額、給排水設備が不十分な住

減。スコッツデールの供給費用

居割合、労働時間で調整した賃金指数、火災保険料率
は、他の町とスコッツデールで供

指数、消防・救急車両、ボランティア数、消防署数、
給する競争的な企業と比べた評

常勤職員数
価で、官僚主義的な生産。公共

財の供給契約で生産効率的な
規模を得られる。

Brueckner LS 100自治体 火災保険料率（防火の指標） 消防サービスの混雑現象を検

（1981） （3万人以
消防費、水道費、人口、地域の賃金率、密集度（火災

証。消防は、規模に関して収穫

上団体）
の危険度）

逓増。人口規模が大きいほど、1

人当たり費用が低下。公共性が

高い地方公共財の最適都市規
模は比較的大きいだろう。

Grosskopf DEA （1）49白治
①警察費と消防費の総額 ②可変費用（①一資本費） 効率値と範囲の経済を不す尺

and 体（2）1125
警察官、消防士

度を定義して、地域の安全性を

Yaisawamg 自治体 確保するサービスとして警察と

（1990） 消防との間に範囲の経済性が存
存するか検証。両者の間に範囲
の経済が働く。

Duncombe LS 197自治体 消防費総額 社会経済要因の要素代替への
（1992） 消防局

総資産価値に占める火災に伴っ資産の損失、消防士の
影響を考慮した費用関数の推

給与、資本のレンタル価格、人口、社会経済要因：
定。他の関数型（CES，Cobb一

1940年以前に建築した住宅割合、貧困世帯割合、総資
Douglas，Le㎝tieうは消防の生産

産価値価値煮染めるリスク資産割合、2階建て以上の建
技術に合わない。社会経済要因

物に占める住宅割合、人口密度
の老朽化した建物と産業用建物

は費用を押し上げる。人口密度

は要素代替への影響を通じて費
用に影響する。

Duncombe LS 188自治体 消防費総額 公的生産の規模の3つの概念：

㎝d Yinger 消防局
総資産価値に占める資産の損失：火災当たり消失（消

規模に関する技術的収穫・人口

（1992）
火の有効性）資産価値当たり火災（防火の有効性）、

規模に関する収穫・サービス量

消防士の給与、資本のレンタル価格、人口、環境要
規模に関する収穫、範囲の経済

因：1940年以前に建築した住宅割合、総資産価値価値
性を検証。混雑現象も評価。

煮染めるリスク資産割合、2階建て以上の建物に占め
技術的収穫逓増、人口規模に

る住宅割合、人口密度、消防局の救急車対応の割合、
関する収穫一定、数量規模に関

相互扶助による火災対応の割合、有給の消防士割合、
する収穫逓増、混雑弾力性は1
を上回る。防火と消火の間に範

Heckm㎝Is1ambda 団の経済が働く。小規模消防局

の合併は十分な費用節減に至
らない。

（備考）LSは最小2乗法等の手法、DEAは包絡分析法を示す。
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産プロセスを意識したモデルをもとに、社会経済要因が要素間の代替弾力性に与

える影響を検証し、関数型によって得られる結果の相違や問題点を検討している。

DuncombeandYi㎎er（1992）は、Duncombe（1992）を発展させ、公的生産における

規模の3つの概念を示し、消火と防火の2つのアウトプットを考慮して、概念ご

との規模の経済性と範囲の経済性を検証している点に特徴がある。

 なお、近年では、消防サービスにDEAを適用し、技術効率性を評価する研究

も発表されている。そのうち、GrosskopfandYaisawamg（1990）は効率値とともに、

範囲の経済性を評価する点で特徴的である。そのほかにもAthanassopou1os（1998）

などがあり、わが国では、宮良・福重（2003）、入江（2006）がある。

2．2．規模の経済性と範囲の経済性に関する推定モデル

              Mu1tiproductTrans1og型費用関数に基づく分析

 消防サービスの効率性を検証する理論モデルでは、地方団体は、一定のアウト

プットを生み出すのに、必要な費用を最小化するように行動すると仮定すれば、

ラグランジュ関数を次のように表すことができる。

  〃工＝Σρ、x、一λ⑭～．．．㌃）一！（xl．．．4）〉

’：1

ここで、片は第jインプットの価格（第1インプット価格と第2インプット価格）、

巧は第1インプットの数量（第1インプット量と第2インプット量）、巧は第1

アウトプット（第1アウトプットと第2アウトプット）である。

 インプットからアウトプットヘの変換過程が分離可能とすれば、アウトプット

の集計関数・は砲．．．㌃）・ル、．．．4）と表される。そして、①式の・階の

条件を解くことで、②式のような費用関数を得ることができる。

C＝し、．．ム，巧．．み）
②

 そこで、生産プロセスを具体化して②式を得るために、ここでは、複数のサー

ビスを生産することで成り立っている消防サービスの特性を考慮し、最終的な消
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防サービスの費用関数は、マルチプロダクト・トランスログ（Mu1tiproductTrans1og）

型の③式のように特定化する。今回、労働と資本を用いて生産される複数のサー

ビスは、消防と救急を考えることとした4）。

       2    2    122
hC＝α・十髀B十看舳十ラ暮α1h叫
       ・士淳榊ψρ1・導w・ρ1・

③

ここで、係数の対称性とインプットの価格における正の1次同次性を確保するた

めに、以下の制約を課す5〕。

αグ・α力βグ・β戸 Σβゴ＝1

5＝1

2

Σβク＝0フー1，2

ゴ＝1

ΣδグーO1－1，2・

戸1

④

 トランスログ（Trans1og）型費用関数を推定するにあたって、シェパードの補題

（Shepherd’s Lemma）を用いて③式から導くことが可能なインプットに対する費用の

配分を表すコスト・シェア式（CostShareEquation）を付与し、精度を高める方法が

知られている。トランスログ型費用関数による規模の経済の検証を行う先行研究

である國崎・田平（1992）でも、コスト・シェア式を用いた推定方法が採用されて

4） 消防サービスは、消防と救急の他に、救助でも役割を果たしている。しかし、救助を考慮

した場合、推定上の困難が生じたため、今回は救助を省いている。マルチプロダクト・トラン

スログ（Multiproduct Tr㎝slog）型は、多項式で推定が難しいことや、救助活動は、特殊な災害な

ども活動対象としており、消防本部間で活動状況に開きがあることなどが影響しているかもし

れない。

5） トランスログ（Trans1og）型における制約条件に関して、Brown，Caves，andChrist㎝sen （1979）、

黒田（1984）、中山・浦上（2002）、坂野・黒田・鈴木・蓑谷（2004）を参照。
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いる6〕。シェパードの補題は、

∂hC一里旦一以一〃．
∂㎞ρj φ’C C ⑤

ここで、Mlは総費用に占める第コインプット購入費用である。そして、⑤式を用

いて、③式から2本のコスト・シェア式を⑥式のように得ることができる。

2         2

M、一β十Σ馬1nρノ十Σδク1血り

ノ＝1      ノ：1

ゴ＝1，2．

⑥

 こうして、実際の推定では、③式と⑥式のうち1本のコスト・シェア式（ここ

では、人件費のコスト・シェア式）を同時に推定することによって、必要な係数

を得る。

 規模の経済と範囲の経済は、③式で得られる係数を用いることで評価すること

ができる。Brown，Caves，andC㎞istensen（1979）およびDe11er，Chicoine，andWa1zer（1988）

に従って、規模の経済（∫C亙）を⑦式、範囲の経済（亙0∫）を⑧式で評価する7〕。

規模の経済：

     2∂1nC          2
η： 驕ﾝ。ピなわち・∫α一1中

6） 要素間の代替弾力性は、コスト・シェア式（CostShareEquation）の連立方程式を推定し、評

価に必要な係数を得ることができるが、規模の経済を評価する場合、コスト・シェア式には出

てこない係数が必要なため、トランスログ（Trans1og）型費用関数とコスト・シェア式との連立方

程式を推定することとなる。

7） 規模の経済と範囲の経済に関して、Brown，Caves，and Christensen（1979）、Panzer and Robert

（1981）、Deller，Chicoine，㎝d Wa1zer（1988）、中山・浦上（2002）、衣笠（1995）を参照。
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範囲の経済：

      ∂2C
  α）：
     ∂耳∂りゴ・ブ7・ブ＝1・2・

すなわち、

  万0∫＝α、αノ十αグく0 7≠ノ 7，ノ＝1，2．
⑧

 規模の経済（∫C亙）が正のとき、規模に対して収穫逓増、負のとき、規模に対し

て収穫逓減、0のとき、規模に対して収穫一定であることを示しており、正であ

れば、規模の経済が働くと評価することができる。そして、範囲の経済（万0∫）が

負のとき、存在すると考えることができる。

3．消防サービスにおける費用関数の推定

3．1．変数とデータの詳細

 本章では、2005年4月1日現在で存在する847消防本部（特別区を除く）のう

ち、市町村合併の影響を考慮した上で8〕、全国の779消防本部（市単独：344、町

村単独：74、組合：361）を対象として、消防サービスの費用関数を推定する9〕。

推定年度は、2004年度である。

8）『消防年報』（総務省消防庁）や『消防現勢』（全国消防長会）では、毎年4月1日現在の消

防本部名で、項目ごとに異なる時点の統計数値を掲載しており、前年（度）数値の掲載項目は、

今年の4月1日現在の消防本部別に集計されている。そのため、近年の市町村合併によって、

毎年、存在する自治体が異なり、組合構成団体も変わることが「規模の経済」の検証に影響す

るため、市町村合併の影響をできる限り取り除く必要がある。今回は、2004年4月1目から2005

年4月1目までの期間に合併した自治体を対象に、2004年度、原則として消防サービスを共同

処理していたかどうかを基準として、分析に影響する消防本部を分析対象から外すこととした。

9）市町村合併が分析に影響する消防本部（脚注8を参照）に加えて、東京都内24市3町1村の

委託も受け、大規模で特殊な事情を持つ特別区一部事務組合消防本部、消防ポンプ自動車現有

数が0の消防本部を分析対象から除いている。
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 使用する各データは、必要に応じて次のように作成しており、表2－2は基本

統計量を示している。

 消防サービスの費用（C）は、目的別歳出決算額の消防費を用いる。ただし、

市単独および町村単独消防本部では、『市町村別決算状況調』と『決算カード』

に掲載されている消防費を利用できるが、組合消防本部では、消防費予算額しか

入手できないため、組合を構成する市町村の消防費を合計し、組合消防本部の消

防費とした。

 アウトプット（γ）は、今回、消防と救急の2つを考え、その指標として、

消防の指標に家屋の資産価値、救急の指標に救急件数を採用している。アウトプ

ットの指標には、できる限り、アウトカムとしての効果を捉える必要があり、こ

こで、家屋の資産価値は、消防による消火や防火といった保険としての効果を捉

えようとするものである10〕。救急も、例えば、傷病によって、緊急の治療が必要

な患者をいかに早く病院に搬送できたか、といった救急活動の効果をできる限り

表2－2 基本統計量

平均 標準偏差 最大値 最小値

C
消防費

o  ■ 1 1，872 3，148 45，288 118
100万円

γ1
家屋資産価値

100万円
262，795 589，844 9，074，402 3，234

γ2
救急件数

5，052 11，538 187，396 220
件

ρ1 平均給与
6，384 594

1000円
8，047 4，567

ρ2 消防ポンプ自動車数
8．301 11．234 168 1

台

人件費割合
O．571 0．103M1 0．914 0．230

一

10） 消防サービスのアウトプット指標に関して、Ah1brandt（1973）では、消防サービスに関して、

効率的な供給が行われているかどうかを検証しているが、アウトプットの水準を1つの変数で

表すことが難しいことを指摘した上で、アウトプットの代理変数として、人口、面積、不動産

評価額を採用している。また、Duncombe（1992）では、資産価値総額に占める火災による損失

（PropertyLosses）の割合をアウトプットとしている。
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捉えるべきだが、市町村レベルでは、データの入手が難しく、今回は、次善的に

救急件数を用いた。なお、家屋の資産価値を全国の市町村で得ることが難しいた

め、今回は、全国の各市町村が徴収した固定資産税収（家屋分）を税率で割り戻

している11〕。そして、消防費と同様に、市単独・町村単独・組合の各消防本部デ

ータを作成した。

 インプットの価格（ρ）は、労働と資本という2つのインプットに関して、

労働の価格を『地方公務員給与の実態（別冊）』に掲載されている平均給与（全

職種）とし、資本の価格を『消防年報』掲載の消防ポンプ自動車現有数で代理す

ることとした12〕。なお、組合消防本部の平均給与は、構成団体の平均給与（全職

種）の平均額を算出して用いている。

3．2．推定結果

 説明変数の現実値を正規化した上で、費用関数③式とコスト・シェアを表す⑥

式（人件費のコスト・シェア式）をSUR（Seeming1y Unre1ated Regressions）推定法を

用いて同時推定し、その推定結果が表2－3である。なお、消防費内訳である人

件費はデータの入手が難しく、ここでは、消防職員が全職種の平均給与を得てい

る仮定のもとで算出している。係数の推定値を見ると、α11に問題はあるものの、

有意な結果を示しており、アウトプットに関して、消防による消火や防火といっ

た保険の効果を捉える家屋の資産価値が高いほど、そして、救急件数が多いほど、

消防費は増加し、インプットに関して、労働の価格である平均給与が高いほど、

消防費は増加する。ただし、トランスログ型費用関数の推定における多重共線性

の問題や、系列相関の可能性に対する推定上の問題は残されている’3〕。

11）総務省資料をもとに作成。

12）平均給与は、給料・諸手当、寒冷地手当、期末・勤勉手当を合計している。また、資本の

価格を消防ポンプ自動車現有数で代理するのは、主要な設備であるとともに、消防自動車が待

機できるだけの消防署・所の規模が求められるためである。

13）費用関数③式とコスト・シェアを表す⑥式におけるタービン・ワトソン比（DW）は、費用関

数：DW＝1，431 コスト・シェア式：DW＝1，243 である。
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表2－3 費用関数の推定結果

係数 t値 係数 値

αo 14．457 1261．2 ＊＊＊
α22 一0．216 一2．432 ＊＊

α’ 0．228 6．O09 ＊＊＊
α’2 0．165 2．204 ＊＊

α2 0．267 6．884 ＊＊＊ β・ O．036 6．366 ＊＊＊

μ 0．572 136．04 ＊＊＊ δ〃 一〇．321 一2．836 ＊＊＊

α〃 一〇．096 一1445 δ2’ 0．056 4．443 ＊＊＊

自由度修正済決定係数＝0．906

（備考）榊は有意水準1％、榊は有意水準5％で有意であることを示す。

 表2－3の推定結果に基づいて、費用関数の係数から規模の経済を評価すると、

8α＝O．505であり、範囲の経済を評価すると、万0∫：O．226となる。この結果、

まず、規模の経済に関して、わが国の消防サービスでは、消防と救急をアウトプ

ットと捉えたとき、全国の中の平均的な消防本部において、規模の経済が働くこ

とが分かる。これは、現時点の消防サービス水準はそのままに、ある2つの平均

的な消防本部が、市町村合併やより広域的な組合化することによって、1つの消

防本部になれば、消防サービスの費用は約50％削減されることを示している。

管轄人口10万人未満の消防本部は、2006年時点で全体の約6割に上っている。

しかし、近年の市町村合併や消防広域化によって、管轄人口10万人未満の消防

本部数・割合とも、減少・低下しており、推定結果と合わせて見ると、近年の消

防広域化は、消防サービスの効率性を高める効果がある14〕。今後も、さらなる広

域化を進めることが、効率性の観点から望ましく、有効な政策手段となるだろう。

 次に、範囲の経済に関して、わが国の消防サービスでは、例えば、消防署・所、

通信網、一部の人員をはじめ、消防と救急で同時に利用されている側面があり、

範囲の経済が働く可能性を検討したが、全国の中の平均的な消防本部において、

14） 消防本部総数に占める管轄人口規模別消防本部数の割合を見ると、2004年時点（2006年

時点）では、lO万人未満が65％（60％）、lO万人以上20万人未満が19％ （23％）であり、それ

以上の管轄人口規模では、2004年度と2006年度を比較すると、消防本部数・割合ともに同水

準で推移している。
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範囲の経済が働くという結果は得られなかった。これは、消火や防火の業務に携

わる職員と救急業務に携わる職員では、一部の人員で兼任があるものの、基本的

にそれぞれ専任であり、そのことが、人件費の割合が高い消防サービスで範囲の

経済が働かない推定結果として表れたのではないかと考えられる。

4．むすび

 地方団体は、地方公共サービスの効率性をいかに高めるか、という課題に直面

し、今後、効率性の概念が公共部門においてもますます重要になっている。しか

し、わが国では、地方公共サービスにおける規模の経済や範囲の経済をはじめ、

地方公共サービスの効率性を検証する取り組みは外国に比べて少なく、全国の市

町村レベルでの検証は、データ制約が大きく、あまり行われていない現状がある。

 本章では、わが国の消防サービスを取り上げ、全国の消防本部（市町村）を対

象とした費用関数の推定によって、規模の経済と範囲の経済が働く可能性を検証

した。その際、消防サービスが、消防と救急という2つの代表的なアウトプット

から成り立っている生産構造を踏まえ、マルチプロダクト・トランスログ

（Mu1tiproductTrans1og）型費用関数で特定化した。

 その結果、以下のような点が明らかになった。第1に、わが国の消防サービス

では、規模の経済が働いており、市町村合併やより広域的な組合化によって、消

防サービスの費用を削減することができる。第2に、近年の消防広域化は、消防

サービスの効率性を高める効果があり、効率性の観点から、広域化をより進める

ことが望ましい。第3に、今回の検証において、範囲の経済が働くという結果は

得られなかった。

 なお、今後に向けて、次のような課題がある。第1にマルチプロダクト・トラ

ンスログ（Mu1tiproduct Trans1og）型費用関数を用いて、より精緻に規模の経済を評

価するにあたって、例えば、管轄人口規模を基準に、サンプルを区分して推定す

るなどの工夫を行うことである。サンプルを区分すれば、範囲の経済もまた、よ

り詳細に検証することができる。第2に、地方公共サービスの効率性を全国の市

町村レベルで推定する際に、データ制約があるとしても、アウトカムとしての効

果をできる限り捉えるアウトプット指標を引き続いて検討することである。
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第3章 ごみ処理サービスの広域化・大規模化と地域特性：沖縄地域の事例研究

1．問題の所在と本章の構成

 地方公共サービスの効率性は、地方団体がサービスの効率的生産に資する政策

に前向きかどうかといった要因だけでなく、地方団体ごとに異なる地理的条件や

人口規模といった地域特性にも大きく影響される。そのため、民間活力を積極的

に活用したり、広域的な生産を行う余地やその効果もまた、地域ごとに異なって

くる。

 こうした視点からごみ処理サービスを見ると、深刻な財政状況のなか、地方団

体では、全国的にダイオキシン対策などの影響で適正処理費用が増加しており、

環境負荷を低減する上でも、地方団体は「最少の費用で最大の効果」をあげる必

要がある。すなわち、地域の実情に応じて、民間活力の導入や広域的な処理を行

うなど生産のあり方を見直し、アウトプットを最大にすることによって、アウト

カムとしての環境改善効果を高めることが求められている。

 地理的制約によって、離島を含む広域のごみ処理を基本的に県内で完結させな

ければならない沖縄では、その他の地域に比べて顕著な地域特性を抱えている1〕。

例えば、離島と本島を比べても、ごみ処理に要する施設の充実度に開きがあり、

離島が多く処理システムが十分には構築されていない地方団体も存在する。ある

いは、地理的特性がごみ処理の広域化や大規模化に制約を課すと考えられる地方

団体も少なくない。こうした沖縄の現状は、ごみ処理サービスの効率性がその他

の地域に比べて低くなる可能性を示していると同時に、効率性が低くなるほど、

予算との関係で適正処理が困難になり、環境改善効果も低下することとなる。

1）ここで、沖縄の地域特性は「島喚」という用語で表される特徴である。「島喚」とは、国土

交通省（2004）において海上保安庁水路部『海上保安の状況（昭和62年度版）』による定義が

参照されている。それによると、①周囲がO．1㎞以上のもの ②何らかの形で本土とつながっ

ている島については、それが橋・防波堤のような細い構造物でつながっている場合は島、それ

より幅が広くなっていて本土と一体化しているものは除外 ③埋立地は除外とされる。この定

義によると、わが国は6，852の島喚により構成され、このうち本土とよばれる5島（本州・北海

道・九州・四国・沖縄本島）を除く6，847島が離島ということになる。
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 本章では、地方公共サービスの中でも、毎日の生活に不可欠なごみ処理サービ

スを取り上げ、その他の地域に比べて顕著な地域特性を持っ沖縄地域におけるサ

ービスの生産構造と効率性向上の可能性を検証する。それは、地理的に不利と考

えられがちな沖縄においても、民間委託や広域化・大規模化を行うなど生産のあ

り方を変更し、ごみ処理サービス供給を効率化する余地があるかどうかを数量的

に明らかにする試みである。

 本章の構成は以下の通りである。第2節では、離島を抱える地方団体の全国的

な生産及ぴ費用の構造を捉えるために、全国の市町村データを用いて、地理的条

件の影響や離島の非効率性を考慮に入れたごみ処理サービスの費用関数を推定す

る。第3節では、沖縄地域の地方団体（市町村と一部事務組合）へのヒアリング

調査結果と提供資料をもとに、沖縄地域におけるごみ処理サービスの生産及び費

用の構造を、その他の地域とも比較しながら検討する。そして第4節では、離島

を含む処理の広域化・大規模化に関して、①沖縄本島に近接する離島における広

域化と効率性向上の可能性と、②沖縄本島から遠く離れた離島（八重山地域・宮

古地域）における広域化と効率性向上の可能性を、モデルケースにおける費用の

仮想計算によって検証する。

2．離島を含む広域化・大規模化の数量分析

2．1．先行研究

 表3－1は、ごみ処理サービスを対象として費用関数の推定を行う先行研究を

中心に、分析の概要と主な成果をまとめたものである。Hirsch（1965）は、都市

圏のごみ収集を取り上げ、費用に影響を与える収集環境の要因を検討するととも

に、規模の経済性にも検討を及ばせた点で先駆的な研究である。Stevens（1978）

は、先行研究では市場構造が費用に与える影響や公共サービスの定義に焦点を当

てていないとした上で、ごみ収集を中心に都市（市場）規模や市場構造（競争的

か独占的か、生産主体が公か民か）が費用に与える影響や労働生産性を検証して

いる。Domberger，Meadowcroi，and Thompson（1986）は、Stevens（1978）による市場

構造と費用との関連の検証をさらに契約の段階にまで掘り下げ、特に競争入札が

費用に与える影響と民間委託（民間主体の生産）の効果を検証している。國崎

（1989）は、単位費用の地域差が規模の経済性と地域特性の差異によってどのよ
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表3－1 先行研究の概要

既存研究 手法 サンプル 上段：アウトプット、被説明変数！下段：インプット、説明変数 研究の主な成果

Hirsch LS 24市 収集量当たり住宅の（生活系）ごみ収集・処理費用 収集回数と収集場所は費用を

（1965）
収集戸数、1週間の収集回数、収集場所ダミー（住宅前か

決める重要な要因。1週間に2

住宅の裏1コか）、収集密度（面積当たり収集戸数）、収集
度の収集を3度に増やせば、

形態ダミー（自治体収集か民間収集か）、財源（’般財源
平均で、約28％費用が上昇す

か利用者負担か）
る。住宅前から裏口に収集場

所を移動すれば、費用は約2
倍になる。

Stevens LS 340市 サービス提供した住宅の（生活系）総収集費 公・独占より民間独占での供

（1978）
収集職員月給、年間」み収集量、市場構造ダミー（民間

絵の方が費用は若干低下。公

独占かどうか）、市場構造ダミー（競争的かどうか）、1週間
より民の方が、都市規模にかか

当たり収集回数、収集区域で企業が収集する住宅比率、1
わらず、より大きな収集車をより

年間に収集された生活系ごみ、面積当たり住宅数、気象
少ない職員で作業し、欠勤率

条件
も低い。労働生産性は、民間
独占より公的独占で低下し、都

市規模が大きいほど、生産性

の差は広がる。

Domberger， LS 305地方団 ごみ収集費
入札の方が低コストで、入札は

Meadowcm貧， 体
収集回数、収集方法、収集密度、処分場までの距離、家

効率性の改善に有効。競争の

and
庭の比率、（再生）古紙回収量、廃棄された乗り物の数、

導入は巣ある民間契約より費

Thompson 空き版数、労働者の平均賃金、契約ダミー（入札か内々
用が下がる。大都市圏以外の

（1986） か）
地域の方が低コストだが、民と

の契約や入札は影響しない。

國崎（1989） LS 47都道府 清掃費 清掃費は費用低減型。地域特

県
年間」み処理量、都市集中度、面積

性による環境コストが存在す

る。単位費用の地域格差が、

規模の経済性と環境コストに

よって生じる可能性がある。

國崎・田平 LS 大阪府下 清掃費（可変費用：人件費十物件費） 可変費用と産出水準とは線型
（1992） 44市十兵

年間ごみ収集量、賃金率（職員給総額／職員数）
の関係にあり、規模の経済・不

庫県下91 経済とも見られない。

市

丸尾・西ヶ LS 635市 1人当たり生活ごみ排出量 排出量は平均世帯人員と負の

谷・落合
平均世帯人員、昼夜人口比、第3次産業就業者比率、有

相関（世帯として財の共有でき

（1997）
料化ダミー

る部分が増えるため）、昼夜人

口比と正の相関、第3次産業
就業者比率と正の相関（都市
化の代理）

三木（2004） LS ①660団体 1人当たり処理及ぴ維持管理費（対数） 民間委託比率、組合収集比率

②500団体
①平均世帯人員、第3次産業就業人口構成比率、普通」

の上昇で費用が低下する。

み委託収集比率、普通ごみ組合収集比率

②平均世帯人員、第3次産業就業人口構成比率、粗大ご
み委託収集比率、粗大ごみ艦合収集比率

（備考）LSは最小2乗法等の手法を示す。

うに決定されるかを検証するために、地域特性を明示的に組み込んだ地方公共サ

一ビス（消防、警察、清掃）の費用関数を推定している。國崎・田平（1992）は、

地方公共サービス（児童福祉、小学校、幼稚園、清掃）における規模の経済性と

効率性の観点から最適規模を検証している。丸尾・西ヶ谷・落合（1997）は有料

化と1人当たり生活系ごみ排出量との関連に着目した検証ではあるが、平均世帯

人員、昼夜間人口比、産業構成がごみ排出量に有意な影響を与えることを明らか

にした。ここでは、変数選択の参考となる成果として取り上げている。そして、

一37一



三木（2004）は、民間活力導入の効果を委託収集と許可収集の各割合で表し、そ

れらと費用との関連を普通・粗大ごみ別に検証している。

2．2．費用関数の推定：変数、データの詳細と推定結果

 先行研究を参考に、ごみ処理サービスのコスト生産性に影響を与える諸要因を

考慮に入れながら、地域特性としての地理的条件が効率性に与える影響と、離島

におけるごみ処理サービスの非効率性を費用関数の推定によって検証する。ここ

で、地理的条件を捉える変数として、総面積に対する可住地面積の比率（可住地

面積比率）、離島の非効率性を捉える変数には、各地方団体における人口総数に

対する離島人口の比率（離島人口比率）を導入する。

 費用関数の推定における被説明変数と説明変数、各変数の算出に用いたデータ

の詳細は次の通りである2〕。まず、被説明変数の「1人当たり処理及び維持管理

費（対数）」は効率性を表す指標（コスト生産性の逆数）である3〕。説明変数に

は、①世帯における財共有の程度を表す指標として「平均世帯人員」4）、②都市

化の代理変数として「第3次産業比率」5）、③民間活力導入の程度を表す指標と

して「委託収集比率」と「許可収集比率」6〕、④地域特性としての地理的条件を

2）ごみ処理サービス関連の変数は環境省『一般廃棄物処理実態調査結果2004』、離島人口は財

団法人目本離島センター『離島統計年報2006CD－ROM版』、その他の変数は総務省『統計でみ

る市区町村のすがた2006』に基づいている。なお、『統計でみる市区町村のすがた2006』では、

原則として、2005年度までに集められた最新年度のデータが採用されている。また、合併など

配置分合のあった市区町村についても考慮されている。

3） 「処理及び維持管理費（人件費・収集運搬費・中間処理費・最終処分費・車両購入費・委

託費・処理費その他・組合分担金（建設改良費組合分担金を除く）の合計）」（単位：千円）を、

「計画収集人口」（単位：人）で除して算出した値の対数である。

4）2000年度、「人口総数」を「一般世帯数」で除した値である。

5）2000年度、「第3次産業就業者数」を「就業者数」で除した値である。

6） 「委託収集量」と「許可収集量」のそれぞれを、「収集重合計（直営収集量・委託収集量・

許可収集量の合計）」で除した値である。
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表す指標として「可住地面積比率」7〕、⑤各地方団体における離島のウェイトを

表す指標として「離島人口比率」8〕の6変数を採用した。表3－2は、推定に用

いる変数の基本統計量であり、2，511団体を対象とした推定結果は表3－3の通り

であるg〕。

表3－2 基本統計量

n＝2，511

平 均 標準偏差 最大値 最小値

0  1人当たり処理及ぴ維持管理費（対数） 2．272 0．526 5．370 一1．458

（参考）1人当たり処理及び維持管理費 11．149 7．819 214．859 0．233

xノ 平均世帯人員 3．073 0．448 4．567 1．760

X2 第3次産業比率 0．540 0．105 0．925 0．210

X3 委託収集比率 0．674 0．337 1 0

X4 許可収集比率 O．142 0．142 1 0

X5 可住地面積比率 O．481 0．297 1 0．021

X6 離島人口比率 0．028 O．159 1．181 0

表3－3 費用関数の推定結果

0 1人当たり処理及び維持管理費（対数）

係数 t値

xノ 平均世帯人員 一0．3600 一14．439 ＊＊＊

X2 第3次産業比率 1．0590 9．812 ＊＊＊

X3 委託収集比率 一0．1329 一4．634 ＊＊＊

X4 許可収集比率 一0．5940 一8．406 ＊＊＊

X5 可住地面積比率 一0．1268 一3．813 ＊＊＊

X6 離島人口比率 O．3154 5．319 ＊＊＊

定数項 3．0323 26．195 ＊＊＊

観測数＝ム511  F値＝14γ03 自由度修正済決定係数＝0259

（備考）榊＊は有意水準1％で有意であることを示す。

7）2004年度、「可住地面積」を「総面積」で除した値である。

8）2005年度「離島の人口」を2000年度「人口」で除した値である。なお、ここで、離島とは、

離島振興法等に基づく指定離島の中で、住民登録および居住が確認された314島を指している。

9）東京23区とデータの欠落している地方団体は除いている。

一39一



 推定結果は次のように解釈できるだろう。まず、r1人当たり処理及び維持管

理費」は、「平均世帯人員」の増加に伴って低下する。これは、「平均世帯人員」

の増加に伴って、世帯として財を共有できる部分が大きくなるためと考えられる。

また、r第3次産業比率」が高く都市化が進展しているほど、1人当たりごみ排

出量と正の関係にあり、費用は上昇する。そして、「民間委託比率」及び「許可

収集比率」の高いほど費用は低下し、民間活力の導入には費用を押し下げる効果

がある。すなわち、直営による収集と民間委託による収集では、収集回数などの

サービス水準は同じと仮定すれば、民間委託の方がごみ収集サービスの効率性向

上を期待できる。

 その上で、離島の地域特性を捉える変数の推定結果をみると、まず、地理的条

件を表す「可住地面積比率」が高いほど、「1人当たり処理及び維持管理費」は

低下する。可住地面積は、総面積から林野面積と主要湖沼面積を差し引いたもの

である。したがって、「可住地面積比率」は、ごみ収集・運搬における地理的な

制約の程度を表しており、比率が高まるほど制約は小さくなり、効率性を高める

ことになるm〕。次に、各地方団体における離島のウェイトを表す「離島人口比率」

が高いほど、「1人当たり処理及び維持管理費」は上昇することを示している。

離島におけるごみ処理サービスの非効率性には、①海上輸送の必要性といった地

理的な制約に起因するものと、②不適切な施設整備といった政策的妥当性に欠く

ことに起因するものが考えられる。後者の具体例として、ごみ処理における小規

模な焼却炉の運転管理、それとは逆に、人口規模に見合わない大規模な処理施設

の整備といった非効率性が挙げられる。「離島人口比率」は、各地方団体の離島

におけるごみ処理サービスの大きさを表す。したがって、「離島人口比率」が高

まるほど効率性が低くなり、費用を増加させることになる。処理の広域化・大規

模化は、政策的要因に基づく非効率性を改善し、効率性を高める有効な手段にな

る可能性がある。

10） 「可住地面積比率」には、海上輸送の必要性といった制約は考慮されていない。しかし、

沖縄では、島換地域の特性から、林野や湖沼の存在と同様に、ごみ収集・運搬には地理的な制

約があるため、ごみ処理サービスの生産性は低くなることが示唆されるだろう。
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3．沖縄地域の特性とごみ処理の費用構造：ヒアリング調査に基づく検証

 沖縄地域の特性は、ごみ処理サービスの効率性を押し下げ、その他の地域に比

べて効率性が低位に止まったり、離島の方がより高コスト・低効率性を強いられ

る可能性がある。このように地域ごとに地理的条件などの特性は異なっており、

ごみ処理サービスの生産においても、全国的な生産の傾向を踏まえた上で、地域

の実情が与える影響を考慮し、民間委託や広域化・大規模化の有効性を検証しな

くてはならない。ここでは、沖縄県内12市町村3組合へのヒアリング調査と提

供資料をもとに、地方団体を沖縄本島、沖縄本島近接離島、沖縄本島遠方離島に

分類し、沖縄地域におけるごみ処理サービスの生産及び費用の構造と海上輸送費

用の程度を検討するH〕。

3．1．収集費用と焼却・埋立等費用

 1世帯当たり収集費用と焼却・埋立等費用の月額を、地方団体間で比較したの

が表3－4である。収集費用は、地方団体の事情に応じて、ごみ収集委託料や通

信運搬費（海上運搬の委託料や輸送費）といった項目の合計であり、世帯数で除

して1世帯当たり収集費用を算出している。そして、焼却・埋立等費用は、組合

処理の場合、組合負担金（分担金）であり、単独処理の場合、地方団体の事情に

応じて、作業員賃金・消耗品・燃料費・光熱費・焼却炉施設管理委託料・埋立管

理費・その他管理費といった項目の合計であり、世帯数で除して1世帯当たり焼

却・埋立等費用を算出している。

 1世帯当たり収集費用をみると、竹富町以外の調査対象地方団体では、沖縄本

島遠方離島でも、沖縄本島及び沖縄本島近接離島と同じ水準で、いずれも500円

前後だった。また、調査時点に開きがあるものの、三木（2004）が調査した関西

圏の地方団体と比べても、約60％程度の費用で収集作業が行われているのが分か

11）ヒアリング調査対象地方団体は、①一般廃棄物計画収集量 ②廃棄物処理形態（直営、委

託、許可の割合など） ③財政状況 ④有料化の実施状況 ⑤広域処理の実施状況 ⑥市町村

合併の実施状況 ⑦本島と橋で通じている離島の存在、を基準に選定した。
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表3－4 1世帯当たり収集費用と焼却・埋立等費用（月額）

属性   地方団体   1世帯当たり収集費用  1世帯当たり焼却・埋立等費用

沖縄本島／沖縄本島近接離島

宜野湾市 479円（I04） 1，015円（’04）

組合 本島 沖縄市 696円（’04） 938円（’04）

北谷町 315円（’04） 2，132円（’04）

本島
本部町 233円（’05） 3，086円（’03）

組合
今帰仁村 386円（’05） 3，488円（’03）

単独 離島 伊是名村 263円（’05） 129円（’05）

単独 離島 渡嘉敷村 430円（’03） 5，349円（’03）

単独 本島 浦添市 346円（．04） 1，l19円（’04）

組合 本島 うるま市 432円（’05） 1，604円（’05）

沖縄本島遠方離島

単独 離島 石垣市 294円（I06） 1，696円（’06）

単独 離島 竹富町 1，120円（’07） 1，541円（’07）

単独 離島 宮古島市 515円（’07） 684円（．07）、1，064円（’08）

（参考）三木（2004）に基づく関西圏地方団体

単独 西宮市 1，033円（’OO）
一

単独 宝塚市 1，122円（’O1）
■

単独 尼崎市 1，174円（’01）
一

（備考）伊是名村は、特別な事情により、期限付きで本部町と今帰仁村で構成される

   組合に焼却以降を委託している。

   ヒアリング調査結果及び提供資料をもとに作成。

る12〕。これは、収集の民間委託が調査対象地方団体でかなり進んでおり、石垣市

と宮古島市においても、収集の民間委託割合が100％と、民間活力の導入が費用

を引き下げていると考えることができる。表3－5は、沖縄県外市町村、関西圏

市町村、沖縄県内市町村における収集の直営・委託割合を比較したものである。

沖縄県内市町村の委託割合は、沖縄県外市町村（関西圏市町村）のそれを12％ポ

イント（29％ポイント）上回る一方で、沖縄県内市町村の直営割合は、沖縄県外

12）算出されている費用の範囲や収集の条件が必ずしも同一でないことには注意が必要だが、

費用の内訳などを勘案した結果、関西圏の地方団体と比較できる範囲内である。
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表3－5 収集の直営・委託割合の沖縄県内外比較

収集における直営割合 収集における委託割合

沖縄県外市町村 29％ 44％

関西圏市町村 39％ 27％

沖縄県内市町村 11％ 56％

（備考）収集量は直営・委託・許可の合計（生活系・事業系ごみ合計）である。

   環境省『一般廃棄物処理実態調査結果（2004年度）』より作成。

市町村（関西圏市町村）のそれを18％ポイント（28％ポイント）下回っているこ

とが分かる。そして、民間活力の導入によって、他地域に比べて低い沖縄の労働

コストが収集委託料の低廉化に反映される効果も大きいだろう舳）。

 そして、1世帯当たり焼却・埋立等費用をみると、沖縄本島及び沖縄本島近接

離島の地方団体では、約1，000円前後から5，000円程度まで費用にばらつきがある。

費用の高い渡嘉敷村は、中間処理から最終処分、リサイクルまで一連の施設を自

前で持っており、人口規模に対して施設規模が見合っておらず、こうした現状が

費用を押し上げている。

 沖縄本島遠方離島では、石垣市、竹富町、宮古島市のいずれも沖縄県内市町村

の平均的な水準か若干低めで、おおよそ1，000円前後から1，500円前後となってい

る。これは、沖縄県内でより高い効率性を実現するように処理の広域化・大規模

化が進んでいるわけではなく、石垣市・竹富町・宮古島市と沖縄本島の地方団体

との間に差異が生じにくい現状にあるためと考えられる。

13）厚生労働省『賃金構造基本統計調査2005』によれば、沖縄県の賃金（「きまって支給する

現金給与額」と「年間賞与その他特別給与額」の合計）が約340万円、沖縄県以外の都道府県

加重平均が約490万円（兵庫県は約500万円）であり、沖縄県の賃金水準は、沖縄県以外の都

道府県に比べ、約30％程度低い。

14）民間活力の導入は、効率化への高い意識やノウハウをもつ民間活力を積極的に公共サービ

スの生産プロセスに活かすことで、生産性向上が期待できる。しかし、例えば、雇用対策的に

仕事を民間に振り向けた場合でも公共サービスの費用を押し下げる効果がある可能性があり、

厳密には、公共サービスのアウトカムとしての効果と費用を比較して検証する必要がある。
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 なお、竹富町は、民間委託割合が1OO％であるものの、1世帯当たり収集費用

が調査対象地方団体の平均的な水準の約2倍に上っている。これは、生活系ごみ

の収集過程に海上輸送を伴う収集が含まれているためである。この点に関しては、

後述の海上輸送費用の部分で改めて検討する。また、1世帯当たり焼却・埋立等

費用は、現時点では、点在する島々に小型焼却施設を置く仕組みを構築中または

一部運用開始の段階で、今後、維持管理の費用などがどの程度かかるかを見極め

る必要がある。ただ、島ごとの焼却では規模の経済性を享受できず、ごみ処理サ

ービスが低効率性に陥る可能性がある。

3．2．ごみ処理と海上輸送費用

 沖縄地域では、地域内で処理が難しかったり、より高度な処理を行うために、

沖縄本島の地方団体であれば県外へ、離島の地方団体であれば沖縄本島や県外へ、

ごみ処理を依頼（委託・売却）するケースがある。その場合、輸送手段として陸

送が難しく、海上輸送が活用される。表3－6は、調査対象地方団体が、ごみ処

理の過程で海上輸送を行っている場合、海上輸送費用が1世帯当たり月額でどれ

ほどかかっているか、モデルケースを設定して仮想計算したものである。ここで、

モデルケースにおける海上輸送費用とは、①出発港までの輸送費、②船舶による

到着港までの輸送費、③到着港から処理施設までの輸送費の合計と考えている。

また、ヒアリング調査や提供資料により得た年間契約1トン当たり輸送費用（輸

送費用単価）と年間排出量、業者と交わした請求書や領収書を参考に1世帯当た

り海上輸送費用の月額を算出している15）。以降では、沖縄本島及び沖縄本島近接

離島ケースと、沖縄本島遠方離島ケースとに分けて海上輸送費用の検討を行う。

3．2．1．海上輸送費用：沖縄本島／沖縄本島近接離島の検討

 1世帯当たり海上輸送費（月額）をみると、ごみの種類や輸送先（沖縄本島か

15）表3－6では、スクラップや廃材も、1世帯当たりで算出している。これは、渡嘉敷村では

公共事業などに伴う排出物を業者が持ち帰ることになっていることと、大部分が家庭から出た

ものと考えられるためである。
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表3－6 （仮想）海上輸送費用

属性   地方団体 輸送先    1世帯当たり海上輸送費用、年額（月額）円

沖縄本島／沖縄本島近接離島

生活系ごみ
単独 離島 伊是名村 本島

1，020（85）円（’05）

離島 渡嘉敷村 本島
スクラップ

単独
廃材

7，535（628）円（’03） 4，681（390）円（’00）

溶融飛灰
単独 本島 浦添市 県外

204（17）円（I04）

蛍光灯 乾電池
組合 本島 うるま市 県外

65（5）円（’05） 32（3）円（’05）

沖縄本島遠方離島

アルミ・スチール缶 ガラス全体
単独 離島 石垣市 協会指定

71（6）円（I06） 11O（9）円（．06）

生活系ごみ
単独 離島 竹富町 西表島

3，886（324）円（’07）

生活系ごみ（伊良部地区）
単独 離島 宮古島市 宮古島

221（18）円（’08）

リサイクル乾電池 蛍光灯
単独 離島 宮古島市 県外

lO（1）円（’08） 61（5）円（’08）

（備考）ヒアリング調査結果及び提供資料をもとに作成。

県外か）の違いにかかわらず、おおむね低コストと判断できる。生活系ごみを海

上輸送する伊是名村の場合、その費用が85円で済んでおり、表3－4における伊

是名村の1世帯当たり収集費用が伊是名村以外の調査対象地方団体と同じ水準な

のは、海上輸送費用が低いことにあるのが分かる。離島の地方団体は、車両運搬

可能な船舶を所有しており、そのことが低コストの一因になっていると考えられ

る。なお、ここでは、船舶の維持管理費などは含めていない。

 浦添市とうるま市は、溶融炉による焼却を行っているが、表3－4における1

世帯当たり焼却・埋立等費用（月額）をみると、浦添市がうるま市を約500円だ

け下回っている。これは、浦添市が溶融飛灰を県外に17円で海上輸送している

のに対して、うるま市は最終処分場との委託契約による埋立を行っており、その

一45一



相違が費用差の一因であると考えられる’6〕。

3．2．2．海上輸送費用：沖縄本島遠方離島の検討

 ごみ処理の流れが煩雑な竹富町（八重山地域）、市域内に離島をもつ宮古島市

（宮古地域）に関して、まず、ごみ処理の流れを簡略に示したのが図1である。

 石垣市と竹富町は、例えば、2つの地方団体が持つ自然環境や文化が一体的な

観光資源となって、人やモノの往来も盛んで社会・経済的な結びつきが強い。そ

して、別々の地方団体にも関わらず、竹富町役場は石垣市内にあるなど行政機構

が特殊で、竹富町役場と石垣市役所の立地は近い関係にある。

 ごみ処理の現状をみると、石垣市では、乾電池や蛍光灯など海上輸送して県外

で委託処理する以外は、基本的に市域内で処理が完結しており、沖縄本島の地方

団体と処理方法に大きな違いはない。その一方で、点在する離島からなる竹富町

では、図3－1の通り、近年、適正処理への取り組みとして、現時点では波照間

島・黒島・小浜島・竹富島の4島それぞれに小型焼却施設を設置している。そし

て、焼却後の焼却灰を缶や瓶などその他のごみとともに、まず、石垣島（石垣市）

まで海上輸送し（図上の①の流れ）、次に、石垣島（石垣市）を中継して西表島

まで海上輸送し、その後、陸送で最終処分・リサイクル施設に搬入する（図上の

②の流れ）という複雑な処理を行っている17）。石垣市と竹富町の間では、ごみ処

理サービスの共同処理は行われていない。

 宮古地域の宮古島市では、図3－1の通り、現時点で、橋が架かって往来可能

な池間島・来間島と、海上輸送を要する伊良部島（下地島を含む）と大神島を含

む市全域のごみを宮古島の焼却施設で処理し、島内で埋立処理している’8〕。乾電

池や蛍光灯は、海上輸送して県外で委託処理しており、ごみの海上輸送を行う点

16）焼却以降でも、埋立と海上輸送のどちらを選ぶかという政策の相違が、費用に影響する可

能性がある。ここでは、海上輸送の有効性を検討する視点から取り上げるにとどめたい。

17）なお、ペットボトルやプラスチックなど、一部の廃棄物は海上輸送して県外で委託処理し

ている。生ごみは、島ごとにコンポストを設置・処理し、肥料として再利用している。

18）市町村合併以前の2002年12月より伊良部町からごみの海上輸送が始まっている。ただし、

2012年開通予定の伊良部架橋が整備され次第、陸上輸送に代わる見込みである。
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図3－1 竹富町（八重山地域）・宮古島市（宮古地域）のごみ処理

竹富町（八重山地域）
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                       、一石垣市の施設
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         1小浜島竹富算）竹富町役場

         ＼      ’        沖縄本島・九州
        ！＼o黒島。／   （竹富町）

          ！〆

（8、糾紳 幾㌧型焼却施1
・  ・               一一〉竹富町内の処理の流れ

波照間島

宮古島市（宮古地域）
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        来間島

宮古島
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        4
        ’から宮古本島へ ’
       ！

    ○最終処分場 □焼却施設

    ■■〉市内離島の処理の流れ

（出所）ヒアリング調査結果、沖縄県『廃棄物対策の概要』より作成。

では、石垣市や沖縄本島の地方団体と異なるものの、市域内で処理が完結する点

で石垣市や沖縄本島の地方団体と処理方法にそれほど違いはない。海上輸送を伴

う伊良部地区を除く宮古島市と石垣市の世帯数（20，000世帯強）、伊良部地区と

竹富町の世帯数（2，500世帯前後）が似通っており、宮古島市は、海上輸送を行
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う竹富町と石垣市の特徴を合わせ持っ中間的な位置付けができる。もし石垣市と

竹富町が共同処理するとすれば、市町村合併も実施した宮古島市は良い先行事例

になるかもしれない。

 その上で、1世帯当たり海上輸送費（月額）をみると、生活系ごみ以外では、

おおむね低コストで、沖縄本島及び沖縄本島近接離島と違いはなかった。ただ、

竹富町の1世帯当たり収集費用が沖縄県内市町村の平均的な水準を大きく上回っ

ている状況を表3－4で確認したが、図3－1をみると、竹富町は、4島の生活系

ごみを石垣島を中継して西表島まで海上輸送する大規模な収集形態を行ってお

り、1世帯当たり海上輸送費用（月額）が324円とかさんでいるのが分かる19）。

それだけでなく、世帯数にかかわらず、小型焼却施設を島ごとに設置し、施設を

設置した島ごとに収集・焼却業務を委託するため、費用がかさむ。また、島ごと

に可燃ごみは焼却灰にするものの、焼却灰とそれ以外の生活系ごみは、島ごとの

小型焼却施設内にいったんストックする。その後の処理を西表島で行うために、

結果として、収集は①島内の収集と②島間の収集の2段階構えになっていること

も高コストの要因となってしまう。

4．沖縄地域における離島を含む広域化が効率性に与える仮想効果

4．1．沖縄本島近接離島の検討：渡嘉敷村における広域化と効率性

 現在、生活系ごみを海上輸送し、委託処理する伊是名村と、自前の施設で処理

が完結する渡嘉敷村を比較したのが表3－7である。ここで、ごみ処理費用は、

収集から焼却・埋立等までの費用合計を世帯数で除して算出している。

 伊是名村では、特別な事情により、一時的に焼却といった中間処理以降を本部

町と今帰仁村で構成される組合に委託しており、組合負担金等は支払っていない。

そこで、渡嘉敷村と費用比較するため、伊是名村が本部町と今帰仁村で構成され

る組合に加入し、共同処理する場合の費用を仮想計算することとした。仮想計算

では、本部町と今帰仁村で構成される組合の組合負担金合計額を、現在の構成国

19）例えば、10フィートコンテナの輸送コストは、那覇と石垣島の間で1万7，500円、西表島

と石垣島の間で3万9，000円である。
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表3－7 伊是名村における仮想広域化の効果

年度 地方団体 収集 焼却・埋立等 1世帯当たり処理費用、年額（月額）円

2005 伊是名村 単独 委託 4，704（392）円

仮想広域化の効果

仮想 伊是名村 単独 組合 38，532（3，211）円

2003 渡嘉敷村 単独 単独 69，342（5，779）円

ヒアリング対象平均 単独 単独・組合 27，888（2，324）円

体と伊是名村の合計世帯数で除し、月額に換算した。その結果、表3－7の仮想

伊是名村と渡嘉敷村を比較すると、1世帯当たりごみ処理費用（月額）は、仮想

伊是名村の方が渡嘉敷村を2，500円以上、下回っている。つまり、離島ごとに自

前の焼却施設を整備することが、効率性を引き下げる要因になっている。海上輸

送を積極的に活用し、沖縄本島に近接する利点を活かしたごみ処理の広域化を行

えれば、効率性向上の可能性は十分にある。

4．2．沖縄本島遠方離島の検討①：石垣市と竹富町における広域化と効率性

 竹富町の石垣島を中継する処理方法や、人やモノの往来も盛んで、例えば、観

光地としての社会・経済的結び付きが強いこと、さらには役所の立地などをみて

も、石垣市と竹富町の間で共同処理、さらには市町合併が実現できれば、ごみ処

理サービスでも、広域化・大規模化を通じて効率性が向上し、アウトカムとして

の環境負荷を低減できるかもしれない。

 図3－2は、石垣市と竹富町が、それぞれ単独処理する現状から、組合（また

は市町合併）で共同処理する方式に変更すれば、その広域化・大規模化の効果は

どれほどかをモデルケースを設定して仮想計算したものである。モデルケースで

は、①現在の竹富町と同じく島ごとにごみを収集するが、焼却はせず、海上輸送

して石垣島に集めるケース（組合①）、②現在の竹富町と同じく島ごとにごみを

収集して小型焼却施設で可燃ごみを焼却し、焼却灰とその他のごみを海上輸送し

て石垣市に集めるケース（組合②）を想定した。ここで、共同処理に移行すれば、

現在の竹富町の焼却・最終処分施設を廃棄するのかどうか、現在の石垣市の焼却

・最終処分施設の規模を改修するのかどうかといった意思決定のもとで財政負担

の問題が生じるが、この点は考慮していない。ただ、こうした課題は、組合方式

一49一



図3－2 石垣市・竹富町における共同処理の効果
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では組合分担金における負担配分の課題、市町合併では、ごみ処理施設のみに限

らず、公共サービス全般で協議が必要な合併の課題と考えられ、移行期の特殊要

因とすれば、必ずしも考慮する必要はないだろう。

 図3－2をみると、組合への移行（または市町合併）によって、竹富町では、

組合①と組合②の両ケースとも、費用をより多くの世帯で負担するため、1世帯

当たり収集費用は低下する。1世帯当たり焼却・埋立等費用でも世帯数増加の効

果が働くものの、小型焼却施設も維持する組合②ケースの方が、現状と組合①ケ

ースのいずれよりも費用がかかる。そして、石垣市では、組合①と組合②の両ケ

ースとも、竹富町と同様に、費用をより多くの世帯で負担するものの、1世帯当

たり収集費用は、海上輸送費用の負担が及ぶために現状より上昇する。しかし、

1世帯当たり焼却・埋立等費用は、世帯数増加の効果が働き、両ケースで現状よ

り低下することが分かる。

 その結果、1世帯当たり収集と焼却・埋立等の費用合計では、表3－4の通り、

竹富町単独で2，661円、石垣市単独で1，990円だった負担は、組合①ケースで2，092

円、組合②ケースで1，948円まで低下する。組合への移行（または市町合併）に

よって、1世帯当たり処理費用全体でみれば、竹富町でより大きい縮減効果がみ
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られ、それでも石垣市の費用負担への影響は小さく、効率性向上を実現すること

は十分に可能である。

4．3．沖縄本島遠方離島の検討②：宮古島市における広域化と効率性

 5市町村が合併した宮古島市では、合併以前の2002年12月より伊良部町の生

活系ごみを海上輸送して宮古島内で処理している。そこで、2002年12月以前の

2001年の伊良部町と現在の伊良部地区を比較して、単独処理から共同処理への

移行が費用をどのように変化させたかをみたのが図3－3である。

 図3－3をみると、伊良部地区の1世帯当たり収集費用、焼却・埋立等費用は、

海上輸送を伴うものの、伊良部町単独より大きく低下しているのが分かる。合併

後の伊良部地区のみの1世帯当たり収集費用（海上輸送費用含む）も大きく低下

した。収集費用と焼却・埋立等費用をより多くの世帯で負担でき、規模の経済が

働いた結果と考えることができる。直面する地理的条件が八重山地域と異なると

はいえ、宮古島市の事例をみても、離島を含めてごみ処理サービスを広域化し、

効率性を高められる可能性は高い。

図3－3 市町村合併による広域化・大規模化の効果
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5．むすび

 地域ごとに地理的な条件といった特性は様々であり、民間活力の導入や広域的

な生産を行う余地やその効果もまた、地域ごとに異なっている。全国的に有効な

政策であっても、地域ごとに最大の効果を引き出すには、地域特性に応じた政策

立案は欠かせない。沖縄をはじめとする島換地域では、いまや財政移転を求める

前に、離島が点在するといった地理的制約に合った政策をいかに展開し、地方公

共サービスを「最少の費用で最大の効果」をあげるように生産するのかが問われ

ている。

 本章では、ごみ処理サービスに関して、離島を抱える地方団体の全国的な生産

及び費用構造を捉えるために、地理的条件の影響や離島の非効率性を考慮に入れ

た費用関数を推定した。その上で、その他の地域に比べて顕著な地域特性をもつ

沖縄地域におけるごみ処理サービスの生産及び費用構造と、広域化の有効性と効

率性向上の可能性を、沖縄地域のヒアリング調査と提供資料から検証した。

 その結果、次のような点が明らかになった。

 費用関数の推定では、第1に、ごみ収集・運搬に地理的な条件が影響する程度

を示す「可住地面積比率」が高いほど「1人当たり処理及び維持管理費」が低下

する。第2に、各地方団体における離島のウェイトを表す「離島人口比率」が高

いほど「1人当たり処理及び維持管理費」は上昇する。離島においては小規模な

焼却炉の運転管理や、それとは逆に、人口規模に見合わない大規模な処理施設の

整備といった非効率性が存在しており、広域化・大規模化で効率性が高まる可能

性は高いだろう。

 そして、ヒアリング調査に基づく事例研究では、第1に、竹富町以外の調査対

象地方団体では、関西圏に比べて収集費用が低水準だった。これは、費用関数の

推定でも全国的な民間委託の有効性を示したが、その他の地域に比べて進んでい

る民間委託が大きな要因である。民間活力の導入によって、沖縄の低い労働コス

トが収集委託料の低廉化に反映されている。第2に、海上輸送費用に関して、モ

デルケースに基づく仮想計算の結果、沖縄本島および沖縄本島近接離島では、お

おむね低コストと判断できる。また、ごみの種類が同じなら、沖縄本島遠方離島

と、沖縄本島及び沖縄本島近接離島で費用はさほど変わらない。第3に、石垣市

と宮古島市の処理形態や収集・焼却埋立等の費用は、沖縄本島の地方団体と大き
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な差は見られない。しかし、竹富町は、海上輸送を伴う大規模で特殊なごみ処理

形態によって費用がかさんでいる。

 さらに、離島を含む広域化と効率性向上の可能性に関する検証では、第1に、

沖縄本島近接離島において、r海上輸送を伴う組合処理」とr単独処理」との比

較では、「海上輸送を伴う組合処理」によって海上輸送を積極的に活用し、沖縄

本島に近接する利点を活かしたごみ処理の広域化による効率性向上が十分に可能

である。第2に、沖縄本島遠方離島において、石垣市と竹富町が共同処理（組合

化や市町合併）する方式に移行すれば、竹富町でより大きな費用縮減効果がみら

れ、それでも石垣市の費用負担への影響は小さい。さらに、宮古島市域内におけ

る伊良部地区（旧伊良部町）での単独処理から海上輸送を活かした共同処理への

移行効果の検証では、処理費用が大きく低下していることが確認できる。沖縄本

島遠方離島でも、ごみ処理サービスの広域化・大規模化によって効率性を高めら

れる可能性は高い。

 なお、本章の検証で、次のような課題は残されている。第1に、沖縄地域にお

いて、沖縄本島からの距離や離島の特性に応じて、どの程度まで広域化・大規模

化が可能がは十分には分かっていない。第2に、ごみ処理サービスのアウトカム

としての効果と費用を比較する形での検証は行っていない。こうした課題の検証

には、より高度な数量分析も行った上での多角的な検証が必要になるだろう。
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第4章 白治体病院における経営効率の検証

1．問題の所在と本章の構成

 地方公営企業法第3条には、経営の基本原則としてr地方公営企業は、常に企

業の経済性を発揮するとともに、その本来の目的である公共の福祉を増進するよ

うに運営されなければならない」と定められている。このことは、公共サービス

を提供する地方公営企業が民間企業と全く同等ではないとしても、一般会計等で

負担すべき事業以外の部分は独立採算を中心に企業的な経営で財政規律を確保

し、公共サービスの安定的な供給を通じて「最少の経費で最大の効果」を実現す

べきことを意味している。

 しかしながら、民間医療機関による提供がそもそも困難な地域や部門の医療を

自治体病院が担っているという地方も多く、企業の経済性と公共の福祉増進との

両立は容易なことではない。2008年度には、自治体病院の70．9％で経常損失、69．7％

で純損失が生じており、2004年度と比べていずれも約6％ポイント上昇して、慢

性的な赤字経営の病院は増加傾向にある。近年では、以前から可能な病院の①再

編・統合、②廃止、③診療所化、④民間譲渡に加えて、⑤地方公営企業（全部適

用）1〕、⑥地方独立行政法人（公務員型、非公務員型）、⑦指定管理者制度への

移行といった新たな経営形態を選択する地方団体も出始め、地域の医療体制を支

える自治体病院の赤字体質をいかにして改善するかが間われている。

 本章の目的は、地方独立行政法人化病院等を含む全国の自治体病院（一般病院）

836病院の経営効率を包絡分析法（DataEnve1opmentAna1ysis：DEA）を用いて相対

的に評価し、その上で、どのような要因に経営効率が左右されるのかを検証する

ことである。この検証によって、複数のインプットから複数のアウトプットを生

1）病院事業は採算性が低く、地方団体の保健衛生や民生行政など一般行政との関わりが密接

であるなどの理由で、地方公営企業法の財務規定等が当然に適用されるものの、組織や職員に

関わる規定は当然には適用されない（一部適用）。ただし、条例で財務規定等を除く地方公営

企業法の規定を全て適用することが可能で、これを行えば、地方公営企業法が定める財務・組

織・職員の身分取扱の規定すべてが適用されていることになり、地方公営企業法（全部適用）

と呼ばれる。
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み出す病院事業の実態をできる限り捉えた病院の効率性を、病院間の相対的な評

価として導くことができる。

 本章の構成は以下の通りである。第2節では、病院のDEA分析に関わる先行

研究を整理し、DEAの概念と本章で用いるDEAモデルを示す。第3節では、DEA

に基づく効率性と規模の経済性の計測結果を示し、結果の傾向を検討する。そし

て、第4節では、病院間の効率性の差異がどのような要因によって生じているの

かをトービット・モデルに基づく推定結果から具体的に探っていく。

2．病院経営における効率性評価の考え方

2．1．先行研究

 病院の効率性を計測する試みは、国内・国外を間わず、数多くの先行研究が存

在しており、病院における経営的側面に着目するアプローチと、医療サービスの

側面に着目するアプローチに大きく分類できる。本章の目的は前者にあるが、病

院経営の効率性研究もまた、民間の総合病院や個人病院、公共の国立病院や自治

体病院など、分析対象となる病院は様々ある。また、分析手法も以前から発達し

てきた費用関数に基づく分析から、近年では効率的フロンティアを測定する研究

が盛んに取り組まれている2〕。

 表4－1は、わが国の病院を対象としてDEA分析を行う先行研究を中心に、分

析の概要と主な成果をまとめたものである。先行研究の詳細は表4－1の通りで

あるが、南・刀根（1992）では、技術効率性、配分効率性、経済効率性を検証し

ている点に特徴があり、その上で効率改善の目標値及び節減可能性を検討してい

る。青木・漆（1994）およびAoki，Bha廿ach町a，Vogt，Yoshikawa，andNakahara（1gg6）

では、公的病院と私立病院における技術効率性を比較・検証しており、わが国で

は数少ない成果である。南・郡司（1994）では、自治体病院における人的資源に

2）病院や医療サービスの効率性に関する研究をサーベイした先行研究に、Cowing，Ho1tmam，and

Powers（1983）、Hollingsworth（2003）がある。Hollingswoれh（2003）によれば、1983年から2002年の期

間、病院や医療サービスの効率性研究は188本で、そのうち、DEAが50％、DEA＆RegressioωTobit

が約25％、Malmquistが約10％、DEA＆0thersが約5％、SFA／p町㎝etricが約10％であることが示さ

れている。
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表4－1 先行研究の概要
既存研究 手法 サンプル 上段：アウトプット、被説明変数／下段：インプット、説明変数 研究の主な成果

南・刀根 DEA 病床規模 外来患者数、入院患者数、診療保険点数 14病院の中で9病院が技術効
（1992） 200床以上 医師・看護師・医療技師・事職の勤 時間および時間

率の良い病院で、技術効率と

の総合病院 当たりコスト 経済効率の両方に優れるのは5

（14病院） 病院。最も効率的な病院を基

準に効率改善の目標値や節減
可能額など経営情報を提示。

青木・漆 DEA 私立病院 （DEA）1日当たり平均入院患者数、1日当たり外来患者数
病院の規模が大きいほど、技術

（1994） （38病院） 効率的。私立病院より公立病院

公立病院 （DEA）病床数、事務職員数、医師数、看護師数、准看護 の方が技術効率的。

（446病院） 師数、その他職員数、1日平均の診療報酬収入

漆・中西 LS 民間病院 総費用 154病床の平均病床数で規模
（1994） （41病院）

1日平均入院患者数、1日平均外来患者数、平均賃金、中問
の経済は働いていない。入院と

外来との問で範囲の経済が働く
財価格、病床数、特類看護ダミー（トランスログ型費用関数） 積極的根拠はない。

南・郡司 DEへ 自治体病院 （DEA）外来保険点数、入院保険点数 人的資源の効率性の分析。17
（1994） LS，DS 200床以上 （LS）医業収入 病院の中で技術効率的な病院

の総合病院
（DEA）医師・看護師・医療技術員・事務員の勤務時間

は10病院、非効率な病院は7病

（17病院）
（LS）医師勤務時間、看護師勤務時間、医療技術員勤務時

院。LS及びDS手法（比率分

間、事務員勤務時間
析）でも、DEA効率性の高い

（低い）病院は概ね効率の良さ

（DS）比率分析：組付加価値率、職員当たり医業収益、職 （悪さ）が読み取れる。分散分

員当たり組付加価値額、労働分配率 析では、DEA効率性の高い病
（DS）分散分析（DEA効率病院と非効率病院を比較）：病 院は低い病院より、職員当たり

床数、病床利用率、平均在院日数、100病床当たり職員 組付加価値額及ぴ医業収入、

数・医業収益・医療設備費、組付加価値率、職員当たり 病床利用率が高く、労働分配

組付加価値額・医業収入、労働分配率 率は低い。

Aoki， DEA， 日本の病院 （DEA）外来患者数、外科入院患者数、整形外科入院患者数、 公的病院の方が私立病院より

Bha胞。h町a， LS 私立病院 内科入院患者、その他入院患者（すべて1日当たり）
技術効率的。大規模病院の方

Vogt， （253病院）
（LS）DEA非効率値

が小規模病院より効率的。競争

Yoshikawa 公的病院
的な環境にある病院ほど非効

and Nakahara （159病院）
（DEA）常勤内科医数、非常勤内科医数、正看護師数、准看護 率。規模に関して収穫可変の

（1996）
師数、事務職員数、その他職員数、病床数、医学実習者数 地域で、私立病院の方がより手

（LS）公立・私立病院ダミー、教育実習病院ダミー、病床数と病 術が多い。

床数の二乗、ハーフィンダール指数（病床占有率の二乗和）

中山（2004） DEん 自治体病院 （DEA）1同平均入院患者数、1日平均外来患者数 CRS，VRS両モデルで計測の

LS （566病院）
（LS）DEA非効率値 結果、1O％～I4％の技術非効

（DEA）医師数、正看護師数、准看護師数、医療技術員、
率性が生じている。不採算地区

事務等職員数、病床数、その他投入財
立地の病院ほど、また看護が手

（LS）患者100人当たり検査件数の対数値、病院の立地条
厚いほど非効率。補助割合が

高いと経営が非効率。検査件
件、救急病院の告示、患者の基準、平均在院日数の対 数や救急病院の告示は有意な
数、他会計繰入金対経常収支比率 関係は得られない。

小川・久保 DEA 2次医療圏 （DEA）1日当たり平均入院患者数、1日当たり外来患者数 医療圏ごとに医療サービスの技
（2005） （363圏域）

（LS）DEA効率値
術効率性に隔たりがある。人口

と面積が効率性に有意な影
（DEA）医師数、看護師数、准看護師数、事務職員数、療養病 響。人口当たり一般病床数が
床等数、一般病床等数 効率性と有意な関係を持たな
（LS）人口、面積、15歳以下人口比率、高齢化率、総人口に占 い一方、療養病床数が有意に

める医師、看護師、事務職員の各割合、人口1人当たり療養病 正の相関をもつ。急性期型病

床数、人口I人当たり一般病床数（すべて医療圏内の数値） 院が供給効率性を妨げている
可能性がある。

野竿（2007） DEA， 自治体病院 （DEA）1日平均入院収益、1日平均外来収益 補助金比率が高いほど非効

LS （606病院）
（LS）DEA非効率値

率。情報公開条例の存在、第
二者機関評価で効率が高ま

（DEA）一般病床数、1目平均職員給与費、1日平均材料費 る。災害拠点・研修指定病院は

（LS）前期の補助金等比率、首長に対する複数政党相乗りダ 効率的。救急告示病院、都道

ミー、情報公開条例ダミー、第三者機関評価ダミー、災害拠点 府県・政令市立病院は非効率。

ダミー、臨床研修指定ダミー、救急告示ダミー、都道府県・政 面積当たり一般病院の多い地

今市ダミー、人口密度、15歳未満人口比率、高齢化率、第1次 域に立地する病院ほど効率

産業就業者比率、第3次産業就業者比率、納税義務者1人当 的、人口当たり一般病床等数

たり課税対象所得、全用途計平均地価、面積1000㎞2当たり
の多い地域に立地する病院ほ

一般病院数、人口10万対病院一般病床等数、人口10万対医
ど非効率。地域・住民属性や気

師数、豪雪地帯ダミー
象に効率性は影響されない。

（備考）DEAは包絡分析法、LSは最小2乗法等の手法、DSは記述統計的手法を示す。
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絞って技術効率性の検証が行われており、DEA、回帰モデル、記述統計といった

複数の分析手法を用いて効率性を検証し、分析手法間の結果を比較しながら効率

性の検討を試みている。中山（2004）では、複数のDEAモデルを用いて、自治

体病院における補助金と技術効率性との関連に注目した検証を行っている点が特

徴的である。小川・久保（2005）は、病院単位ではなく、2次医療圏を分析対象

として技術効率性を検証する数少ない試みであり、圏域で見た病院及び医療サー

ビスの提供体制と効率性との関連を検討している。野竿（2007）では、先行研究

に比較的多い数量べ一スではなく、金額べ一スの資料をもとに自治体病院の技術

効率性を検証し、ソフトな予算制約問題、モラル・ハザードと監視との関連を意

識した効率性要因の検証を行っている。そして、漆・中西（1994）は、トランス

ログ型費用関数の推定に基づく検証によって規模の経済と範囲の経済に着目する

点で特徴的な研究である。

 先行研究では、自治体病院に関する適正な規模の検討はアウトプットに病床数

を採用する関係で十分には行われていない。病院を設置する地方団体の財政事情

と技術効率性との関わりも検討は数少なく、本章では、これらを含めて病院の経

営効率性の検証を進めることにする。

2．2．DEAの概念と技術効率性

 DEAは、多入力（複数の投入）・多出力（複数の産出）の生産活動を行う事業

体（Decisi㎝MakingUnit＝DMU：意思決定者）の経営効率を、最も効率的なDMU

を基準に相対的な効率値として測る手法である。表4－2はDEAの代表的なモデ

ルを示している。規模に関して収穫一定を仮定するCRS（CCR）モデルと規模に

関して収穫可変を仮定するVRS（BCC）モデルが存在し、CRSモデルとVRSモ

デルのそれぞれに、投入（入力）指向型モデル（①・③）と産出（出力）指向型

モデル（②・④）がある。投入指向の技術効率性尺度と産出指向の技術効率性尺

度に関して、1投入1産出の場合を例にDEAの概念を図示したのが図4－1であ

る。横軸に投入、縦軸に産出をとれば、効率的フロンティアは、CRSモデルでは

線分0X，VRSモデルでは線分YZで表される。いま、非効率なP点で生産が行

われているとすれば、CRSモデルでは、投入指向型の技術効率性はAB／AP、産出

指向型の技術効率性はCP／CDとなり、両者の間にはAB／AP＝CP／CDの関係が成り
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表4－2 代表的なDEAモデル

CRS（CCR）モデル VRS（BCC）モデル

投入（入力）指向型

産出（出力）指向型

産
出

A

図4－1 技術効率性と規模に関する収穫

   D

Q ＝・

一髪二監三ミ≠、

X

Z

0 Y    C 投入

（備考）Coe11i（1996）をもとに作成。

立つ。その一方で、VRSモデルでは、技術効率性から規模の経済性を切り離し、

技術効率性と規模の経済性をそれぞれ評価することができ、投入指向型の技術効

率性はAE／AP、産出指向型の技術効率性はCP／CFで表される。

 さらに、投入指向型を例にとれば、技術非効率な部分は、CRSモデルがBP，VRS

モデルがEPであり、BPとEPの差BEは規模の非効率性を示している。すなわ

ち、CRS技術効率性、VRS技術効率性、規模の経済性の間には、次のように関係

性を見ることができる。
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   ノ3    ∠亙    ∠3
       ＝         X
   ／P    ／P    ノ五

CRS技術効率値 VRS技術効率値 規模の経済性

 その上で、表4－2で整理したいずれのモデルを選択するかには明確な基準が

あるわけではない。しかし、ある政策目的をできる限り少ない投入（公的財源）

で実現することが望ましい公共部門において、投入指向型を採用するのが妥当だ

ろう。そこで、次項では、第3節の計測に用いる投入指向型のCRSモデルとVRS

モデルの概要を示すことにする。

2．3．投入指向型モデルの概要3〕

 いま、分析対象のDMUの数をZとして、それらをDMひ，DMω，．．．，DMひと表す。

DMUはある程度の独立した権限をもって、m種類を投入、n種類だけ産出して

おり、第ρ番目のDMψの投入データをXlμ2ρ，．．．メmρ、産出データをylρ，y2ρ，．．．，y。ρと

する。

 投入指向型CRSモデルでは、（出力／入力）という比率尺度で相対的な効率性

を計測するために、m種類の投入を1つの仮想的入力、n種類の産出を1つの仮

想的出力に換算するウェイトを各投入項目、各産出項目に付けて総和を考える。

それは、m種類の投入に対するウェイトをγ’（H，2，．．．m）、n種類の産出に対する

ウェイトをψσ＝1，2，．．．n）とすれば、DMψの効率性は次のように表される。

n

θ ＝
ρ

仮想的出力

仮想的入力

Σ・ル
ノ＝1

Σソ、・パ

’＝1

3）本項の記述は刀根（1993）に習っている。詳細は、刀根（1993）、末吉（1990）、C㏄11i（1996）、

Chames，Cooper，andRhodes（1978）、B㎝ker，Ch㎝es，㎝dCooper（1984）、Farre11（1957）を参照。
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 m種類の投入に対するウェイトyj（H，2，．．．m）、n種類の産出に対するウェイトψ

（ブ＝1，2，．．．n）は、DMψ（ρ＝1，2，．．．，Z）に対して②式のような分数計画問題を解くこと

によって定める。

”

Σ・ノγノ、

目的関数  maX
θ＝戸1
ρ   m

Σツ、・抄

仁1

〃

制約条件
Σ・ノノ、

ノ＝1

m

≦1（κ＝1，2，．．．，1）

Σソ、・、、

仁1

ツ1，v。，…，v。≧0

m1，m。，…，〃”≧O． ②

 制約条件は、ウェイトwとψによる仮想的入力と仮想的出力の比をすべての

DMUについて1以下にすることを定めている。その上で、DMψの比率尺度θρ

を最大化するようにウェイトを決める。

 そして、分数計画問題②は、次の線形計画問題③と同値である。

目的関数  maX θ、：Σ・ハ、

ノ＝1

m
制約条件 Σ・ゴ・抄・1

仁1

〃           m

Σ・ノγノ、≦Σツ、・ゴ、（κ＝1，2，…，Z）

ノ＝1     H

ソ1，ソ。，．．．γ。≧0

ml，〃。，…m”≧O． ③

 ②の制約条件の分母が各κにっき正なら、分母を払って③の第2番目の制約条

件を得る。また、②の目的関数の分母を1にしてそれを制約条件に移し、分子だ

けを目的関数にしたのが③である。線形計画問題は、それぞれのDMψに対して
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考えるため、ウェイトはDMUごとに異なる。さらに、線形計画の双対問題を考

えると次のようになる。

目的関数 min θ

制約条件 公ゲΣxゴ、λ、≧O（1：1，2，＿，m）

κ＝1

7

一ル十Σγゾ、λ此≧0（ノーLλ…，m）

   此＝1
λ1，λ。，＿，4≧0． ④

 双対問題の最小値θ．は主問題の最大値θ2と等しく、解θ．がD〃ψの効率値

となる。そして、投入指向型VRSモデルは、規模の変化による効率性の変動を。ρ

として考慮して、投入指向型CRSモデルの①式を⑤式のように置き換えたモデ

ルである。

〃

Σ・ノγカ十・、

目的関数  maX
θ＝！＝1

ρ

Σγ、㍉

’：1

n

制約条件 Σ・ル十・、

ノ＝1

m

≦1（κ・1，2，．．．，1）

Σ・、・ゴ、

 ’＝1

v1，v。，’’’，γ。≧O

〃1，〃。，…，〃”≧O．
⑤

⑤式を投入指向型CRSモデルと同様に展開すれば、最終的には④式の制約条件

に⑥式を追加したものが投入指向型VRSモデルとなる。

Σλ此・1
⑥

仁1
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 なお、一般的には、投入指向型と産出指向型のいずれであっても、規模に関し

て収穫可変の効率的フロンティアを想定するVRSモデルの方がCRSモデルより

効率値は高くなる。

3．自治体病院の効率性分析

3．1．分析対象と変数の詳細

 『地方公営企業年鑑第56集』を使用し、2008年度、病院区分が一般病院の828

病院に地方独立行政法人8病院を加えた836病院が分析対象である4）5）。経営改善

を目指す地方独立行政法人化病院の経営状況を相対的に把握する目的で、本章で

は分析対象に加えている。なお、一般病院総数は891病院だが、分析に必要なデ

ータの欠落がある病院と医師及び看護職員の勤務実態が統計資料上、不確かな病

院を除いている。また、先行研究では、一般病院の中でも一般病床のみを有する

病院を対象とした検証が多い6〕。本章が病床区分で分析対象病院を絞っていない

のは、一般病床のみでは一般病院総数の4割程度にとどまってしまうことや、病

床の違いによって診療報酬上の条件などが異なり、一般病床以外の病床を一般病

院が有することの経営効率に与える影響を検証することができるためである。

 DEAにおけるアウトプットとインプット、各変数の算出に用いたデータの詳

細は、次の通りである7）。まず、アウトプットは、①入院収益、②外来収益の2

変数である。先行研究の多くでは、アウトプットとして入院患者数と外来患者数

が用いられているが、金額べ一スなら多様な患者の特性と診察・治療の成果を広

く捉えることができる。そして、インプットには、①職員給与費、②固定資産、

③その他の投入費の3変数を採用した。ここで、職員給与費とは、基本給、手当、

4）病院区分とは、一般患者の入院する一般病院、結核患者の入院する結核病院、そして精神

病患者の入院する精神病院に分けられる。

5）地方独立行政法人山形県・酒田市病院機構に属する日本海総合病院と日本海総合病院酒田

医療センターは、計測に用いる病院別の固定資産データが得られないため、地方独立行政法人

山形県・酒田市病院機構として分析対象に含めている。

6）病床区分は、一般病床、療養病床、結核病床、精神病床、感染症病床に分けられる。

7）DEAに使用した統計データはすべて『地方公営企業年鑑第56集』に基づいている。
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賃金、法定福利費の合計であり、固定資産は、一味当たり固定資産に病床数を乗

じて割り戻したものである。また、その他の投入費とは、医療行為に必要であろ

う投入項目として、光熱費、通信運搬費、修繕費、委託料、材料費の合計である。

先行研究では、インプットとして職員数や病床数がよく用いられているが、アウ

トプットと同じく金額べ一スなら、職員数だけでなく、職員の年齢構成や給与水

準を考慮することができるし、建物や器械・備品など病院の持つ資本の種類や価

値を考慮することができる8〕。なお、単位はすべて1，000円である。表4－3は分

析に用いる変数の基本統計量（便宜上、単位1，000万円で表示）を示している。

3．2．DEAの計測結果

 技術効率性の評価には、前述の通り、大きく分けて4つの方法があるが、ある

政策目的をできる限り少ない投入（公的財源）で実現することが望ましい公共部

門において、投入指向型モデルを適用するのが妥当と考えている。その上で、表

4－4は、投入指向型CRSモデルと投入指向型VRSモデルに基づく技術効率値の

基本統計量であり、図4－2は、両モデルにおける技術効率値の分布を示してい

るg〕。

 表4－4をみると、技術効率性の平均値は、CRSモデルでは0，773，VRSモデル

では0，810であり、おおよそ20％前後の技術非効率が生じている。技術効率性の

最小値と最大値を比較すると、自治体病院間の技術効率性格差は大きいことが分

かる。そして、図4－2でCRSモデルとVRSモデルの効率値分布を比べれば、CRS

モデルの方がより左方に位置する病院が多く、CRSモデルでは病院の40．6％、VRS

モデルでは自治体病院の53．3％が効率値0．8以上である一方で、効率値0．7未満の

8）宮良・福重（2002）では、費用を用いる理由として、技術効率性だけでなく、採算性も重視

していることが述べられている。

9）分析対象836病院の技術効率値とその順位、インプット目標節減率は付表を参照。目標節

減率とは、現実値と目標値の乖離を現実値で除したものである。目標値とは、技術効率値を算

出する過程で算出される最も効率的な投入量を表している。なお、DEAにおいて、順位は参考

であり、分析対象の病院全体の中で効率の順位を把握できるわけではない点には注意が必要で

ある。
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表4－3 アウトプット変数とインプット変数の基本統計量

               単位：1，000万円
平均値 標準偏差 最大値 最小値

入院収益 258．O1 289．25 1701．86 3．67

外来収益 115．85 122．49 1299．28 1．66

職員給与費 216．14 204．82 H95．23 5．16

固定資産 513．29 604．36 5882．96 3．78

その他の投入費用 157．41 184．04 H50．93 4．83

表4－4 技術効率値の基本統計量

平均 標準偏差 最大値 最小値

CRSモデル O．773 O．108 1 0．363

VRSモデル O．810 O．u3 1 0．395

規模の経済性 0．956 O．052 1 0．639

図4－2 技術効率値の分布
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病院もCRSモデルで23．1％、VRSモデルで16．4％程度存在することが確認できる。

 次に、VRSモデルの分析から得られる規模の経済性の状況を示したのが表4－

5である。IRSの場合、規模を拡大した方が効率が良くなり、DRSの場合、規模

を縮小した方が効率が良くなることを概ね表し、CRSの場合、現状が最も効率的

な状況になると概ね考えることができる。表4－5を見ると、CRSの状態では、

規模の経済性（平均）が最も高く、自治体病院の14．11％（118病院）に相当する

病院がCRSの状態だった。また、病院の63．52％（531病院）がDRS，22．37％（187

病院）がIRSの状態で、病院規模の改善でより効率を高められる。そして、VRS

効率値の平均は、DRSで0，825と最も高く、次いでCRSでO．816、そして、IRSで

はO．763と最も低い。DRSの状態にある病院は、規模が適正な状態ではないが、

規模の経済性を除いた運営効率の部分は高く、もし運営効率を維持できるのなら、

規模を縮小すれば、より効率的な経営が可能になることを示している。

4．技術非効率性の差異に関する要因の検証：変数、データの詳細と推定結果

 DEAの結果、自治体病院間には大きな技術効率性格差が存在することが明ら

かになったが、こうした病院間の技術効率性の差異はどのような要因によっ

て生じているかを要因分析を行って検討する。ただし、前節の分析対象だったI4

病院と地方独立行政法人8病院は諸要因に関するデータが揃わないため、要因分

析の対象から取り除かざるを得ず、分析対象病院は814病院である10〕。

表4－5 規模の経済性

病院数 割合
規模の経済性

@ 平均
VRS効率値

@平均
lRS（収穫逓増） 187 22．37％ 0．942 0．763

CRS（収穫一定） 118 14．11％ O．999 O．816

DRS（収穫逓減） 531 63．52％ 0．951 O．825

10）DEA効率値は、814病院を対象に計測し直した値を用いている。
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 要因分析における被説明変数と説明変数、各変数の算出に用いたデータの詳細

は次の通りである。ここでは、トービット・モデルに基づく推定を行うため、被

説明変数は技術効率性ではなく、1から技術効率値を引いた技術非効率性である

ll〕

B説明変数には、①人件費に影響を与える給与水準が病院の平均年齢に左右さ

れる要因を表す指標として「医師の平均年齢（対数）」、②病院の規模と非効率

性との関係を表す指標として「病床数（対数）」と「病床数（対数）の二乗」、

③医師の入院・外来患者担当率を示す指標としてr医師1人当たり1目平均患者

数（対数）」、④病床の整備状況を示す指標として「一般病床比率」、⑤病床の回

転率を示す指標として「病床利用率」、⑥在除目数と非効率性との関係を表す指

標として「一般病床の平均在除目数（対数）」、⑦他会計からの繰入（補助）と

病院経営との関わり表す指標として「補助金比率」、⑧当該病院の病院事業実施

主体である地方団体の財政事情を表す指標として「財政力指数」、⑨救急病院の

告示有無を表す指標として「救急病院告示ダミー」のlO変数を採用した12）。な

お、「一般病床比率」は一般病床数を総病床数で除したものであり、「補助金比

率」は、『地方公営企業年鑑第56集』掲載の損益計算書の医業収益のうち他会計

負担金、医業外収益のうち国庫補助金・都道府県補助金・他会計補助金・他会計

負担金、特別利益のうち他会計繰入金の和を総収益で除したものである。

 表4－6は推定に用いる変数の基本統計量を示しており、卜一ビット推定に基

づく推定結果は表4－7の通りである。「一般病床比率」以外は、CRSモデルとVRS

11）また、前述の通り、DEAのインプットとアウトプットいずれも、単位が1，000円、金額べ

一スの変数を用いている。その上で、技術効率性は1以上0以下の値をとり、最も効率的な場

合の値（最大値）は1となる。技術非効率性では、最も効率的な場合の値がOとなり、本章の

分析対象にアウトプットを生み出さない病院がなく、1をとることはない。したがって、非効

率値の分布は0で検閲される。また、先行研究の多くがトービット・モデルに基づく推定を行

うことに本論文も習った。トービット・モデルに関して、和合・伴（1995）、和合（1996）を

参照。

12）財政力指数は『市町村別決算状況調』掲載の値であり、組合立病院の財政力指数は、組合

構成地方団体の財政力指数平均値を用いている。それ以外の変数は『地方公営企業年鑑第56

集』に基づいている。
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表4－6 基本統計量

平 均 標準偏差 最大値 最小値

1－CRS効率値 O．227 0．109 0．637 0

1－VRS効率値 O．190 0．113 0．605 0

平均年齢（医師） 45．380 5．080 64 29

病床数 242244 189410 1082 20

医師1人当たり1目平均患者数 35．929 19．745 230．0 2．9

一般病床比率 85．142 21．781 100 0

病床利用率 71．506 15．959 103．0 15．5

平均在除目数（一般病床） 20．205 10．714 185．0 4．7

補助金比率 16258 10．629 68．1 0

財政力指数 0．556 0．297 1．94 O．11

救急病院告示ダミー 0．883 0．322 1 0

表4－7 推定結果
γ。 CRS非効率値 γγ VRS非効率値

係数 t値 係数 t値

定数項 一0．3552 一2．304 ＊＊ 一1．1872 一6．899 ＊＊＊

xノ 平均年齢：医師（対数） O．0687 2．508 ＊＊ O．0536 1．747 ＊

X2 病床数（対数） O．1293 3．285 ＊＊＊ 0．4711 10．507 ＊＊＊

X3 病床数の二乗（対数） 一〇．0136 一3．526 ＊＊＊ 一0．0488 一11．053 ＊＊＊

X4 医師1人当たり1目平均患者数（対数） 一0．0272 一3．427 ＊＊＊ 一0．0288 一3．241 ＊＊＊

X5 一般病床比率 0．0149 0．899 0．0315 1．702 ＊

X6 病床利用率 一〇．1667 一8．243 ＊＊＊ 一0．1066 一4．727 ＊＊＊

X7 平均在除目数（対数） 0．0241 2．536 ＊＊ 0．0202 1．903 ＊

X8 補助金比率 O．5650 17．734 ＊＊＊ O．5458 15．315 ＊＊＊

x9 財政力指数 0．0452 4．153 ＊＊＊ 0．0629 5．184 ＊＊＊

X〃 救急病院告示ダミー 0．0420 4．439 ＊＊＊ 0．0444 4．201 ＊＊＊

∬oル刎 O．0775 39．065 ＊＊＊ O．0862 37．945 ＊＊＊

観測数＝814 対数尤度＝845．39 対数尤度＝698．17

（備考）榊は有意水準1％、榊は有意水準5％、＊は有意水準10％で有意であることを示す。
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モデルとも同じ傾向の結果を得ている13）。なお、VRS非効率値は、前述（本章第

2節第2項）の通り、規模の経済性の効率性への影響を切り離した運営効率の程

度を示すと捉えることができる。

 その上で、推定結果は次のように解釈できるだろう。まず、r医師の平均年齢」

が高いほど効率が悪く、年功序列型の賃金構造が人件費を押し上げる構図が浮か

ぶ。そして、r医師1人当たり1目平均患者数」の多い病院、r病床利用率」の

高い病院ほど効率的で、r平均在除目数」の長いほど効率が悪い。また、r救急

病院の告示」を受ける病院ほど非効率で、採算の確保が難しい救急医療の現状と

一致している。

 次に、病床に関して、まず、「病床数」とVRS非効率値の関係をみたのが図4

－3である。病院の規模を表す病床数を横軸、VRS非効率値を縦軸にとれば、病

床数が増加するにつれて効率は悪くなるが、その後、ある水準の病床数以上で効

率が改善に転じる逆U字型を描く関係が見て取れる。逆U字型の頂点をVRSモ

デルの非効率値をもとに計算した結果、最も効率の悪い病床数は114．6病床で、

そのときの非効率値は0，228（効率値は0，772）だった’4）。また、病床数と規模の

不経済性の関係を図4－3に重ねてみると、病床数が増加するにつれて規模の不

経済は小さくなるが、その後、ある水準の病床数以上で不経済は拡大に転じるU

字型を描く関係が見て取れる。すなわち、病床数が114．6病床付近ではVRS非効

13）DEAの計測でインプットに固定資産を用いており、事業期間が効率性に影響を与えると考

えたが、分析の結果、事業期間と非効率性との間に有意な関係は見られなかった。そのほか、

病院の立地環境として、厚生労働省『医療施設調査』における2次医療圏の範囲で人口構成、

所得水準や就業状況、病院の競争環境（自治体病院の周囲に存在する医療機関の状況：面積当

たり病院数）が効率性に与える影響を検証したが、有意な結果を得られなかった。この点につ

いて、有意な結果を示す先行研究は存在するものの、符号関係は先行研究間で異なっている。

また、病院の経営形態として、地方公営企業（全部適用）、指定管理者制度が効率性に与える

影響を検証したが、いずれも有意な結果を得られなかった。移行後、間もないこともあるが、

異時点間での検証を行う必要のある課題かもしれない。

14）最も効率の悪い病床数と非効率値は、技術非効率性を病床数のみで説明した場合の図4－

3・備考の推定結果（トービット推定）から算出している。
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図4－3
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（備考）理論値は、以下の推定結果（トービット推定）から算出している。

                             2   VRS技術非効率値＝一0，816斗0－4棚＊LN（病床数）一0，046＊（LN（病床数））寺0．l12＊皿G〃

           （山5，889）（7，944）   （・8，535）    （37．9亘8）

                       観測数ご814 対数尤度＝498，22

                            2
   規模の不経済値業0，855－0，335＊LN（病床数）十0，033＊（LN（病床数））十0．05三棚G〃

         （13，834）（一13，553）   （13．η8）    （37，069）

                       観測数＝814 対数尤度コ1023．23

率値が高く運営効率は悪いが、規模の不経済は小さい。そして、114．6病床を上

回る大規模病院および下回る小規模病院ほど、運営効率は高まるものの、規模の

不経済が大きくなっている。H4．6病床付近の中規模病院では規模の経済は働く

ものの、中規模では運営効率上の支障があり、大規模病院では高い運営効率が実

現できるものの、規模の経済を十分に享受できない。大規模病院に患者が集中し

ている実態などがその背景にはあるかもしれない。そして、小規模病院ではそも
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そも規模が小さく、規模の経済は働きにくいが、運営効率は高いことが分かる。

そして、VRSモデノレで「一般病床比率」が高いほど効率が悪いという結果も得ら

れた。一般病床以外の病床の方がより充実した人員配置や構造設備が必要ではあ

るが、一般病床にはない財政措置や高い診療報酬の存在が影響している可能性が

ある’5〕。

 さらに、財政的側面に関して、「補助金比率」と非効率値の関係は、分析対象

病院全体では「補助金比率」が高いほど効率が悪く、他会計からの繰入が、身の

丈に合わない過度な医療環境の充実につながっている可能性がある。補助金比率

の高い病院は、繰出基準の妥当性をチェックする必要がある。ただし、救急医療

や看護師養成など地方団体が一般行政として行うべき経費と、へき地医療の確保

や高度医療・特殊医療などの不採算経費は、一般会計が病院事業会計に繰り出し

ており、不採算地域の病院ほど補助に頼らざるを得ない実情もあるだろう。そし

て、病院事業実施主体である地方団体の「財政カ指数」が高い病院ほど効率が悪

く、高い財政力が必ずしも効率と結びつかず、放漫な病院経営を誘発している可

能性を示している。

5．むすび

 医療の中心を自治体病院が担う地域も少なくないなかで、医療の安定的な供給

体制を確立するためには、自治体病院が経営効率化を通じて財務基盤を強化しな

ければならない。そこで、本章では、DEA手法を用いて、地方独立行政法人化

病院等を含む全国836病院の経営効率を相対評価し、その上で、全国814病院を

対象に、病床数と非効率性、財政事情と非効率性との関連など、技術非効率性を

左右する諸要因の検証を試みた。

 その結果、以下のような点が明らかになった。

15）病床種別ごとの主な基準をみると、構造設備に関して、病床面積や廊下幅はどの病床でも

同じ基準だが、一般病床以外の病床では、一般病床の基準に加えて病床に応じた心置施設が必

要になる。そして、医師・看護職員・薬剤師の人員配置基準は、療養病床、一部の条件に該当

する精神病床、結核病床で一般病床より手厚い配置が必要となる。詳細は、自治体病院経営研

究会『自治体病院経営ハンドブック』を参照。
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 まず、DEAの計測結果では、第1に、自治体病院の技術効率性平均値でみた

場合、約20％程度の技術非効率が生じており、技術効率値の最小値と最大値、分

布を見れば、自治体病院間には大きな技術効率性格差が存在する。第2に、規模

の経済性に関して、自治体病院の約64％で規模の縮小が効率を高めると考えられ

るDRS（収穫逓減）の状態にある一方で、自治体病院の約22％で規模の拡大が効

率を高めると考えられるIRS（収穫逓増）の状態にあり、現状の規模が最も効率

的と考えられるCRS（収穫一定）の状況にある自治体病院は約14％に過ぎない。

DRSの状態にある約64％の病院は、規模が適正な状態ではないが、規模の経済性

を除いた運営効率の部分は高く、もし運営効率を維持できるのなら、規模を縮小

すれば、より効率的な経営が可能になることを示している。

 次に、要因分析の結果では、第1に、医師の平均年齢が高いほど効率が悪く、

年功序列型の賃金構造が人件費を押し上げる構図が浮かぶ。第2に、医師がより

多くの入院・外来患者を担当する方が効率的で、平均在除目数はより短く、病床

利用率はより高い方が効率が良い。第3に、「救急病院の告示」を受ける病院ほ

ど効率が悪く、採算の確保が難しい救急医療の現状と一致する。第4に、病床に

関して、病床数と非効率値との間には逆U字型の関係があり、病床数が114．6病

床付近では効率が悪く、114．6病床を大きく上回る病院か、大きく下回る病院の

効率が比較的高い。また、病床数と規模の不経済性との間にはU字型の関係があ

り、病床数が増加するにつれて規模の不経済は小さくなるが、その後、ある水準

の病床数以上で不経済は拡大に転じる。すなわち、病床数が114．6病床付近では

VRS非効率値が高く運営効率は悪いが、規模の不経済は小さく、114．6病床を上

回る大規模病院および下回る小規模病院ほど、運営効率は高まるものの、規模の

不経済が大きくなる。また、一般病床の総病床数に占める割合が低い方が効率的

である。第5に、財政的側面に関して、補助金への依存度が高いほど効率が悪く、

補助金比率の高い病院では、繰出基準の妥当性をチェックする必要がある。また、

病院事業実施主体である地方団体の「財政力指数」が高い病院ほど効率が悪く、

高い財政力が必ずしも効率と結びつかず、放漫な病院経営を誘発している可能性

がある。

 なお、経営形態の選択や病院の立地、疾病の種類（診療科の開設状況）など、

本章で明確になった以外の要因も効率性を大きく左右すると考えられ、更なる詳
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細な検証という課題は残されている。特に、経営形態の多様化が進む自治体病院

において、経営効率の観点から経営形態のあり方や自治体病院の統合化の検討が

必要になるだろう。
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付表 全国836病院のDEA効率値、順位、 目標節減率

属性 地域
CRSモデル

病院
VRSモデル インプット目標節減率：VRS

効率値 順位 効率値 順位 職員給与 固定資産 その他

北海道 江差病院 O．625 761 O．637 787 36．3％ 69．9％ 363％

北海道 紋別病院 0．447 833 0．471 834 58．8％ 54．6％ 52．9％

都道府県立

北海道 羽幌病院 O．602 786 0．629 793 37．1％ 81．9％ 37．1％

北海道 北見病院 O．645 742 0．ω6 774 35．4％ 35．4％ 35．4％

北海道 子ども総合医療・療育センター O．663 713 0．699 699 35．7％ 78．6％ 30．1％

青森 中央病院 0．844 205 0．920 146 8．O％ 8，0％ 9．9％

岩手 中央病院 0．827 254 0．943 110 5．7％ 18．1％ 5．7％

岩手 大船渡病院 O．706 636 0．716 668 28．4％ 73．3％ 28．4％

岩手 釜石病院 0．788 387 O．フ88 4フ6 21．2％ 39．8％ 21．2％

岩手 花巻厚生病院 0．709 629 O．711 678 28．9％ 28．9％ 28．9％

岩手 宮古病院 O．728 567 O．736 622 26．4％ 57．7％ 26．4％

岩手 胆沢病院 O．793 363 0．821 387 17．9％ 62．6％ 17．9％

岩手 磐井病院 O．741 526 0．745 601 25．5％ 66．8％ 25．5％

岩手 遠野病院 0．695 651 0．7－6 668 28．4％ 57．3％ 28．4％

岩手 高田病院 O．671 697 0．672 744 32．8％ 45．9％ 32．8％

岩手 久慈病院 0．743 518 O．745 601 25．5％ η．6％ 25．5％

岩手 江刺病院 0．684 675 0．？25 644 27．5％ 59．5％ 27．5％

岩手 千厩病院 0．743 518 0．751 587 24．9％ 74．4％ 24．9％

岩手 北上病院 0．696 ω9 O．696 704 30．4％ 80．0％ 30．4％

岩手 二戸病院 0．？27 574 0．？51 587 29．4％ 79．2％ 24．9％

岩手 一戸病院 O．683 6η 0．809 417 37．7％ ？9．1％ 19．1％

岩手 大槌病院 O．687 671 O．689 7η 31．1％ 38．8％ 31．1％

岩手 山田病院 O．η1 432 0．η4 520 22．6％ 6一．1％ 22．6％

岩手 沼宮内病院 0．6η 690 O，688 719 31．2％ 78．2％ 31．2％

岩手 軽米病院 o．79？ 351 0．798 仙9 20．2％ 20．2％ 20．2％

岩手 大東病院 O．613 η4 0．630 791 37．O％ 54．0％ 37．0％

岩手 束和病院 0．831 239 O．831 358 16．9％ 49．3％ 16．9％

宮城 循環器・呼吸器病センター O．630 755 0．630 791 37．O％ 3？．0％ 37．O％

宮城 がんセンター 0．？32 558 O．？52 584 24．8％ 37．3％ 24．8％

秋田 脳血管研究センター 0．559 8－0 0．559 824 44．1％ 55．3％ 44．一％

秋田 リハビリテーション・精神医療センター 0．630 755 0．63一 789 36．9％ ？2．フ％ 369％

山形 中央病院 0．731 563 O，873 244 25．O％ 38．0％ 12．7％

山形 新庄病院 0．？91 373 0．868 258 17．6％ 30．9％ 13．2％

山形 河北病院 O．736 541 O．813 407 29．9％ 39．9％ 18．7％

福島 喜多方病院 0．6m 7η 0．659 758 43．1％ 34．1％ 34．1％

福島 南会津病院 0．607 784 0．632 788 36．8％ ω．一％ 36．8％

福島 宮下病院 O．531 819 O．578 816 42．2％ 42．3％ 42．2％

福島 大野病院 0．502 824 O．503 831 49．7％ 78．3％ 49．7％

福島 会津総合病院 0．601 ？87 0．650 766 38．7％ 35．0％ 35．0％

茨城 中央病院 0．740 528 0．763 551 23．？％ 23．？％ 23．7％

栃木 がんセンター O．697 646 O．？30 636 27．O％ 27．0％ 27．O％

栃木 とちぎリハビリテーションセンター 0．610 η7 O．611 802 38．9％ τ5．5％ 38．9％

群馬 心騎血管センター 一．000 1 1．000 1 0，0％ 0．O％ 0．0％

群馬 がんセンター 0．734 549 0．7η 515 22．3％ 23．5％ 22．3％

群馬 ト児医療センター 0．660 ？I8 0．661 75？ 33．9％ 65．4％ 33．9％

埼玉 循廉器・呼吸鍋病センター 0．804 327 0．834 349 16．6％ 16．6％ 16．6％

埼玉 がんセンター 0．？66 側5 0．807 424 19．3％ 19．3％ 19．3％

埼玉 』・児医療センター 0．666 708 O－675 739 32．5％ 32．5％ 32．5％

千葉 循環器病センター 0．？23 586 σ723 648 27．7％ 60．2％ 2τ．τ％

千葉 東金病院 O．555 813 O．568 821 43．2％ 65．9％ 43．2％

千葉 佐原病院 0．719 600 O．720 660 28．0％ 41．6％ 28．0％

千葉 がんセンター O．727 574 O．791 仰1 20．9％ 20．9％ 2α9％

千葉 救急医療センター O．679 687 0．679 ？34 32．一％ 32，1％ 32．1％

千葉 こども病院 0．667 705 0．667 750 33．3％ 33．3％ 33．3％

（備考） 目標節減率とは、 現実値と目標値の乖離を現実値で除したものである。

一73一



付表 全国836病院のDEA効率値、 順位、 目標節減率 （続き）

CRSモデル
属性 地域

VRSモデル
病院

インプット目標節減率：VRS

効率値 順位 効率値 順位 職員給与 固定資産 その他

束束 広尾病院 0．682 678 0．？57 571 24．3％ 24．3％ 24．3％

東京 大塚病院 O．668 704 0，747 594 25．3％ 25．3％ 25．3％

東京 駒込病院 O．8－6 296 1．000 1 0．0％ O．O％ O，O％

東京 豊島病院 0．560 809 0．575 819 42．5％ 63．7％ 42．5％

東京 墨東病院 0，722 590 O．794 46I 20．6％ 20．6％ 20．6％

東筑 府中病院 0．827 254 0．892 206 10．8％ 10．8％ 一0．8％

東京 神経病院 0．659 ？20 0．753 580 41．9％ 24．？％ 24．7％

東京 清瀬小児病院 0，716 609 0．746 599 25．4％ 25．4％ 25．4％

東京 八王子小児病院 0．568 806 0．591 80？ 40，9％ 40．9％ 40．9％

神奈川 足柄上病院 O．610 フη 0．ω5 η8 42．O％ 69．3％ 35．5％

神奈川 がんセンター 0．728 567 0．766 542 23．4％ 23．4％ 23．4％

神奈川 循曝器呼吸器病センター 0．699 643 α709 683 29．1％ 29．一％ 29．1％

神奈川 こども医療センター O．688 669 O．783 495 2一．7％ 37．8％ 21．7％

新潟 松代病院 0．736 541 O．845 32？ 33．8％ 15．5％ 一5．5％

新潟 柿崎病院 0．736 541 0－783 495 21．7％ 21．？％ 21．？％

新潟 津川病院 0．710 625 O．753 580 27．0％ 24．7％ 24．？％

新潟 妙高病院 0．663 713 O．フ21 656 2？．9％ 27．9％ 27．9％

新潟 リウマチセンター 0．734 549 O．736 622 26．4％ 52．3％ 26．4％

新潟 坂町病院 0．793 363 0．864 269 13．6％ 13．6％ 13．6％

新潟 六日町病院 0．765 449 α889 212 12．8％ 1一．一％ H．1％

新潟 加茂病院 O．628 758 O．703 693 29．7％ 29．フ％ 29．7％

新潟 十日町病院 0．892 103 0．942 11一 11．一％ 5，8％ 5．8％

新潟 』・山病院 0．843 20？ 1．000 1 0．0％ 0．0％ 0．0％

新潟 中央病院 0．817 292 O．8？O 253 13．O％ 147％ 13．0％

新潟 吉田病院 O．681 684 0．η2 527 22．8％ 22．8％ 22．8％

新潟 がんセンター O．830 242 0．861 281 一3．9％ 13．9％ 13．9％

新潟 新発田病院 O．753 494 0．799 447 20．1％ 44．2％ 20．一％

富山 中央病院 O．843 207 0．914 157 8，6％ 8．6％ 8．6％

石川 中央病院 0．866 152 0．925 138 7．5％ 7．5％ 7．5％

福井 県立病院 0．789 379 1．000 1 αO％ 0．0％ αo％

山梨 中央病院 0．808 313 0．865 267 13，5％ 45．6％ 一3．5％

長野 須坂病院 0．759 474 O．η0 531 23．O％ 39．5％ 23．O％

長野 阿南病院 0．609 781 O．640 783 36．O％ ？6．0％ 36．O％

長野 木曽病院 0．804 327 0．807 424 一9．3％ 39．6％ 19．3％

長野 こども病院 0．784 398 0．785 487 21．5％ 74．0％ 21．5％

岐阜 岐阜県総合医療センター O．876 133 0．923 142 7．7％ 37．9％ ？．？％

岐阜 多治見病院 0．931 5？ O．934 126 6．6％ 6．6％ 6．6％

岐阜 下呂温泉病院 O．658 724 0．658 761 34．2％ 34．2％ 34．2％

静岡 総合病院 O．802 334 0．868 258 13．2％ 31．5％ 13．2％

静岡 こども病院 O，653 729 0．682 729 31．8％ 50．1％ 31．8％

静岡 静岡がんセンター 0．750 507 0．871 249 一2．9％ 60．5％ 18．1％

愛知 愛匁病院 0．680 686 0．683 ？26 31．7％ 31．7％ 31．7％

愛知 循環器呼吸器病センター 0．670 699 0．674 741 32．6％ 47．2％ 32．6％

愛知 がんセンター中央病院 O．736 541 0．788 476 21．2％ 23，4％ 2一．2％

愛知 あいち小児保健医療総合センター 0．721 592 0．731 635 26．9％ 59，4％ 26．9％

三重 総合医療センター 0．743 518 0．759 560 24．一％ 47．1％ 24．1％

三重 一志病院 0．522 820 0．5側 828 45．6％ 55．5％ 45．6％

三重 志摩病院 0．6？0 699 α670 7仰 33．0％ 46．5％ 33．0％

滋賀 成人病センター 0．754 487 O．782 500 21．8％ 65．8％ 21．8％

滋賀 」・児保健医療センター O．791 373 0．797 452 20．3％ 20．3％ 20．3％

京都 与謝の海病院 0．746 512 0．750 591 25．0％ 25．O弓毛 25．0％

兵庫 尼崎病院 O．875 138 O．905 173 9．5％ 9．5％ 9．5％

兵庫 塚口病院 O．769 438 0．8ω 269 3一．0％ 13．6％ 13．6％

兵魔 西宮病院 0．η3 427 O．826 376 17．4％ 17．4％ 一7．4％

（備考） 目標節減率とは、 現実値と目標値の乖離を現実値で除したものである。
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付表 全国836病院のDEA効率値、 順位、 目標節減率 （続き）

属性 地域
CRSモデル

病院
VRSモデル インプット目標節減率：VRS

効率値 順位 効率値 順位 職員給与 固定資産 その他

兵庫 加古川病院 O．860 167 0．937 121 8．2％ 6．3％ 6．3％

兵庫 淡路病院 O．841 214 1．O00 1 O．0％ 0．0％ 0．O％

兵庫 柏原病院 O．仰6 830 o，531 829 51．5％ 58．O％ 46．9％

兵庫 こども病院 O．800 337 1．000 1 0．σ％ 0．0％ O．0％

兵庫 がんセンター 0．839 218 O．931 132 6．9％ 6．9％ 6．9％

兵庫 姫路循環器病センター 0．894 100 0．909 一67 9．1％ 9．1％ 一4．8％

兵庫 粒子線区疲センター 1．000 1 1．000 一 0．O％ σ0％ 0．0％

兵庫 災害医療センター 1．000 1 1．㎝ 1 0．O％ 0．0％ 0．0％

奈良 奈良病院 0．823 268 0．894 201 10，6％ 10．6％ 10．6％

奈良 三室病院 O．841 214 O．855 301 14，5％ 14．5％ 14．5％

奈良 五條病院 0．645 742 0．ω5 778 35．5％ 35．5％ 35．5％

鳥取 中央病院 O．879 一27 O．936 123 6．4％ 6．4％ 6．4％

鳥取 厚生病院 o．799 340 0．8u 4－2 18．9％ 18．9％ 18．9％

島根 中央病院 0．921 69 O．968 86 3．2％ 28．3％ 3．2％

広島 県立広島病院 0．812 302 0．890 209 11．0％ 11．0％ H．0％

広島 県立安芸津病院 O．6フ5 692 0．694 708 30．6％ 30．6％ 30．6％

山口 県立総合医療センター α806 318 0．832 355 16．8％ 17．4％ 168％

徳島 中央病院 1．O00 1 1．000 1 O．0％ 0．O％ 0．0％

徳島 三好病院 O．789 379 O－790 474 21．O％ 21．O％ 21．O％

徳島 海部病院 0．682 678 0．686 723 3I．4％ 36．7％ 31．4％

香川 中央病院 0．792 369 0，9仰 107 19．8％ 5．3％ 5．3％

香川 白鳥病院 0．849 189 0．886 217 11．4％ 1一．4％ 11．4％

愛媛 中央病院 O．847 199 1．OOO 1 O．O％ 0．0％ 0．0％

愛媛 今治病院 O．761 465 O．761 555 23．9％ 23．9％ 23．9％

愛媛 三島病院 O．613 η4 0．631 789 36．9％ 45．4％ 36．9％

愛媛 南宇和病院 0．？21 592 O．785 487 21．5％ 22．2％ 21．5％

愛媛 新居浜病院 0．674 693 0．678 735 32．2％ 32．2％ 32．2％

高知 安芸病院 0．616 η1 0．638 785 36．2％ 49．2％ 36．2％

高知 幡多けんみん病院 0．823 268 0．885 219 11．5％ 31．1％ 11．5％

佐賀 県立病院好生館 O．893 I02 0．898 192 10．2％ 一0．2％ 10．2％

長崎 島原病院 0．798 344 0．808 421 19．2％ 19．2％ 19．2％

大分 県立病院 O．866 152 O．917 150 8．3％ 8．3％ 8．，％

大分 三重病院 O．694 654 0．710 682 29．0％ 29．O％ 29．0％

宮崎 宮崎病院 O．861 166 O．908 一69 9．2％ 9．2％ 9．2％

官碕 延岡病院 0．912 ？8 O．972 81 2．8％ 11，8％ 2．8％

宮崎 旧南病院 0．803 329 0．816 40I 18．4％ 18．4％ 18．4％

鹿児島 鹿屋医療センター 0．？19 600 0．719 662 28．1％ 34．2％ 28．1％

鹿児島 大島病院 0．823 268 0．921 144 25．7％ 40．3％ フ．9％

鹿児島 籍南病院 O．738 535 0．740 612 26．0％ 26．O％ 2σ0％

鹿児島 北薩病院 O－769 438 0．η2 527 22．8％ 26．5％ 22．8％

沖縄 北部病院 O．786 392 0．？8フ 479 21．3％ 21．3％ 21．3％

沖縄 中部病院 0．845 202 1．000 一 O．α％ O．0％ 0．O％

沖縄 南部医療センター・こども医療センター O．736 541 0．826 376 17．4％ 17．4％ 17－4％

沖縄 宮古病院 O．？89 379 0．878 232 28．4％ 2一．2％ 1Z2％

沖縄 八重山病院 0．791 373 0．834 349 25．2％ 22．3％ 16－6％

北海道 札幌市 札幌病院 0．818 288 α901 183 9．9％ 9．9％ 9．9％
政令市立

宮城 山台市 市立病院 O．752 500 0．873 244 I9．4％ 12．7％ 12．？％

埼玉 さいたま市 市立病院 O．843 207 0．874 MO I2．6％ 12．6％ 12．6％

千葉 千葉市 青葉病院 0－638 75一 0．656 763 34．4％ 34．4％ 344％

千葉 千葉市 海浜病院 O．688 669 0．692 712 30．8％ 30．8％ 30．8％

神奈川 横浜市 市民病院 O．856 1η 0．921 一側 7．9％ 7．9％ 7．9％

神奈川 横浜市 脳血管医療センター 0．591 793 0．591 807 40．9％ 81．8％ 40．9％

神奈川 11崎市 11崎病院 O．796 352 0．848 319 15．2％ 35．一％ 15．2％

神奈えll 11崎市 井田病院 0．714 617 O．716 668 28．4％ 28．4％ 28．4％

（備考） 目標節減率とは、 現実値と目標値の乖離を現実値で除したものである。
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付表 全国836病院のDEA効率値、順位、 目標節減率 （続き）

CRSモデル
属性 地域

VRSモデル インプット目標節減率：VRS
病院

効率値 順位 効率値 順位 醐員給与 固定資産 その他

新潟 新潟市 新潟市民病院 0．908 86 一．O00 1 0．0％ 0．O％ O．O％

静岡 静岡市 静岡市立静岡病院 O．828 250 0．893 204 lO．？％ 10．7％ 10．7％

静岡 静岡市 静岡市立清水病院 O．812 302 0．828 369 17．2％ 17．2％ 17．2％

静岡 浜松市 浜松市国民健康保険佐久間病院 O．673 695 0．673 743 32．7％ 52．0％ 32．7％

愛知 名古屋市 東市民病院 0．692 658 0．703 693 29．7％ 29．7％ 29．7％

愛知 名古屋市 守山市民病院 α549 8－4 0．555 825 44，5％ 73．6％ 44．5％

愛知 名古屋市 城西病院 0．673 695 0．716 668 28．4％ 28．4％ 28．4％

愛知 名古屋市 城北病院 O．8一？ 292 0．934 126 一5．7％ 6．6％ 6．6％

愛知 名古屋市 緑市民病院 O，666 708 0．667 750 33．3％ 46．4％ 33．3％

京都 京都市 市立病院 0．761 465 0．803 ψ0 一9．？％ 19．7％ 19．7％

京都 京都市 市立京北病院 0．674 693 0．678 735 32．2％ 45．2％ 32．2％

大阪 大阪市 総合医療センター 0．813 30一 1．OOO 1 0．0％ 0．0％ O．0％

大阪 大阪市 北布民病院 0．490 828 0．494 833 50．6％ 67．8％ 50．6％

大阪 大阪市 十三市民病院 O．682 678 O，688 ？19 31．2％ 40．6％ 31．2％

大阪 大阪市 住吉市民病院 0．713 618 0．754 5η 24．6％ 24．6％ 24．6％

大阪 堺市 堺病院 0．869 143 0．905 173 9．5％ 34．2％ 9．5％

兵庫 神戸市 中央市民病院 0．823 268 一．000 1 O．0％ O．096 0．O％

兵庫 神戸市 西市民病院 0．787 390 α807 424 19．3％ 61．4％ 19，3％

広島 広島市 広島市民病院 0．939 50 一．000 1 0．O％ 0．0％ O．O％

広島 広島市 安佐市民病院 0．945 45 O．952 99 4．8％ 4．8％ 4．8％

広島 広島市 舟入病院 0．667 705 O、τ04 691 29．6％ 68．9％ 29，6％

広島 広島市 リハビリテーション病院 0．5η 801 0－58？ 810 43．0％ 85．4％ 4一．3％

福岡 北九州市 門司病院 0．511 822 0．511 830 48．9％ 64．2％ 48．9％

福岡 北九州市 医療センター 0－873 139 0．898 192 10．2％ 10．2％ 10．2％

福岡 北九州市 若松病院 0．649 735 0．ω9 769 35．1％ 56．O％ 35．1％

福岡 北九州欣 八幡病院 O．818 288 0．945 109 24．9％ 5．5％ 5，5％

福岡 福岡市 こども病院・感染症センター 1．㎜ 1 1，O00 1 O．0％ O．0％ α0％

福岡 福岡市 福岡市民病院 α924 65 α925 138 7．5％ 7．5％ 8．6％

北海道 函館市 市立函館病院 O．849 一89 o．910 166 9．0％ 10．2％ 9．O％

北海道 函館市 市立函館恵山病院 0，732 ∬8 0．742 609 25．8％ 36．4％ 25．8％

北海道 函館市 i市立函館南茅部病院 0．582 797 0．665 755 33．5％ 33．5％ 33．5％

北海道 ト構市 』・構病院 1．000 1 1．000 1 0．0％ 0．0％ O．0％

北海道 』・構i市 第二病院 1．000 1 1．OOO 1 O．O％ O．0％ 0．0％

北海道 旭川市 旭川病院 0．915 73 0．949 一03 5．1％ 18，7％ 5．1％

北海道 室闇市 総合病院 0．850 186 0．8τ1 249 12．9％ 298％ i2．9％

北海道 釧路術 市立釧路総合病院 O．890 107 0．969 85 3．1％ 3．一％ 3．1％

北海道 釧路市 市立釧路国民健康保険阿寒病院 0．464 832 O．629 ”3 37．1％ 88．8％ 3γ1％

北海道 岩見沢市 総合病院 0，933 54 1．000 1 0．0％ 0．0％ 0．O％

北海道 岩見沢市 栗沢病院 O．713 618 0．734 628 26．6％ 26．6％ 26．6％

北海道 留萌市 市立病院 0．η1 432 0．784 491 21．6％ 21．6％ 21．6％

北海道 苫小牧市 苫小牧市立病院 0，834 231 0．863 275 13．7％ 33．5％ 13．7％

北海道 稚内市 稚内病院 O．821 276 0．835 346 16．5％ 16．7％ 1σ5％

北海道 稚内市 稚内こまどり病院 0．929 59 1．㎜ 1 O．σ比 0．0％ 0．O％

北海道 美唄市 市立美唄病院 0．899 96 0．9？5 80 30．5％ 2．5％ 2．5％

北海道 芦別市 芦別病院 0．855 180 0．856 297 14．4％ 14．4％ 14．4％

北海道 江別市 市立病院 0．732 558 0．74一 610 25．9％ 63．7％ 25．9％

北海道 赤平帝 赤平総合病院 O．904 90 0．905 173 9．5％ 47．1％ 9．5％

北海道 士別市 士別市立病院 0．843 207 0．851 3－5 14．9％ 14．9％ 14．9％

北海道 名寄市 総合病院 0．823 268 0．854 302 14．6％ 27．8％ M．6％

北海道 三笠市 三笠総合病院 0．835 227 0．890 209 11．O％ 一1．0％ 11．0％

北海道 根室市 根室病院 o．79一 373 0．871 249 21．6％ 12．9％ 12．9％

北海道 千議市 千歳市民病院 O．809 311 0．817 398 18．3％ 18．3％ 18．3％

北海道 滝川市 市立病院 O．918 70 1．000 1 O．O％ O．0％ 0．0％

北海道 砂川市 市立病院 0．894 一00 O，903 179 9．τ％ 9．7％ 10．4％

（備考） 目標節減率とは、現実値と目標値の乖離を現実値で除したものである。

一76一



付表 全国836病院のDEA効率値、 順位、 目標節減率 （続き）

地域
   一bRSモアル

属性
VRSモデル インプット員標節減率：VRS

病院
効率債 順位 効率値 順位 職員給与 固定資産 その他

北海道 歌志内市 市立病院 o．99フ 34 一．000 1 0．0％ 0．0％ O．O％

北海道 深川市 総合病院 0．η8 415 0．η8 512 22．2％ 68．2％ 22．2％

北海道 松前町 松前病院 0．853 一8一 0．865 26？ 一3．5％ 一3．5％ 13．5％

北海道 木古内町 国保病院 O．866 152 O．913 160 12．3％ 8．7％ 8．7％

北海道 森町 国保病院 O．“2 745 O．646 η4 35．4％ 50．O％ 35．4％

北海道 八雲町 八雲総合病院 0．8側 205 O．971 82 19．9％ 2．9％ 2．9％

北海道 八雲町 八雲町熊；百国民健康保険病院 α？62 462 O．768 535 23．2％ 23．2％ 23．2％

北海道 長万部町 町立病院 o．494 825 α571 820 42．9％ 58．8％ 42．9％

北海道 厚沢部町 国保病院 0．623 763 α666 754 33．4％ ？8．7％ 33．4％

北海道 乙部町 国保病院 α690 662 O．799 ψ7 20．1％ 28．6％ 20．1％

北海道 奥尻町 国保病院 0，689 舳 0，723 “8 27．7％ 27．7％ 27．？％

北海道 今金町 国保病院 0．6－6 η1 O．652 764 34．8％ 63．一％ 34．8％

北海道 せたな町 せたな町立国保病院 0，837 222 O．8η 233 12．3％ 12．3％ 12．3％

北海道 黒松内町 黒松内町国民健康保険病院 0．613 η4 0．789 475 21．1％ 21．1％ 21．1％

北海道 京極町 国保病院 0．733 556 1．000 1 0．0％ O．0％ O．O％

北海道 南幌町 国保町立病院 O．ω0 ？〃 O．667 750 33．3％ 67．4％ 33．3％

北海道 奈井江町 奈井江町立国民健康保険病院 O．734 549 O．743 607 25．7％ ∬．1％ 25．7％

枕海道 由仁町 町立病院 O．682 6フ8 O、？44 603 25．6％ 側．9％ 25．6％

北海道 長沼町 長沼病院 0．η4 425 α798 449 20．2％ 20．2％ 20．2％

北海道 月形町 国保月形町立病院 O．？95 355 0．845 327 15．5％ I5．5％ 一5．5％

北海道 幌加内町 国保病院 0，573 804 0．711 678 28．9％ 67．9％ 28．9％

北海道 上川町 上川町立病院 0．639 749 O．739 616 26．1％ 26．1％ 26－1％

北海道 美瑛町 町立病院 0．710 625 0．？12 6フ6 28．8％ 73．3％ 28．8％

北海道 上富良野町 上官良野町立病院 0．782 401 0．801 444 19．9％ 一9．9％ 一9．9％

北海道 中富良野町 町立病院 0，521 821 0．665 755 33．5％ 54．6％ 33．5％

北海道 和寒町 国保町立和寒病院 0．594 790 α693 710 30．7％ 64．8％ 30．7％

北海道 下川町 下川病院 O．866 一52 0．940 115 6．σ％ 6．O％ 9，8％

北海道 遠別町 遠別町立国保病院 0．559 810 α722 655 27．8％ 28．3％ 2τ．8％

北海道 天塩町 国保病院 0．510 823 α582 813 41．8％ 90．1％ 41．8％

北海道 幌延町 町立病院 0．581 799 0，822 384 178％ 17．8％ 17．8％

北海道 猿払村 国保病院 0．537 8I8 α678 ？35 32，2％ 32．2％ 32．2％

北海道 浜頓別町 国保病院 0．573 804 α598 806 40．2％ 57．3％ 4α2％

北海道 中頓別町 国保病院 0．653 729 0．816 401 18．4％ 50．7％ 18．4％

北海道 枝幸町 枝幸町国民健康保険病院 O．652 731 O．657 762 34．3％ 70．8％ 34．3％

北海道 枝幸町 枝幸町国民健康保険歌登病院 0．442 834 O．564 823 43．6％ 82．4％ 43．6％

北海道 豊富町 豊富町国民健康保険病院 0．628 758 0．674 74一 32．6％ 83．5％ 32．6％

北海道 美幌町 国保病院 O．η6 423 O．818 395 18．2％ 66．1％ 18．2％

北海道 斜里町 斜里町国民健康保険病院 0．702 639 0．725 644 27．5％ 27．5％ 2？．5％

北海道 滝上町 国保病院 0．843 207 0．847 322 15．3％ 15．3％ 15．3％

北海道 興部町 国保病院 0．724 585 0．η7 5－5 22．3％ 30．2％ 22．3％

北海道 雄武町 国保病院 0．547 815 O．580 814 42．0％ 79．9％ 42．0％

北海道 豊浦町 国保病院 0．810 309 0．857 29一 14．3％ 71．6％ 14．3％

北海道 白老町 国保病院 0．ω0 7仰 0．693 7m 30．？％ 30．7％ 30－7％

北海道 日高町 日高国保病院 O．596 788 0．8“ 269 13．6％ 一3．6％ 14．6％

北海道 日高町 門別国保病院 O－756 481 0．763 55一 23，7％ 75．8％ 23．τ％

北海道 平取町 国保病院 0．568 806 0．640 783 36．0％ 36．0％ 360％

北海道 新冠町 国保病院 0．592 ？92 α682 729 31．8％ 49．6％ 31．8％

北海道 新ひだか町 新ひだか町立静内病院 α671 697 O－682 729 31．8％ 31．8％ 31．8％

北海道 新ひだか町 新ひだか町立三石国民健康保険病院 0．665 7u α759 560 24．1％ 24．一％ 24．1％

北海道 士幌町 国保病院 0．6I4 η3 0．615 800 38．5％ 63．7％ 38．5％

北海道 鹿追町 国保病院 O．684 675 0．729 637 2τ．1％ 27．1％ 27．1％

北海道 芽室町 国保芽室病院 0．933 54 O．957 97 4．3％ 30．①％ 4．3％

北海道 大樹町 国保病院 0．η一 432 O．819 390 32．8％ 18．1％ 18，1％

北海道 広尾町 広尾町国民健康保険病院 0．761 465 0．766 542 32．O％ 38．7％ 23．4％

（備考） 目標節減率とは、 現実値と目標値の乖離を現実値で除したものである。
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付表 全国836病院のDEA効率値、 順位、 目標節減率 （続き）

属性 地域
   一bRSモアル VRSモデル

病院
インプット目標節減率＝VRS

効率値 順位 効率値 順位 職員給与 固定資産 その他

北海道 池田町 町立病院 O．900 91 0．937 121 25．3％ 6．3％ 6．3％

北海道 本別町 国保病院 0．794 358 0．818 395 18，2％ 66．3％ 18．2％

北海道 足寄町 国保病院 O．590 794 0．606 805 39．4％ 74．1％ 39．4％

北海道 厚岸町 厚岸病院 O．722 590 0．7仰 594 25．3％ 71．5％ 25．3％

北海道 標茶町 町立病院 O．689 664 O．698 700 30．2％ 65．0％ 30－2％

北海道 別海町 別海病院 O．595 789 0．646 η4 39．8％ 35．4％ 35．4％

北海道 中標津町 中標津病院 0．699 643 O．75？ 571 24．3％ 56．5％ 24．3％

北海道 標津町 国保様津病院 0．ω？ 739 O．675 739 32．5％ 68．2％ 32．5％

北海道 利尻島国民健康保険病院組合 利尻島国保中央病院 O．636 752 O．687 722 31．3％ 78．4％ 31．3％

青森 青森市 青森市民病院 O．946 43 0－952 99 4，8％ 4．8％ 4．8％

青森 青森市 浪岡病院 0．764 454 0．765 546 23．5％ 23．5％ 23．5％

青森 弘前市 市立病院 O．834 231 0．836 342 16．4％ 16．4％ 16．4％

青森 八戸市 八戸市民病院 O．849 189 0．941 113 5．9％ 5．9％ 5．9％

青森 黒石市 国保黒石病院 0．964 38 0．983 ？5 1．7％ 1．？％ 1．7％

青森 五所川原市 西北中央病院 α958 39 0．992 69 0．8％ O．8％ 2．4％

青森 十和田市 中央病院 0．719 600 0．？25 α4 27．5％ 50．8％ 2γ5％

青森 三沢市 市立病院 α908 86 0．938 120 6．2％ 6．2％ 6．2％

青森 つがる市 国保病院成人病センター 1．㎝ 1 1．000 1 0．α％ 0．0％ 0．O％

青森 平内町 国保平内中央病院 0．736 54一 α739 616 2σ1％ 37．4％ 26－1％

青森 外ヶ浜町 外ケ浜中央病院 0．？42 523 0．751 587 24．9％ 24．9％ 24．9％

青森 雌ケ沢町 中央病院 O．880 126 0．883 222 11．7％ 11．7％ 11．7％

青森 大鵬町 大蜆病院 O．794 358 O．832 355 16．8％ 16．8％ 29．4％

青森 板柳町 国保板柳中央病院 O．876 133 O．879 230 12．1％ 60．9％ 12．1％

青森 鶴田町 国保中央病院 0．928 60 O．951 一01 4．9％ 4．9％ 15．一％

青森 六戸町 国保病院 0．754 487 O．895 一99 10．5％ 10．5％ 10－5％

青森 おいらせ町 国民健康保険おいら世病院 0．873 139 0，891 207 10．9％ lO．9％ 10－9％

青森 三戸町 国保三戸中央病院 α828 250 O．832 355 16．8％ 76．2％ 16．8％

青森 五戸町 国保五戸総合病院 O．？59 474 0．759 560 24．1％ 35．2％ 24．1％

青森 南部町 国保名川病院 0．877 一30 0．907 170 9．3％ 9．3％ 9．3％

青森 中部上北広域事業組合 公立七戸病院 0．641 746 0．ω1 782 35．9％ 35．9％ 35．9％

青森 公立金木病院組合 公立金木病院 0．715 613 O．7η 665 28．3％ 28．3％ 28．3％

青森 一部事務組合下北医療センター むつ総合病院 0．827 254 0．863 2フ5 13．？％ 16．3％ 13．7％

青森 一部事務組合下北医療センター 国保川内病院 O．824 265 O．889 212 11．1％ 11．一％ 11．1％

青森 一部事務組合下北医療センター 国保大問病院 O．83フ 222 0．853 306 14．？％ 54．4％ 147％

青森 北部上北広城事務組合 公立野辺地病院 0．835 227 0．835 346 I6．5％ 39．3％ 16，5％

岩手 盛岡市 疵岡市立病院 0．708 632 O．709 683 29．1％ 66．5％ 29．1％

岩手 八嶋平市 八幡平市国民健康保険西根病院 0．739 530 0．754 577 24．6％ 24．6％ 24．6％

岩率 奥州市 奥州市総合水沢病院 O．661 刊6 0．692 712 30．8％ 30．8％ 30．8％

岩手 奥州市 奥州市国民健康保険まごころ病院 O．732 558 O．735 626 26．5％ 63．2％ 265％

岩手 葛巻町 国保葛巻病院 0．849 一89 0．9η 150 23．τ％ 8．3％ 8．3％

岩手 西和賀町 国保沢内病院 0．727 574 0．784 49I 21．6％ 21．6％ 21．6％

岩手 藤沢町 国保藤沢町民病院 0．803 329 0．806 429 19．4％ 19．6％ 19．4％

岩手 洋野町 国保種市病院 0．785 393 α？86 484 21．4％ 21．4％ 21．4％

宮城 石巻市 石巻市立病院 0．751 504 0．759 560 24．1％ 24．1％ 24．1％

宮城 ；石巻布 石巻市立雄勝病院 O．649 735 0．723 648 27．7％ 27．？％ 277％

宮城 石巻市 石巻市立牡鹿病院 0．715 613 0．839 336 16．1％ 70．9％ 16．1％

宮城 塩竈市 塩竈市立病院 0．752 500 0．759 560 24．1％ 24．1％ 24．1％

宮城 気仙沼市 気仙沼市立病院 0．858 174 1．000 1 0．0％ 0．0％ αO％

宮城 登米市 登米市立佐沼病院 0．695 651 0．754 5η 24．6％ 24．6％ 24．6％

宮城 登米市 登米市立米谷病院 0．892 103 0．9－4 一5？ 8．6％ 8．6％ 8．6％

宮城 登米市 登米市立豊里病院 0．η2 430 0．827 373 17．？％ 1τ．3％ 17．3％

宮城 登米市 登米市立よねやま病院 1．000 1 一．㎜ 1 0．0％ 0．0％ O．0％

宮城 栗原市 栗原市立粟原中央病院 0．780 410 0．783 495 21，7％ 58．1％ 21．7％

宮城 栗原布 栗原市立若柳病院 0．867 149 0．869 256 13．1％ 35．2％ 13．1％

（備考） 目標節減率とは、 現実値と目標値の乖離を現実値で除したものである。
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付表 全国836病院のDEA効率値、 順位、 目標節減率 （続き）

CRSモデル VRSモデル インプット目標節減率：VRS
屑性 地域 病院

効率値 順位 効率値 順位 職員給与 固定資産 その他

宮城 栗原市 栗原市立栗駒病院 0．762 462 0．7ω 548 23．6％ 側．5％ 23．6％

宮城 大崎市 大崎市民病院 0．915 73 0．940 115 6．0％ 6．O％ 60％

宮城 大崎市 大崎市民病院鳴子温泉分院 O．966 37 0．97一 82 2．9％ 2．9％ 2．9％

宮城 大崎市 大崎市民病院岩出山分院 1．000 1 1．000 1 0．0％ O．O％ O．0％

宮城 大崎市 大崎市民病院鹿島台分院 0．812 302 0．820 389 18．0％ 42．8％ 18．0％

宮城 唐王町 蔵王町国民健康保険蔵王病院 O．660 718 0．740 612 26．O％ 26．0％ 26．0％

宮城 11崎町 国民健康保険川崎病院 0．645 742 0．ω8 η2 35．2％ 54．1％ 35．2％

宮城 丸森町 丸森町国民健康保険丸森病院 0．679 687 0．686 ？23 31，4％ 50．5％ 31．4％

宮城 涌谷町 涌谷町国民健康保険病院 0．761 465 0．761 555 23．9％ 23．9％ 23．9％

宮城 美里町 美里町立南郷病院 0、η？ 417 0．819 390 18．1％ 51，0％ 18．1％

宮城 女川町 女川町立病院 O．692 658 0．696 ？04 30．4％ 69．0％ 30．4％

宮城 本吉町 本吉町国民健康保険病院 0．895 99 0．917 一50 8．3％ 66．1％ 8．3％

宮城 南三睦町 公立志津川病院 0．830 242 0．942 H1 5．8％ 5．8％ 5．8％

宮城 白石市外二町組合 公立刈田線合病院 0．707 634 0．？12 676 28．8％ 28．8％ 28．8％

宮城 加美郡保健医療福祉行政事務組合 公立加美病院 0．718 604 O．718 舳 28．2％ 54．2％ 28．2％

宮城 大河原町外1市2町保健医療組合 みやぎ県南中核病院 0．812 302 0．828 369 17．2％ η．2％ 17．2％

秋田 秋田市 秋田総合病院 O．831 239 0．886 217 1一．4％ 11．4％ 11．4％

秋囲 横手市 横手病院 0．887 H2 O．893 204 lO．？％ 10．7％ 10．7％

秋田 横手市 大森病院 1．000 1 1．㎜ 1 O．O％ 0．09毛 0．0％

秋田 大館市 総合病院 0．η1 432 0．798 側9 20．2％ 53．O％ 20－2％

秋田 大館市 扇田病院 0．909 81 0．918 148 8．2％ 8．2％ 8．2％

秋田 男鹿市 男鹿みなと市民病院 0．753 494 0．753 580 24．7％ 24．7％ 24．7％

秋岡 山北市 市立田沢湖病院 0．710 625 O．763 55一 23．7％ ？3．5％ 23．7％

秋岡 山北市 市立角館総合病院 0．886 114 一．O00 1 O．0％ 0．O％ 0．0％

秋岡 羽後町 羽後病院 0．881 125 O．881 227 11．9％ 11．9％ 11．9％

秋閏 北秋田市上小阿仁村病院組合 米内沢総合病院 0．781 406 0．803 ψ0 一9，7％ 19．7％ 19．7％

山形 山形市 市立病院済生館 O．829 2仰 O．862 2？8 一3．8％ 20．4％ 13．8％

山形 米沢市 市立病院 0．793 363 0．899 191 27，1％ lO．1％ 10．1％

山形 鶴岡市 荘内病院 0．818 288 O．857 291 14．3％ 46．9％ 14．3％

山形 酒田市 八幡病院 α？2一 592 0．7η 640 27，3％ 51．4％ 27．3％

山形 寒河江市 市立病院 O．694 654 α721 656 27．9％ 27．9％ 2？．9％

山形 天童市 天童布民病院 0．659 ？20 0．659 ？58 34．1％ 79．4％ 34．1％

山形 西川町 町立病院 0．767 444 0．768 535 23．2％ 56．3％ 23．2％

山形 朝日町 町立病院 0．730 566 0．736 622 26．4％ 35．6％ 264％

山形 最上町 町立最上病院 0．621 766 0．623 797 37．7％ 53．3％ 37．？％

山形 真室川町 町立真室川病院 0．646 741 0．65一 765 34．9％ 5一．7％ 34．9％

山形 高畠町 公立高畠病院 0．η4 425 0．814 406 18．6％ 40．7％ 18，6％

山形 』・国町 町立病院 O．682 678 0．683 726 31．7％ 60．3％ 31．7％

山形 自噴町 町立病院 O．696 ω9 0．698 700 30．2％ 62．6％ 30．2％

山形 北村山公立病院組合 北村山公立病院 0．892 103 O．896 197 10．4％ 10．4％ IO．4％

山形 置賜広域病院組合 公立置賜総合病院 0．754 487 O．795 458 20．5％ 60．1％ 20．5％

山形 置賜広域病院組合 公立置賜長井病院 0．941 49 0．982 76 1．8％ 4一．3％ 1．8％

山形 置賜広域病院組合 公立直1賜南陽病院 0．944 47 0．962 94 3．8％ 6．2％ 3．8％

福島 いわき市 総合磐城共立病院 0．796 352 0．965 9I 3．5％ 3．5％ 3．5％

福島 いわき市 常磐病院 0．716 609 0．747 594 25．3％ 25．3％ 25．3％

福島 南相馬市 南相馬市立総合病院 0．900 91 0．900 187 10．0％ 10．0％ 10．O％

福島 南相馬市 南相馬市立小高病院 O．756 481 0．757 5刊 24．3％ 24．3％ 243％

福島 伊達市 伊達市立梁川病院 O．849 189 0．9η 79 2．3％ 2．3％ 22．2％

福島 公立藤田病院組合 公立穣田総合病院 0．863 161 0．939 117 η．3％ 63．3％ 6．1％

福島 公立岩瀬病院組合 公立岩瀬病院 0．768 440 0．900 18？ 18．3％ 10．0％ 10－0％

福島 公立小野町地方綜合病院組合 公立小野町地方綜合病院 0．896 98 0．905 173 9．5％ 9．5％ 9．5％

福島 相馬方部衛生組合 公立相馬総合病院 0．885 H8 0．887 215 1一．3％ 1一．3％ 1一．3％

茨城 北茨城市 総合病院 O．785 393 0．837 339 16．3％ 16．3％ 16．3％

茨城 笠間市 笠間市立病院 O．787 390 O．960 95 4．0％ 4．0％ 4．O％

（備考） 目標節減率とは、 現実値と目標値の乖離を現実値で除したものである。
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付表 全国836病院のDEA効率値、 順位、 目標節減率 （続き）

CRSモデル
属性 地域

VRSモデル インプット目標節減率：VRS
病院

効率値 順位 効率償 順位 職員給与 固定資産 その他

茨城 つくば市 市立病院 0．481 829 0．621 798 37．9％ 51．9％ 37．9％

茨城 筑画布 筑画布民病院 0．687 671 0．725 644 32．1％ 27．5％ 2？．5％

茨城 県西繕合病院組合 県西総合病院 O．689 舳 0．825 3？8 34．1％ 50－6％ 17．5％

栃木 小山市 』・山市民病院 O－822 274 0．838 337 16．2％ 16．2％ 16．2％

栃木 南那須地区広域行政事務組合 那須南病院 0．740 528 0．741 610 25．9％ 54．5％ 25．9％

群馬 伊勢崎市 伊勢崎市民病院 0．885 118 0．966 90 6．2％ 3．4％ 3．4％

群馬 渋川市 渋川総合病院 O．563 808 0．565 822 43．5％ 58．6％ 43．5％

群馬 藤岡市 藤岡市国民健康保険鬼石病院 O．884 I21 0．885 219 11．5％ H．5％ 11．5％

群馬 安中市 公立碓氷病院 0．822 274 0．822 384 17．8％ 17．8％ 17．8％

群馬 桐生地域医療組合 桐生厚生総合病院 0．863 16I 0．949 103 5．1％ 5．1％ 5．1％

群馬 多野藤岡医療事務市町村組合 公立藤岡総合病院 0．856 1η O．8η 233 12．3％ 13．5％ 12．3％

群馬 邑楽館林医療事務組合 館林厚生病院 0．798 344 O．806 429 19．4％ 19．4％ 19．4％

群馬 富岡地域医療事務組合 富岡総合病院 0．823 268 0．914 157 16．5％ 26．O％ 8．6％

群馬 富岡地域医療事務組合 七日市病院 1．000 1 I．000 1 0．096 O．α％ O．α％

群馬 下仁田南牧医療事務組合 下仁田厚生病院 0．865 158 0．866 265 13．4％ 13．4％ 13．4％

埼玉 ll口市 医療センター O．757 〃8 0．812 409 18．8％ 55．8％ 18．8％

埼玉 秩父市 市立病院 0．フ96 352 0．79？ 452 20．3％ 25．4％ 20．3％

埼玉 所沢市 市民医療センター 0．494 825 0．503 831 49．7％ 50－2％ 49．フ％

埼玉 飯能市 市立病院 O．739 530 0．ηO 531 23．O％ 66．3％ 23．O％

埼玉 東松山市 市民病院 0．752 500 O．815 405 18．5％ 18．5％ 一8．5％

埼玉 春日部市 春日部市立病院 O．721 592 0．726 643 2？．4％ 27．4％ 27．4％

埼玉 草加市 草加市立病院 O．758 4η 0．785 487 2一．5％ 21．5％ 21，5％

埼玉 越谷市 越谷市立病院 0．？82 401 0．845 327 19．8％ 一5．5％ 15．5％

埼玉 蕨市 市立病院 0．762 462 0．843 331 15．7％ 一5．7％ 15．7％

埼玉 志木布 市民病院 0．819 283 0．827 373 一7．3％ 17．3％ 17．3％

埼玉 j・鹿野町 国民健康保険町立小鹿野中央病院 0．691 660 O．691 715 30．9％ 35．1％ 30．9％

千葉 市』11市 リハビリテーシ目ン病院 O．879 12？ 0．883 222 1一．7％ 70．4％ 11．？％

千菜 船橋市 医療センター O．798 344 0．825 378 17．5％ 38．6％ 17．5％

千葉 松戸市 国保松戸市立病院 O．η9 412 0．948 105 24．2％ 5．2％ 5．2％

千葉 松戸市 福祉医療センター東松戸病院 0．723 586 0．723 648 27．7％ 34．o％ 27．？％

千葉 旭市 総合病院国保旭中央病院 0．892 103 1．O00 1 0．0％ 0．0％ O－0％

千葉 鴨川市 国保病院 0．991 35 1，000
一 0．0％ 0．0％ O．α％

千葉 南房総市 南房総市立富山国保病院 O．900 91 O－901 183 9．9％ 9．9％ 9．％

千葉 匝瑳市 国保匝瑳市民病院 α709 629 O．709 683 29．1％ 56．6％ 29．1％

千葉 多古町 国保多古中央病院 O．728 567 O．η8 512 2τ．5％ 67．5％ 22．2％

千葉 東庄町 国保束庄病院 O．744 517 0．η4 520 22．6％ 48．一％ 22．6％

千葉 大網白里町 国保大網病院 O．725 583 0．？29 637 27．1％ 34．9％ 27．1％

千葉 横芝光町 東陽病院 0．746 512 0．74？ 594 25．3％ 45．1％ 25．3％

千葉 浦安市市川市病院組合 浦安市川市民病院 O．49一 82？ 0．5η 8－7 43．8％ 42．3％ 42．3％

千葉 香取市東庄町病院組合 1・見川総合病院 O．765 ψ9 O．767 539 23．3％ 23．3％ 23．3％

千葉 組合立国保成東病院 国保成東病院 0．707 634 0．759 560 33．3％ 32．1％ 24．1％

千葉 国保国吉病院組合 いすみ医療センター O，768 桝O O．8－2 409 18．8％ 49．2％ 一8．8％

千葉 君津中央病院企業団 君津中央病院 0．92？ 62 1．㎝
一 0．0％ 0．0％ O．O％

千葉 君津中央病院企業団 君津中央病院大佐和分院 1．000 1 1．000 1 0．0％ 0．0％ 0．O％

千葉 長生郡市広域市町村圏組合 公立長生病院 0．？ω 454 α764 548 23，6％ 23．6％ 23．6％

東京 青梅市 総合病院 0．888 1－0 0．967 89 3．3％ 3．3％ 3．3％

東京 町田市 町田市民病院 0．690 662 α723 648 27．7％ ∬．4％ 27．7％

東京 員野市 市立病院 O．706 636 0．755 5？5 24．5％ 48．1％ 24．5％

東京 稲城市 市立病院 0．73I 563 0．740 612 26．0％ 26．0％ 26．O％

東京 奥多摩町 奥多摩病院 α467 831 0．576 8－8 42．4％ 66．3％ 42．4％

東京 八丈町 八丈病院 0．914 ？6 0．915 155 8．5％ 41．7％ 8．5％

東京 阿伎留病院組合 阿伎留医療センター 0．702 639 0．？04 691 296％ 64．1％ 29．6％

東京 昭和病院組合 公立昭和病院 0．765 449 0，872 246 20．3％ 12．8％ 12．8％

東京 福生病院組合 公立福生病院 0．588 795 0．589 809 41．1％ 68．8％ 4一．1％

（備考） 目標節減率とは、 現実値と目標値の乖離を現実値で除したものである。
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付表 全国836病院のDEA効率値、 順位、 目標節減率 （続き）

属性
CRSモデル

地域
VRSモデル

病院
インプット1ヨ標節減率1VRS

効率値 順位 効率値 順位 職員給与 固定資産 その他

神奈川 横須賀布 市民病院 0．781 406 0．808 421 20．7％ 19．2％ 19．2％

神奈川 平塚布 平塚市民病院 α8η 130 O．912 一63 8．8％ 8．8％ 8．8％

神奈川 藤沢市 藤沢市民病院 0．851 185 O．912 163 8．8％ 8．8％ 8．8％

神奈川 小田原市 市立病院 σ819 283 O．829 367 ，7，1％ 17．1％ 17一％

神劇11 茅ヶ崎市 市立病院 0．763 457 σ787 479 21．3％ 52．O％ 21．3％

神奈」ll 三浦浦 市立病院 0．715 6－3 0．717 665 28．3％ 65．7％ 28．3％

神奈川 厚木市 市立病院 0．635 τ53 0．686 ？23 31．4％ 31．4％ 31．4％

神奈111 大和布 市立病院 0．756 481 O．784 491 2一、6％ 35．1％ 21．6％

新潟 見附市 見附市立病院 0．579 800 0．579 815 42．1％ 42．8％ 42．1％

新潟 阿賀野市 水原郷病院 0．805 322 0．843 331 15．？％ 15．7％ 15．7％

新潟 佐渡市 佐渡市立両津病院 O．？33 556 0．733 631 26．7％ 26．7％ 26．7％

新潟 佐渡布 佐渡市立柏川病院 0．63一 754 0．669 749 33．1％ 33．1％ 33．1％

新潟 魚沼市 堀之内病院 0．659 720 O．678 735 32．2％ 32．2％ 32．2％

新潟 南魚沼市 ゆきぐに大和病院 0．792 369 0．874 240 15．4％ 16．5％ 12．6％

新潟 津南町 津南病院 0．978 36 1．000 1 O．O％ O．O％ 0．O％

富山 富山市 富山市民病院 0．738 535 0．786 484 23．1％ 21．4％ 21．4％

富山 高岡市 高岡市民病院 0．849 189 0．882 225 1一．8％ 48．4％ 11．8％

宮山 黒部市 黒部市民病院 O．868 一46 O．902 一81 9．8％ 9．8％ 9．8％

富山 砺波市 市立砺波総合病院 O．81一 307 O．859 286 14．1％ 25．9％ M．1％

富山 南砺市 南砺市民病院 0．η8 415 0．849 317 20．？％ 62．6％ 15．1％

富山 南砺市 公立南砺中央病院 o．ω7 739 0．64？ η3 35．3％ 64．5％ 35．3％

富山 射水市 射水市民病院 0．805 322 0．809 417 19．1％ 19．1％ 19．1％

富山 上布町 かみいち総合病院 O．734 549 0．749 592 25．1％ 70．4％ 25．1％

富山 朝日町 あさひ総合病院 O．863 161 O．868 258 13．2％ 39．9％ 一3．2％

石川 金沢市 市立病院 0．フ82 401 O，791 471 20．9％ 2σ9％ 20．9％

石川 』・松市 ト松市民病院 0．825 262 O，854 302 14．6％ 14．6％ 14．6％

石川 輪島市 輪島病院 0．900 91 0．912 一63 8．8％ 52．2％ 8．8％

石川 珠洲市 珠洲市総合病院 σ812 302 σ86？ 263 13．3％ I3．3％ 13．3％

田11 加賀市 加賀市民病院 0．788 387 0．792 468 20．8％ 46，8％ 20．8％

石川 能美市 国民健康保険能美市立病院 0．694 654 O．695 707 30．5％ 60．7％ 3α5％

石川 津幡町 国保河北中央病院 0．η2 430 0、η4 520 22．6％ 22．6％ 22．6％

二石川 志賀町 富来病院 0．789 379 0．792 468 20．8％ 52．8％ 20．8％

石川 宝達志水町 国民健康保険志雄病院 O．906 88 0．917 一50 8．3％ 8．3％ 8．3％

1石川 穴水町 公立穴水総合病院 0．694 654 0．734 628 26．6％ 44．5％ 26．6％

田11 能登町 公立宇出津総合病院 0．807 3－6 0．853 306 14．7％ 48．5％ 14．？％

石えll 羽咋郡市広域圏事務組合 公立羽咋病院 0．860 167 0－860 284 14．O％ 18．8％ 14．0％

石川 白山石川医療企業団 公立松任石川中央病院 O．887 112 0．918 148 8．2％ 8．2％ 8．2％

利11 白山石川医療企業団 公立つるぎ病院 0．888 110 0．900 一87 10．0％ 51．5％ lO．O％

石jll 七尾鹿島広域圏事務組合 公立能登総合病院 α832 236 0．856 297 14．4％ 50．9％ 14．4％

福井 敦賀市 市立敦賀病院 α？42 523 0．757 57一 24．3％ 38．9％ 24．3％

福井 坂井市 坂井市立三国病院 O．826 260 0．834 349 16．6％ 70．1％ 16．6％

福井 越前町 国保織田病院 0．761 465 0．762 554 23．8％ 23，8％ 23．8％

福井 若狭町 国保上中病院 0．7－5 613 0．71， 6？3 28．5％ 55．5％ 28．5％

福井 公立小浜病院組合 』・浜病院 0．789 379 0．？93 464 20．7％ フ4．1％ 20．7％

福井 公立小浜病院組合 レイクヒルズ美方病院 0．703 638 0．706 689 29．4％ 49．8％ 29．4％

山梨 雫府市 甲府病院 0．697 ω6 0．709 683 29．一％ ω．1％ 29．1％

山梨 富士吉田市 国保市立病院 O，709 629 O．733 631 26．7％ 26．7％ 26．7％

山梨 都留市 市立病院 O．835 227 0．836 342 一6．4％ ψ．9％ 16．4％

山梨 大月市 中央病院 0．720 599 0．740 612 26．O％ 63．6％ 26．0％

山梨 韮崎市 国保市立病院 0．866 1，2 0．872 246 12．8％ 12．8％ 12．8％

山梨 北杜市 塩川病院 0，843 207 0．843 331 一5．7％ 48．9％ 15．7％

山梨 北杜市 甲陽病院 O．830 242 0．830 363 17．0％ 399％ 17．0％

山梨 制11三郷町 市川三郷町立病院 0．803 329 0．853 306 14．7％ 58．1％ 14．7％

山梨 身延町早川町国民健康保険病院一部組口 飯富病院 0．867 149 0．884 221 11．6％ 53．9％ n．6％

（備考） 目標節減率とは、 現実値と目標値の乖離を現実値で除したものである。
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付表 全国836病院のDEA効率値、 順位、 目標節減率 （続き）

属性
CRSモデル

地域
VRSモデル

病院
インプット目標節減率：VRS

効率値 順位 効率値 順位 職員給与 固定資産 その他

長野 上田市 上田市産院 1．000 1 1．000 1 O．0％ 0．O％ 0．O％

長野 岡谷市 岡谷病院 0．798 3側 0．830 363 一9．9％ 17．O％ 17．0％

長野 岡谷市 健康保険岡谷塩嶺病院 0．820 279 0．857 291 14．3％ 14．3％ 14．3％

長野 飯田市 市立病院 0．831 239 O．900 187 12．6％ 一〇．0％ Iα0％

長野 大町市 大町総合病院 O．7η 417 0．802 443 19．8％ 36．1％ 19．8％

長野 佐久布 国保浅間総合病院 0．800 337 0．8？2 246 25．0％ 46．3％ 12．8％

長野 東御市 東御市民病院 0．650 733 O．650 766 35．0％ 57．7％ 35．O％

長野 佐久穂町 佐久穂町立千曲病院 0．763 457 0．783 495 21．7％ 2一．？％ 21．フ％

長野 軽井沢町 国保嘔井沢病院 O．5仰 815 O．547 827 45．3％ 6ア7％ 45．3％

長野 辰牙町 辰野総合病院 O．723 586 0．758 569 24．2％ 26．0％ 24．2％

長野 波田町 波田総合病院 O．900 91 0．901 183 9．9％ 10．6％ 9．9％

長野 信濃町 信越病院 O．754 487 0．906 η1 22．O％ 9．4％ 9．4％

長野 飯編町 飯細町立飯編病院 0．805 322 0．817 398 18，3％ 66．2％ 18．3％

長野 両小野国保病院組合 繭小昇国保病院 0．5η 801 0．830 363 17．0％ 51．3％ 17．0％

長野 伊那中央行政組合 伊那中央病院 O．828 250 0．858 289 14．2％ 37．9％ 14．2％

長野 伊南行政組合 昭和伊南総合病院 0．689 664 O．705 690 29．5％ 29．5％ 29－5％

長野 師訪中央病院組合 組合立諏訪中央病院 O．811 307 O．864 269 21．2％ 33．一％ 13．6％

長野 依田窪医疲福祉事務組合 国保依田窪病院 0．859 171 0．864 269 13．6％ 13．6％ 13．6％

岐阜 岐阜市 岐阜市民病院 0．886 1M 0．922 143 7．8％ 7．8％ 7．8％

岐阜 大垣碗 大垣市民病院 0．927 62 1．000 1 O．O％ 0．0％ O．0％

岐阜 多治見市 多治見市民病院 O．652 731 0．6？2 ？44 32．8％ 40．1％ 32．8％

岐阜 中津川市 総合病院中潮11市民病院 α768 440 O．781 502 21．9％ 21．9％ 21．9％

岐阜 中津川市 国民健康保険坂下病院 0．755 486 0．7∬ 575 24．5％ 72．8％ 24．5％

岐阜 美濃市 美濃病院 O．869 143 0．870 253 13．0％ 13．0％ 一3．α％

岐阜 羽島市 羽島市民病院 0．？84 398 0．785 487 21．5％ 21．5％ 21．5％

岐阜 恵那市 国民健康保険」：矢作病院 0．？21 592 0．723 648 27．τ％ 31．8％ 27．7％

岐阜 土岐市 土岐市立総合病院・駄知診療所 O，738 535 O．759 560 24．1％ 39．7％ 24．一％

岐阜 飛騨市 国民健康保険飛騨市民病院 O．815 299 0．853 306 14．フ％ 56．6％ 14．7％

岐阜 郡上市 郡上市民病院 0．843 207 0．894 201 10．6％ 67．7％ 10．6％

岐阜 郡上市 郡上市国保白鳥病院 O，753 494 O．780 50？ 22．0％ 仰．6％ 22．0％

岐阜 下呂市 下呂市立金山病院 0．701 642 0．751 587 24．9％ 24．9％ 24．9％

岐阜 関ケ原町 国保関ケ原病院 O，751 504 0．752 584 24．8％ 37．7％ 24．8％

静岡 沼津市 市立病院 O．745 515 0．760 557 24，0％ 24．O％ 24．0％

静岡 富士宮布 市立病院 0．857 175 0．875 239 12．5％ 12．5％ 12．5％

静岡 島田市 島田市民病院 0．788 387 O．904 一78 19．7％ 9．6％ 9．6％

静岡 富士市 中央病院 0．785 393 0．929 134 16．2％ 7．1％ 7．1％

静岡 磐囲市 総合病院 α821 276 0．852 314 14．8％ 38．8％ 14．8％

静岡 焼津市 焼津市立総合病院 α736 541 0．838 33フ 26．7％ 16．2％ 16．2％

静岡 掛川市 総合病院 O．829 2仰 O．853 306 14．フ％ 14，7％ 14．7％

静岡 藤枝市 藤枝市立総合病院 0．726 580 0．819 390 24．6％ 36．2％ 18．1％

静岡 袋井市 袋井市民病院 O．726 580 0．727 640 27．3％ 27．3％ 27．3％

静岡 御前崎市 市立脚餉崎総合病院 O．619 τ68 0．619 799 38．1％ 70．9％ 38．1％

静岡 菊川市 菊川市立総合病院 O．”6 609 O．716 668 28．4％ 仰．9％ 28．4％

静岡 森町 公立森町病院 0．711 622 o．711 6τ8 28．9％ 33．8％ 28，9％

静岡 共立蒲原総合病院組合 共立蒲原総合病院 0．618 η0 O，700 697 30．0％ 53．5％ 30．0％

静岡 榛原総合病院組合 榛原総合病院 0．702 639 0．709 683 29．1％ 73．6％ 29．1％

静岡 湖西市・新居町広域施設組合 共立湖西総合病院 0．582 フ9フ σ583 8I2 41．7％ 41．7％ 41．フ％

愛知 豊橋市 豊橋市民病院 0．837 222 0．935 124 6．5％ 6．5％ 65％

愛鈎 岡崎市 岡崎市民病院 α808 313 0．856 297 M．4％ 31．6％ 14．4％

愛知 一宮市 一官市立市民病院 0．8？6 一33 0．932 130 6．8％ 6．8％ 6．8％

愛知 一官市 一官市立尾西市民病院 O．585 796 O．586 8H 41．4％ 41．4％ 41．4％

愛知 一宮市 一宮市立木曽川市民病院 0．766 何5 0．768 535 23．2％ 23．2％ 23．2％

愛知 半田市 半田病院 0．868 146 0．8η 233 12．3％ 一2．3％ 12．3％

愛知 春日井市 春日井市民病院 O－803 329 0．857 291 14．3％ 40．7％ 14．3％

（備考） 目標節減率とは、 現実値と目標値の乖離を現実値で除したものである。
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付表 全国836病院のDEA効率値、 順位、 目標節減率 （続き）

CRSモデル VRSモデル インプット目標節減率：VRS
属性 地域 病院

効率値 順位 効率値 順位 職員給与 固定資産 その他

愛知 豊川市 割11市民病院 0．879 127 0．939 117 6．1％ 6．1％ 6．一％

愛知 津島市 津島市民病院 0．？5？ 478 0．η6 518 22．4％ 48．3％ 22．4％

愛知 碧南市 碧南市民病院 0．681 684 0．720 660 28．0％ 43．1％ 28．O％

愛知 西尾市 西尾市民病院 0．753 494 α769 534 23．1％ 23．1％ 23．1％

愛知 蒲郡市 蒲郡市民病院 0．682 678 0．688 7－9 31．2％ 54．6％ 31．2％

愛知 常滑市 常滑市民病院 0．716 609 0．η3 524 22．7％ 22．7％ 22．7％

愛知 小牧市 』・牧市民病院 0．935 52 0，986 ？3 1．4％ 1．4％ 1．4％

愛知 稲沢市 稲沢市民病院 0．670 699 0．760 557 24．O％ 24．0％ 24．O％

愛知 新城市 新城市民病院 0．65？ 725 0．702 695 29．8％ 59．4％ 29．8％

愛知 東海市 東海市民病院 0．739 530 0．759 560 24．1％ 24．1％ 24．一％

愛知 東海市 東海市民病院分院 一．ooo 1 1．000 1 O．0％ O．0％ O－O％

愛知 知多市 知多市民病院 O．676 691 O．681 ？33 31．9％ 31．9％ 3一．9％

愛知 高浜市 市立病院 O．363 836 0．395 836 60．5％ 78．4％ 60．5％

愛知 三好町 三好町民病院 0．650 733 0．650 766 35．0％ 66．？％ 35．O％

愛知 公立尾陽病院組合 尾陽病院 O．556 812 0．607 804 39．3％ 393％ 39．3％

愛知 公立陶生病院組合 公立陶生病院 O．850 一86 0．9－7 150 8．3％ 8．3％ 8．3％

三重 四日市市 四日市病院 0．998 32 1．O00 1 0．0％ 0．O％ O．0％

三重 伊勢市 市立伊勢総合病院 0．780 410 0．902 181 17．9％ 9．8％ 9．8％

三重 松阪市 松阪市民病院 0．817 292 0．829 367 η．1％ 17．1％ η．1％

三重 桑名市 桑名市民病院 0．816 296 0．897 196 14．6％ 10．3％ 10．3％

三重 名張市 名張市立病院 0．649 735 0．649 769 35．1％ 58．8％ 35．1％

三重 尾鷲市 尾鷲総合病院 0．798 344 0．800 ψ6 20．O％ 20．0％ 20．0％

三重 亀山市 市立医療センター O．608 783 0．608 803 39．2％ 59．4％ 39．2％

三重 志摩市 国民健康保険志摩市民病院 0．542 817 0．554 826 44．6％ 71．9％ 44．6％

三重 伊賀市 伊賀市立上野総合市民病院 O．695 651 O．711 678 28．9％ 28．9％ 28．9％

三重 大台町 報徳病院 O．781 406 0．810 414 19．0％ ψ．4％ 19．O％

三重 玉城町 国保玉城病院 O．782 401 0．787 479 21．3％ 23．3％ 21．3％

三重 南伊勢町 町立南伊勢病院 O．フ65 449 0．809 4η 28．9％ 一9，1％ 19．1％

三重 紀南病院組合 紀南病院 0．789 379 O．793 464 20．7％ 492％ 20．7％

滋賀 大津市 大津市民病院 O．η9 4－2 0．83I 358 一8．0％ 28．5％ 16．9％

滋賀 彦根市 市立病院 0．η3 427 0．805 434 一9．5％ 49．？％ 19．5％

滋賀 長浜市 長浜病院 0．η1 432 0．869 256 20．6％ 13．一％ 13．1％

滋賀 近江人帽市 近江八幅市立総合医療センター 0．766 445 0．804 437 19．6％ 19．6％ 196％

滋賀 守山市 守山市民病院 0．723 586 O．806 429 一9．4％ 67．7％ 194％

滋賀 甲賀市 信楽中央病院 0．734 549 0．フ43 60フ 25．7％ 62．？％ 25．τ％

滋賀 高島市 公立高島総合病院 O．7η 417 0．866 265 13．4％ 13．4％ 13．4％

滋賀 束近江市 東近江市立蒲生病院 O．605 785 0．642 780 396％ 35．8％ 35．8％

滋賀 東近江市 束近江市立能登川病院 O．663 713 0．694 ？08 30．6％ 47，8％ 30．6％

滋賀 公立甲賀病院組合 公立甲賀病院 O．860 167 1．000 1 0．0％ 0．O％ O．0％

滋賀 伊香郡病院組合 湖北総合病院 O．？95 355 0．819 390 18．1％ 54．1％ 18．1％

京都 福知山市 福知山市民病院 0．866 一52 0．903 179 9．フ％ 9．7％ 9．7％

京都 桑鶴市 気納市民病院 O．402 835 0．402 835 59．8％ 70．7％ 59．8％

京都 倉岡市 市立病院 0．691 660 0．692 712 30．8％ 仰．2％ 30，8％

京都 京丹後布 京丹後市立弥栄病院 O．721 592 o．η1 530 22．9％ 22．9％ 22．9％

京都 京丹後布 京丹後市立久美浜病院 O．785 393 0．796 455 20．4％ 20．4％ 20．4％

京都 京丹波町 国保瑞穂病院 0．ω9 735 0，698 700 30．2％ 69．O％ 30．2％

京都 国民健康保険南月病院組合 国保南月病院 0．836 226 0．871 249 12．9％ 31．9％ 12．9％

京都 国民健康保険山城病院組合 国保山城病院 0．838 219 O．863 275 13．7％ 13．7％ 13．7％

大阪 岸和囲市 岸和囲市民病院 0．789 3？9 O．840 335 16．O％ 21．3％ 一60％

大阪 豊中市 豊中病院 0．789 379 0．836 342 一6．4％ 16．4％ 一6．4％

大阪 池岡市 池囲病院 0，754 487 0．η9 511 22．1％ 4？．8％ 2Z1％

大阪 吹岡市 吹田市民病院 0．826 260 0．853 306 14．7％ 14．7％ 147％

大阪 泉大津市 市立病院 O．837 222 0．857 291 14．3％ 一4．3％ 14．3％

大阪 貝塚市 貝塚病院 O．727 574 0．735 626 26．5％ 26．5％ 26．5％

（備考） 目標節減率とは、 現実値と目標値の乖離を現実値で除したものである。
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付表 全国836病院のDEA効率値、順位、 目標節減率 （続き）

CRSモデル VRSモデル インプット日摂節減率：VRS
属性 地域 病院

効率値 順位 効率値 順位 職員給与 固定資産 その他

大阪 枚方市 枚方市民病院 0．859 一？一 0．989 刀 lO．O％ 1．1％ I．1％

大阪 八尾市 市立病院 0．728 567 0．760 557 24．0％ 24．1％ 24．O％

大阪 泉佐野市 泉佐野病院 O．784 398 0．806 429 19．4％ 一9．4％ 19－4％

大阪 松原市 松原病院 0．593 791 0．649 769 35．1％ 35．1％ 3S．1％

大阪 和泉市 市立病院 0．708 632 0．708 688 29．2％ 29．2％ 29．2％

大阪 箕面市 市立病院 0．760 4？0 O．η6 518 22．4％ 22．4％ 22．4％

大阪 柏原市 柏原病院 0．670 699 0．672 フ44 32．8％ 35．2％ 32．8％

大阪 藤井寺市 藤井寺市民病院 1．000 1 1．000
一 0．σ％ 0，0％ 0．O％

大阪 東大阪市 総合病院 O．824 265 0．8τ0 250 13．o弓毛 13．o弓毛 13．o弓毛

大阪 阪南市 市立病院 O．625 761 O．702 695 29．8％ 29．8％ 29．8％

兵庫 明石市 市民病院 0．751 504 σ766 542 23．4％ 23．4％ 23．4％

兵庫 西宮市 中央病院 0．731 563 0．781 502 21．9％ 21．9％ 21．9％

兵庫 芦屋市 芦屋病院 0．669 703 0．670 747 33．0％ 33．0％ 33．0％

兵庫 伊丹市 伊丹病院 O．794 358 0．805 434 19．5％ 49．5％ 一9，5％

兵庫 相生市 相生市民病院 0．7η 417 0．853 306 M．7％ 14．？％ 14．7％

兵庫 加古川市 加古川市民病院 0．824 265 0．881 227 11．9％ 21．5％ 11．9％

兵庫 赤穂市 赤穂市民病院 0．928 60 α984 74 1．6％ 7．1％ 1．6％

兵庫 西脇市 西肥病院 0．793 363 0．794 461 20．6％ 20．6％ 20．6％

兵庫 宝塚市 市立病院 O．η9 412 0．833 354 16．7％ 一6．7％ 16－7％

兵庫 三木市 三木市民病院 0．738 535 0．739 616 26．1％ 26．1％ 26」％

兵庫 高砂市 高砂市民病院 0．739 530 0．786 484 22．7％ 22．2％ 2一．4％

兵庫 11酉市 1晒病院 O．？57 478 O．788 476 21，2％ 21．2％ 21．2％

兵庫 』・野市 ト野市民病院 o．793 363 0．フ94 461 20．6％ 20．6％ 20．6％

兵庫 三田市 三回市民病院 O．？59 474 0．η4 520 22．6％ 22．6％ 22－6％

兵庫 加西市 加西病院 0．835 227 α868 258 13．2％ I3．2％ 13．2％

兵庫 宍粟市 公立宍粟総合病院 0．825 262 0．828 369 17．2％ 39．8％ 一7．2％

兵庫 加東市 加東市民病院 O．766 仙5 O．η8 512 22．2％ 22．2％ 22．2％

兵庫 たっの市 たっの市立御津病院 O．782 401 ¢859 286 14．一％ 14．一％ 141％

兵庫 神河町 公立神崎総合病院 O．η3 427 0．861 28一 13．9％ 32．3％ I3．9％

兵庫 香美町 公立香住病院 α763 457 0．7η 515 22．3％ 50．6％ 22．3％

兵庫 新温泉町 浜坂病院 0．687 671 0．689 7η 3一．1％ 31．1％ 31．1％

兵庫 公立豊岡病院組合 公立豊岡病院 O．818 288 0．861 281 13．9％ I8．3％ 13．9％

兵庫 公立豊岡病院組合 公立豊岡病院同高医療センター 0．956 41 1．000 1 0．σ％ O．0％ 0．O％

兵庫 公立豊岡病院組合 公立豊岡病院出石医療センター 0．？95 355 0．795 458 2α5％ 20．5％ 20．5％

兵庫 公立豊岡病院組合 公立朝来梁瀬医療センター 0，699 643 0．715 6？3 28．5％ 78．5％ 28．5％

兵庫 公立豊岡病院組合 公立朝来和田山医疲センター 0．フ63 457 0．81フ 398 18．3％ 一8．3％ 一8．3％

兵庫 公立ハ鹿病院組合 公立八鹿病院 0．850 186 0．982 76 11．3％ 74．1％ 1．8％

兵庫 公立ハ鹿病院組合 公立村岡病院 0．686 674 0．”9 662 28．一％ 55．4％ 28．一％

奈良 大和高田市 大和高岡市立病院 0．865 158 0．876 237 12．4％ 12．4％ 12．4％

奈良 天理市 天理市立病院 0．747 510 0．831 358 19．3％ 16．9％ 16．9％

奈良 宇陀市 宇陀市立病院 0．909 81 1，000 1 O．O％ O．O％ O．O％

奈良 吉野町 国保吉野病院 0．745 515 0．746 599 25．4％ 44．3％ 25．4％

奈良 大淀町 大淀病院 0．768 440 0．806 429 19，4％ 39．4％ 19．4％

奈良 国保中央病院組合 国保中央病院 0．809 3H 0．810 4－4 19．0％ 38．9％ 19，0％

和欧山 海南市 海南市民病院 0．？60 470 0．841 334 η．フ％ 一5．9％ 15．9％

和歌山 橋本市 橋本市民病院 O－802 334 0．816 401 一8．4％ 24．8％ 18．4％

和歌山 有田市 市立病院 0．8η 130 0．880 229 螂．0％ 12．0％ 12．o％

和歌山 新官市 医療センター O．817 292 O．836 342 16．4％ 1σ4％ 16．4％

和歌山 高野町 高野山病院 0．717 605 0．827 373 17．3％ η．3％ 17．3％

和歌山 すさみ町 国保すさみ病院 0．727 5？4 α734 628 26．6％ 26．6％ 26，6％

和歌山 那智勝浦町 温泉病院 0．909 81 σ987 72 1．3％ 1．3％ 1．3％

和歌山 串本町 国保直営串本病院 O一？99 340 0．807 424 19．3％ 一9．3％ 19．3％

和歌山 串本町 国保古曲I1病院 0．889 109 O．896 一97 一2．9％ 10．4％ 10．4％

和歌山 国民健康保険野上厚生病院組合 国保野上厚生総合病院 0．717 605 0．71τ 665 28．3％ 51．8％ 28．3％

（備考） 目標節減率とは、現実値と目標値の乖離を現実値で除したものである。
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付表 全国836病院のDEA効率値、 順位、 目標節減率 （続き）

属性 地域
CRSモデル VRSモデル インプット目標節減率＝VRS

病院
効率値 順位 効率値 順位 職員給与 固定資産 その他

和歌山 公立那賀病院経営事務組合 公立那賀病院 0．838 219 0．858 289 14．2％ 14．2％ 14．2％

和歌山 御坊市外五ヶ町病院経営事務組合 国保目高総合病院 α8τ1 142 0．933 129 18．4％ 31．7％ 6．フ％

和歌山 公立紀南病院組合 社会保険紀南病院 0．827 254 1．㎜ 1 O．O％ O．O％ O．O％

鳥取 鳥取市 市立病院 O．800 337 0．810 414 19，0％ 33．9％ 一9－0％

鳥取 岩美町 国保岩美病院 0．？94 358 0．816 401 18．4％ 71．9％ 一8．4％

鳥取 智頭町 国保智頭病院 o．799 340 0．812 409 18．8％ 72．6％ 一8．8％

鳥取 日南町 同南町国民健康保険同南病院 O．801 336 0．804 437 19．6％ 一9．6％ 196％

鳥取 日野病院組合 日野病院 0．820 279 0．824 382 17．6％ 47．8％ 17．6％

島根 松江市 市立病院 0．754 487 O．784 491 2I．6％ 69．8％ 21．6％

島根 出雲市 出雲市立総合医療センター O．834 231 O．834 349 16．6％ I6．6％ 16．6％

島根 大田市 市立病院 0．806 318 O．807 424 19．3％ 19．3％ 19．3％

島根 安来市 安来市立病院 O．852 182 0．854 302 14．6％ 36．9％ 14．6％

島根 奥出雲町 奥出雲町立奥出雲病院 O．909 81 O．915 155 8．5％ 65．7％ 8．5％

島根 飯南町 飯南町立飯南病院 O．630 755 0．66フ 750 33．3％ 63，5％ 33．3％

島根 公立雲南総合病院組合 公立雲南総合病院 0．876 133 0．876 237 12．4％ 12．4％ 12．4％

島根 邑智郡公立病院組合 公立邑智病院 O．7－9 600 0．721 656 27，9％ 62．9％ 2？．9％

島根 隠岐広域連合 隠岐病院 O．717 605 α787 479 21．3％ 21．3％ 21．3％

岡山 岡山市 総合病院岡山市立市民病院 α886 一M 0．913 160 8．？％ 8．7％ 8．？％

岡山 岡山市 岡山市立せのお病院 α794 358 O．795 458 20，5％ 31．3％ 20．5％

岡山 岡山市 岡山市立金川病院 0．622 764 α642 ？80 35．8％ 35．8％ 35．8％

岡山 倉敷市 児島市民病院 0．619 768 0－646 η4 35．4％ 35．4％ 35．4％

岡山 玉野市 玉野市民病院 0．726 580 0一τ67 539 23．3％ 23．3％ 23．3％

岡山 笠岡市 笠岡市民病院 0．763 457 0．780 507 22．O％ 22．0％ 22．0％

岡山 井原市 井原市民病院 0．848 197 O．849 317 15．1％ 4一．3％ 一5．1％

岡山 高梁市 国保成羽病院 0．798 344 0．813 407 18．7％ 一8．7％ 18．？％

岡山 備前市 備前病院 0．78一 406 0．781 502 2一．9％ 51．5％ 21．9％

岡山 備前市 日坐病院 1．OOO 1 1．000 1 0．0％ O．O％ 0．O％

岡山 備前市 吉永病院 1．000
一

1．000 1 0．O％ 0．O％ 0．O％

岡山 瀬戸内市 瀬戸内市立瀬戸内市民病院 O．？46 512 0．772 527 22．8％ 22．8％ 22．8％

岡山 赤磐市 赤磐市立赤磐市民病院 O．661 716 0．700 697 30．O％ 31．O％ 30．0％

岡山 真庭市 真庭市国民健康保険湯原温泉病院 0．827 254 0．835 346 16．5％ 76．0％ 16．5％

岡山 美作市 美作市立大原病院 1．O00 一

1．000 1 o．σ％ O．O％ 0．O％

岡山 矢掛町 国保病院 0．793 363 0．793 榊 20．7％ 55．7％ 20－7％

岡山 鏡野町 国保病院 0．845 202 α848 319 15．2％ 15．2％ 一5．2％

岡山 岡山市久米南町国民健康保険病院組合 国保福渡病院 O．840 217 0．854 302 14．6％ 14．6％ 14．6％

広島 呉市 公立下蒲刈病院 0．756 481 0．η3 524 22．7％ 61．3％ 22．？％

広島 三原市 三原市立くい市民病院 O．734 549 0．783 495 21．7％ 21．7％ 21．7％

広島 尾道市 尾道市立市民病院 0－838 219 O．862 278 13．8％ 13．8％ 13．8％

広島 尾道市 尾道市公立みつぎ総合病院 0，6ω 7－2 0．690 刊6 3I．0％ 52，9％ 31．O％

広島 福山市 福山市民病院 0．930 58 0．992 69 0．8％ 0．8％ 0．8％

広島 府中市 府中北市民病院 0．790 3η 0．796 455 20．4％ 61．2％ 20．4％

広島 三次市 市立三次中央病院 0．882 一24 0．924 140 τ．6％ 7．6％ 7．6％

広島 庄原市 庄原市立西城市民病院 0．742 523 0．758 569 24．2％ 24．2％ 24．2％

広島 安芸太岡町 安芸太田病院 0．816 296 0．874 240 13．4％ 21．8％ 12．6％

広島 北広島町 北広島町豊平病院 0．753 494 0．753 580 24，7％ 66．6％ 24．？％

広島 世羅中央病院企業団 公立世経中央病院 0．847 199 0．848 319 I5．2％ 24．1％ 15．2％

山口 下関市 中央病院 0．798 344 0．825 3？8 1？．5％ 1？．5％ 17．5％

山口 下関市 豊田中央病院 O．659 ？20 0．659 758 34．一％ 34．9％ 34．1％

山口 萩市 市民病院 0．727 5？4 0．727 ω0 27．3％ 27．3％ 27．3％

山口 岩国市 岩国市立錦中央病院 0．？54 487 0．78一 502 21．9％ 21．9％ 21．9％

山口 岩国市 岩国市立美和病院 0．73？ 539 0．？8一 502 21．9％ 21．9％ 21．9％

山口 光市 光市立光総合病院 0．790 3η 0．791 471 20．9％ 20．9％ 20－9％

山口 光市 光市立大和総合病院 0．743 518 0．744 603 25．6％ 37．8％ 25．6％

山P 美祢市 市立病院 0．712 620 0．715 673 28．5％ 28．5％ 28．5％

（備考） 目標節減率とは、 現実値と目標値の乖離を現実値で除したものである。
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付表 全国836病院のDEA効率値、 順位、 目標節減率 （続き）

CRSモデル
属性

VRSモデル
地域

インプット目標節減率：VRS
病院

効率値 順位 効率値 順位 職員給与 固定資産 その他

山口 美祢市 美束病院 O．830 242 O．830 363 17．0％ 17．0％ 17．O％

山口 山陽小野田市 山陽小野田市民病院 0．832 236 0．846 323 15．4％ 15．4％ 15．4％

山口 周防大島町 周防大島町立東和病院 0．697 ω6 O．69？ 703 30．3％ 71．2％ 3α3％

山口 周防大島町 周防大島町立枯病院 O．657 τ25 0．721 656 2？．9％ 80．4％ 2？．9％

山口 周防大島町 周防大島町立大島病院 0．622 7“ α638 ？85 36．2％ ？4．9％ 36．2％

徳島 徳島市 徳島市民病院 O．”7 605 α739 616 26．1％ 63．8％ 26．1％

徳島 三好市 三野病院 α805 322 O．823 383 17．7％ 17．7％ 17．7％

徳島 勝浦町 国保勝浦病院 0．852 182 0－859 286 14．1％ 14．1％ 14．1％

衛島 那賀町 那賀町立上那賀病院 O．？28 567 0．744 603 25，6％ 25．6％ 25．6％

徳島 美波町 国保日和佐病院 1．000
一

1．000 1 0．O％ 0．0％ 0．0％

徳島 美波町 国保由岐病院 0．852 182 O．982 76 1．8％ 1．8％ 14．0％

徳島 潅腸町 海南病院 0．741 526 0．749 592 25．一％ 43．2％ 25．1％

徳島 つるぎ町 つるぎ町立半田病院 0．869 143 0．906 η1 9．4％ 45．1％ 9．4％

割11 高松市 市民病院 0．728 567 0．729 637 27．1％ 2？．1％ 27－1％

割11 高松市 塩江病院 0．736 541 0．？3？ 620 26．3％ 26．3％ 26，3％

香』11 高松市 香川病院 0．711 622 0．747 594 26．7％ 25．3％ 25．3％

香川 坂出市 市立病院 1．000 1 1．OOO 一 O．σ％ 0．O％ O．O％

香川 さぬき市 さぬき市民病院 0．810 309 1．OOO 1 0．α％ 0．σ％ O．O％

香』ll 三豊市 永康病院 0．820 2τ9 O．850 316 15．0％ 15．0％ 15．0％

香川 土庄町 国保土庄中央病院 O．876 133 O．953 98 4．7％ 4．？％ 4．7％

香』l1 ト豆島町 内海病院 O．827 254 0．837 339 16．3％ 50．0％ 16．3％

香川 綾川町 綾川町国民健康保険陶病院 O．886 114 α909 167 9．1％ 39．0％ 9．1％

香川 三豊総合病院組合 三豊総合病院 O．923 67 0．999 68 2．8％ α1％ O．1％

愛媛 宇和島市 市立宇和島病院 O．846 201 O．891 207 10．9％ 31．8％ 10．9％

愛媛 字和島市 宇和島市立吉田病院 0．820 279 0．825 378 17．5％ η．5％ 17．5％

愛媛 宇和島市 宇和島市立津島病院 0．830 242 O．831 358 16．9％ 39．4％ 1σ9％

愛媛 八幡浜市 市立人帽浜総合病院 o．749 508 0，787 仰9 21．3％ 21．3％ 21．3％

愛媛 西条市 西条市立周桑病院 0．5η 80一 0．624 796 40．9％ 37．6％ 37．6％

愛媛 大洲市 大洲病院 0．819 283 α882 225 11．8％ 19．8％ 11．8％

愛媛 西予市 市立字和病院 0．841 214 0．890 209 11．0％ 11．0％ 11．0％

愛媛 西予市 市立野村病院 0．917 72 0，932 130 6．8％ 6．8％ 6．8％

愛媛 久万高原町 国保病院 0．943 48 0．964 93 3．6％ 3．6％ 3．6％

愛媛 鬼北町 北宇和病院 1．000 1 1．O00 1 O．0％ 0．0％ 0．0％

愛媛 愛前町 愛前町国保一本松病院 0．859 171 0．860 284 14．0％ M．0％ 14．0％

高知 土佐市 土佐市民病院 α867 149 O．867 263 13．3％ 54．1％ 13．3％

高知 四万十市 市民病院 O，803 329 0．804 437 19．6％ 一9．6％ 19．6％

高知 本山町 嶺北中央病院 O．860 167 0．862 278 13．8％ 70．？％ 13．8％

高知 いの町 いの町立国民健康保険仁淀病院 0．808 3－3 0．809 417 19．一％ 19．1％ 19．一％

高知 佐川町 高北国保病院 σ834 231 0．837 339 16．3％ 38．9％ 16－3％

高知 梼原町 国保梼原病院 O，806 3－8 0．846 323 15．4％ 62，1％ 15．4％

高知 大月町 国保大月病院 1．000
一

1．000 1 0．0％ 0．0％ 0．0％

高知 高知県・高知市病院企業団 高無医療センター 0．？η 417 0．874 240 12．6％ 13．τ％ 12．6％

福岡 大牟田筋 総合病院 0．933 54 0．960 95 4．0％ 4．0％ 4．0％

福岡 田川市 市立病院 0．785 393 0．80一 444 19．9％ 55．8％ 19．9％

福岡 筑後市 市立病院 0．848 197 0．853 306 14．7％ 14．7％ 14．7％

福岡 中間市 市立病院 0．752 500 O．782 500 2I．8％ 21．8％ 21．8％

福岡 芦屋町 芦屋中央病院 α949 42 α950 102 5，O％ 5．O％ 5．o％

福岡 ト竹町 』・竹町立病院 O．η6 423 0．811 412 18．9％ 18．9％ 18．9％

福岡 鞍手町 町立病院 O．832 236 α834 349 16．6％ 16．6％ 16－6％

福岡 糸田町 緑ヶ丘病院 0．792 369 1．㎜ 1 0．O％ 0．0％ 0，O弓る

福岡 11崎町 町立病院 0．924 65 0．924 140 7．6％ 7．6％ 7．6％

福岡 公立八女総合病院企業団 公立八女総合病院 0．890 107 O．941 H3 5．9％ 5．9％ 5．9％

佐賀 佐賀市 佐賀市立富士大和温泉病院 0．743 518 0．759 560 24．1％ 61．5％ 24．一％

佐賀 唐津市 唐津市民病院きたはた 0．807 316 O．808 421 19．2％ 46．8％ 19．2％

（備考） 目標節減率とは、 現実値と目標値の乖離を現実値で除したものである。
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付表 全国836病院のDEA効率値、 順位、 目標節減率 （続き）

CRSモデル VRSモデル インプット圓標節減率：VRS
属性 地域 病院

効率値 順位 効率値 順位 職員給与 固定資産 その他

佐賀 多久市 市立病院 O．868 146 O．868 258 一3．2％ 13．2％ 13．2％

佐賀 伊万里市 市民病院 0．τ21 592 0．？23 648 27．7％ 27．7％ 27．7％

佐賀 武雄市 武雄市民病院 0．6？8 689 O．683 726 3一．7％ 31．7％ 3一．7％

佐賀 小城市 市民病院 O．825 262 α83一 358 一6．9％ 18．5％ 16．9％

佐賀 有田町 有田共立病院 0．946 43 0．948 105 5．2％ 5．2％ 5．2％

佐賀 大町町 町立病院 0．856 一η O．857 291 14．3％ M．3％ 14．3％

佐賀 太良町 町立太良病院 0．883 123 0－887 215 11．3％ 67．2％ H，3％

長崎 長崎市 長崎市立市民病院 0．922 68 1．000 1 0．O％ O，0％ O．0％

長崎 長崎市 長崎市立病院成人病センター 0．753 494 0．768 535 23．2％ 23．2％ 23．2％

長賄 長崎市 長崎市立野母崎病院 0．666 708 O．696 ？04 30．4％ 84．3％ 30．4％

長崎 長崎市 長崎市立琴海病院 0．7I2 620 0．733 631 26．？％ ？6．3％ 26．7％

長崎 佐世保市 市立総合病院 0，998 32 1．000 1 0，0％ 0．O％ σ0％

長崎 平戸市 国民健康保険平戸市民病院 0．863 161 0．864 269 13．6％ η．8％ 13．6％

長崎 平戸市 平戸市立生月病院 0．792 369 0．？92 468 20．8％ 2α8％ 20，8％

長崎 松浦市 国保松浦市民病院 0，667 705 O．7側 603 25．6％ 25．6％ 25．6％

長崎 壱岐市 壱岐市民病院 0．905 89 α905 173 9．5％ 45．0％ 95％

長崎 壱岐布 かたばる病院 o．85？ 1？5 0970 84 3．0％ 3．o円毛 3．㏄％

長崎 西海布 市立病院 O．732 558 0．737 620 33．3％ 56．8％ 26，3％

長崎 長崎県離島医療圏組合 五島中央病院 α764 454 0．η0 53一 23．0％ 23．O％ 23．O％

長崎 長崎県離島医療圏程合 富江病院 α728 567 0．736 622 26．4％ 34．6％ 26－4％

長崎 長崎県離島医療圏組合 奈留病院 O．609 781 0．682 ？29 31．8％ 52．眺 31．8％

長崎 長崎県厳島医療圏組合 上玉島病院 O．884 121 0．888 214 11．2％ 59．6％ H．2％

長崎 長崎県離島医療圏組合 奈良尾病院 0．655 727 O．フ33 63一 26．7％ 26．7％ 26．7％

長崎 長崎県離島医療圏組合 対馬いづはら病院 0．821 276 O．822 384 17．8％ 38．1％ 一7．8％

長崎 長崎県厳島医療圏組合 上対馬病院 0．7仰 510 O．？80 507 24．4％ 22．0％ 22．①％

長崎 長崎県離島医療圏組合 有川病院 O．914 76 0．931 132 6．9％ 57．3％ 6－9％

長崎 長崎県離島医療圏組合 中対馬病院 O．828 250 0．828 369 17．2％ 17，2％ η．2％

熊本 熊本市 熊本市民病院 0．885 118 0．968 86 4．9％ 3．2％ 3．2％

熊本 熊本市 熊本市民病院附属熊本産院 O，725 583 0．805 434 19．5％ 19－5％ 19．5％

熊本 八代市 国保市立病院 0．フ60 470 0．883 222 H．？％ 11．7％ 39．6％

熊本 荒尾市 荒尾市民病院 0．897 97 0．928 一36 H．2％ 7．2％ τ．2％

熊本 水俣市 国保総合医療センター 1．000 1 1．㎜ 1 0．0％ 0一㏄毛 O一α％

熊本 山鹿市 市立病院 O－806 318 O．856 297 一8．1％ 14．4％ 一4．4％

熊本 上天草市 上天車総合病院 0．863 一61 α968 86 15．7％ 39．9％ 3．2％

熊本 宇城市 字城市民病院 O．915 73 一．000 1 0．0％ 0．0％ α0％

熊本 阿蘇市 阿蘇市国民健康保険阻擦中央病院 0．？49 508 0．？80 507 22．0％ 22．0％ 22．02る

熊本 天草市 天草市立牛深市民病院 0．8ω 160 0．894 20一 10．6％ 43．τ％ 10．6％

熊本 天草市 天草市立栖本病院 0．621 766 0．796 455 20．4％ 85．4％ 20．4％

熊本 天草市 国民健康保険天草市立新和病院 0．819 283 O．846 323 15．4％ 71．一％ 15．4％

熊本 天草市 河浦病院 1．000 1 1．000 1 0．0％ o．o％ 0．眺

熊本 和水町 和水町立病院 O，8？2 141 0，901 183 99％ 24．9％ 9．9％

熊本 植木町 国保植木病院 0．？39 530 O．752 584 24．8％ 4一．9％ 24．8％

熊本 山都町 山都町立国民健康保険藤腸病院 0．834 231 0．92フ 137 35．4％ 7．3％ γ3％

熊本 玉名市玉東町病院組合 公立玉名中央病院 O．849 189 0．879 230 16．O％ 12．1％ 12，I％

熊本 』・国町外1ヶ町公立病院組合 』・国公立病院 1．000 1 1．000 1 O．0％ 0．O％ 0．0％

熊本 球磨郡公立多良木病院組合 多良木病院 O，918 70 O．919 147 8．1％ 8．1％ 8．一％

大分 中津市 中津市民病院 1．000 1 1．O00 1 O，α％ O．O％ 0．σ％

大分 杵築市 山香病院 O．912 78 0．913 160 8．？％ 33．8％ 8．7％

大分 豊後大野市 おかた病院 α845 202 0．846 323 15－4％ 63．8％ 15．4％

大分 国東市 国東市民病院 o．7η 417 α895 199 27．8％ 49．3％ 10．5％

宮崎 宮崎市 宮崎市立田野病院 0．814 300 0．818 39s 18，2％ 18．2％ 18．2％

宮崎 日南市 日南市立中部病院 O．765 ψ9 O．767 539 23．3％ 23．3％ 23．3％

宮崎 』・林市 1・林市民病院 1．000 1 1．000 1 0．0％ 0．0％ 0一σ％

宮崎 日向市 日向市立東郷病院 O．710 625 0．845 327 15．5％ 41．2％ 一5．5％

（備考） 目標節減率とは、 現実値と目標値の乖離を現実値で除したものである。
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付表 全国836病院のDEA効率値、 順位、 目標節減率 （続き）

串間市

えびの市

高原町

都農町

諸塚村

椎葉村

美郷町

高千穂町

日之影町

五ケ瀬町

鹿児島市

枕崎市

出水市

出水市

1ヨ置市

南さつま市

肝付町

沖縄県離島医療組合

市民病院

市立病院

国保高原病院

順位

52

340

539

749

728

322

64

622

45

40

－

247

51

1

8－

481

777

758

189

432

舳
470

549

283

78

順位

124

440

546

1

524

233

134

464

108

1

1

192

117

1

126

387

801

793

91

192

548

452

542

390

1

（備考） 目標節減率とは、 現実値と目標値の乖離を現実値で除したものである。
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第5章 地方税徴収効率の検証

1．問題の所在と本章の構成

 1970年代半ば以来の地方税徴収率の低下は、納税者間の税負担の公平を損な

い、納税意識に悪影響をもたらすだけではない。地方税収入の減少が地方団体の

財政状況を悪化させる一因となる一方で、滞納整理の新たな費用が発生する。

 ある年度の地方税収入を課税時点でみると、各税目ごとに現年課税分と滞納繰

越分に大きく区分することができる。現年課税分（調定額）のうち、納税分はそ

の年の税収入となるが、未納分が滞納税額として翌年以降に繰り越される。滞納

分の徴収は、滞納処分の執行停止や地方税の消滅時効といった不納欠損処理を行

うまで繰り越されるから、ある年の滞納繰越分とは、前年からの滞納と、前年以

前からの不納欠損処理分を除いた滞納の合計である。したがって、現年課税分の

徴収率が低ければ、それだけ滞納分の徴収事務に時間や労力を向けざるを得ず、

徴税費は上昇することになる。ここで、都道府県が公表する『市町村税課税状況

等の調』によれば、徴税費は、①人件費 ②需用費 ③報奨金及びこれに類する

経費に大きく分けることができる’〕。なかでも、人件費は、徴税費の大きな部分

を占めており、例えば、2006年度、政令市を含む大阪府下都市（政令市を除い

た場合）における人件費割合は769％（75．7％）に上っている2）。

 地方税収入の充実には、税源培養によって新たな税収の確保に取り組むことは

もちろん重要ではあるが、同時に「最少の徴税費で最大の税収をあげる」という、

1）徴税費のうち、①人件費は、税務事務を行う場合の組織及び管理に属する事務を執行する

税務職員に係る経費で、基本給・諸手当のほか、固定資産評価員や固定資産評価審査委員会委

員等の報酬が含まれる。②需用費は、市町村税の賦課徴収に直接要した経費で、臨時職員給与、

旅費・賃金、納税通知書等の印刷製本費、賦課事務を電算処理に係る電算経費等が含まれる。

③報酬企及びこれに類する経費は、徴税事務の円滑化に直接要した経費で、市町村民税（個

人）の納期前納付等に対する報奨金、納税貯蓄組合法に基づく組合又は基づかない組合等に対

する補助金・奨励金、納税期目広報等の経費が含まれる。宮崎県資料を参照。

2）労働コストから見た生産性格差の検証に関して、林・獺口（2004）、林・獺口・林田・鈴木

・若松・林（2009）を参照。
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地方税徴収の効率性を高めなければならない。

 地方税徴収の効率性を検証し、地方団体間で比較することは効率性改善の客観

的尺度として重要な意味を持つが、効率性比較のためには、地方団体にとって如

何ともしがたい要因が徴税費に影響する部分を取り除く必要がある。例えば、大

企業が多く立地する地方団体ではそれほどの手間をかけずに法人住民税を獲得で

きるし、給与所得者の多い住宅地では源泉徴収制度によって個人住民税の徴税費

は少なくて済む。このように、税目間で徴収の手間に相違があれば、税収構成は

徴税費に影響を与えるだろう。さらには、各地方団体が直面する社会・経済的水

準や地理的環境の相違といった地域特性にも、徴税費やアウトプット（ここでは

税収）は左右される。

 本章の目的は、2006年度、15の政令指定都市を含む782市を分析対象として、

地方団体の裁量が及ばない諸要因（非裁量要因）と、地方税徴収のコスト生産性

（単位コスト当たりアウトプットの量）との関連を推定し、本章における効率性

尺度である「乖離率」をもとに非裁量要因調整後の効率性を評価することである。

非裁量要因の調整によって、地方団体の裁量で改善できる部分（裁量要因）を主

要因とする地方団体間の効率性格差の実態を把握することができる。その上で、

裁量要因による効率性格差がどのような要因で生じているかを検討する。また、

コスト生産性分析と同様のデータにDEAを適用し、非裁量要因と技術効率性と

の関連に関して、両者の分析結果の比較を行う。

 本章の構成は以下の通りである。第2節では、地方税徴収の効率性に関わる先

行研究を整理し、本章における効率性評価尺度「乖離率」の考え方を示す。第3

節では、税目間で異なる徴収の手間、規模の経済性、地域特性といった非裁量要

因の調整を数量的に行い、裁量要因による地方税徴収の効率性格差の実態を明ら

かにする。その上で、効率性格差を生む裁量要因を具体的に探る。そして、第4

節では、コスト生産性分析（乖離率に基づく効率性評価）と同じインプット変数、

アウトプット変数にDEAを適用し、投入指向型モデルに基づく技術効率性を検

証する。その上で、非裁量要因とDEA非効率値との要因分析を行い、コスト生

産性分析とDEAの結果を比較する。
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2．地方税徴収における効率性評価の考え方

2．1．先行研究

地方税徴収効率の研究は、近年、様々な数量的手法で徐々に研究成果が蓄積さ

れ始めているものの、税の中立性、公平性、応益性・普遍性・安定性に注目した

研究に比べて、まだまだ数少ない状況がある3）。表5－1は、地方税徴収効率に

関する先行研究を整理したものである。近年の研究成果のうち、特に市町村を対

表5－1 地方税徴収効率に関する先行研究

既存研究 手法 サンプル 上段：アウトプット、被説明変数／下段：インプット、説明変数 研究の主な成果

西川（2006） LS 市区町村 徴収率 小規模団体では、高い徴税費

1975－2001 徴収費用、徴税職員1人当たり基本給や手当、住民1人当た 用が徴収率上昇の制約。徴収

り報奨金、住民1人当たり職員数、繰越滞納分欠損率、地 率上昇に諸手当引き上げが有

方税収割合、固定資産税収割合、記載制限比率、経常収支 効。大都市では、徴収率上昇

利率、不交付団体ダミー、1人当たり所得、近隣団体の徴 こ職員数の増加が有効。

税率、人口、面積、人口密度、第一次・第二次産業就業者 人口10万人超の団体では、欠

比率、年度ダミー 損処分を進めた方が徴収率低
下。都市部ほどヤードスティック

競争が当てはまる。

梅村・小川 LS，DEA 都道府県 （LS①）欠損率 （LS②）徴収率・現年，滞納 （LS③）DEA効率値 複数の時点（時系列）で評価。

（2006） 1993－2003 （DEA）納期内収入額・納期外収入額（現年）、滞納繰越収入額 全国的に見て、現年度課税分

（LS①）起債制限比率、第1次産業比率、第2次産業比率、
の滞納率低下傾向はない。滞

人口密度、情報公開、投票率、NPM普及度
納は、年度内に20－30％程度を

（LS②③）欠損率、第1次産業比率、第2次産業比率、人1コ
整理、課税調停額の4％程度が

密度、情報公開、投票率、NPM普及度
翌年度に繰越。繰越の5－20％は

（DEA）人件費、旅費、需用費、徴収取扱費
不能欠損。不能欠損は効率化
を促進しない。財政状況は効率
性に影響しない。情報公開で
効率性上昇。

林（2006） LS 市町村 人口規模と、徴収率（滞納繰越分）、税務職員数との関連 記述統計的な検証。
（近畿圏） 小規模団体と徴収率との低さの

2004 問に関係性なし。人口と徴収率
（滞納繰越）との剛こは正の関

係。人口に関係なく、3．05人の

徴税職員が必要。

林（2007） LS 市 固定資産税収に対する徴税費 アンケート調査に基づく検証。

2005
市域面積、家屋密度、第2次産業比率、航空写真使用、職

地域特性とともに、自治体の課

員市内徒歩調査、家屋ソフト使用、土地CIS使用
税技術要因が徴収効率性に影
響。航空写真撮影、家屋ソフト・

土地αSの利用で効率性向上。

壁谷・伊多波 DEA，LS 市町村 （DEA）市町村民税・固定資産税・個人都道府県民税の合言十 規模の経済は町村で存在、市
（2008） （近畿圏） （LS）DEA効率値 では確認できない。行政革新

2005 （DEA）人件費、需用費、報奨金及ぴ」れに類する経費、その
度は徴税効率性に正の影響。

他（LS）行政革新度、財政力指数、人口、面積、

林（2009） LS 市 固定資産税徴収率（滞納繰越分） アンケート調査に基づく検証。

2005 電話件数割合、差押件数割合、収納嘱託員制度、固定資産
経験ある職員の配置と職員増

税職員1人当たり人件費、職員合計数
員、差押は徴収率に有効。

（備考）LSは最小2乗法等の手法、DEAは包絡分析法を示す。

3）数量的な検証は行われていないものの、納税意識や負担感への影響などを論理的に検討し、

徴税システムのあり方を探る取り組みもある。例えば、横山（2007）、横山（2008）を参照。
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家とした実証研究では、未公表の個表データや独白のアンケート調査に基づく研

究が比較的多く見られる。また、近年、地方団体レベルで『市町村税課税状況等

の調』や『固定資産の価格等にかかる概要調書』などの統計が徐々に公表され始

め、これらの統計に基づく研究も発表され始めている。

 先行研究の分析概要と主な成果は表5一の通りである。西川（2006）、梅村・小

川（2006）、林（2009）では、徴収率の高低がどのような要因に左右されるのかに注

目し、現年課税分と滞納繰越分を区別して検証を試みている。滞納や不能欠損の

効率性への影響に焦点を当てた詳細な研究成果に大きな特徴がある。そして、林

（2006）は、人口規模と徴収率（滞納繰越分）及び徴税職員数との関連を中心に、

徴税効率と税務行政の実態を記述統計的に検証している。また、林（2007）は、

固定資産に対する把握・課税の技術的要因がコスト生産性に与える影響を確かめ

る点で特徴的である。

 さらに、壁谷・伊多波（2008）では、包絡分析法（DEA）を地方税徴収の効率性評

価に適用し、非効率性の要因分析を試みている。主な研究成果は表5－1の通り

であるが、推定結果をもとに地方団体のDEA効率性の順位付けを行っており、

地方税徴収の分野では数少ない試みである。地域限定ではあるが、徴税効率の改

善に資する情報やインセンティブを地方団体にもたらす点でその意義は大きい。

 先行研究では、非裁量要因調整後の地方税徴収効率の差異を明らかにする取り

組みはあまり行われていない。コスト生産性分析とDEAとの比較・検討も数少

なく、本章では、これらのことを含めて、効率性の地方団体間比較と順位付けが

可能なベンチマーク的手法を検討し、効率性評価を進めていく。

2．2．地域特性の調整と効率性尺度

 本章では、地方税徴収の効率性は、アウトプット1単位当たりコスト、つまり

「税収を集めるのにどれだけの徴税費を要したか」で評価される。しかし、効率

性を地方団体間で評価する際には、第1節で述べたように、人口や面積のような

地域特性の有利不利が地方団体にとって非裁量要因であり、それを取り除いて効

率性の評価・比較を行う必要がある。図5－1は、どのように地域特性を調整し

て、効率性尺度を設定するかを表している。ここでは、α地方団体の効率性はβ

地方団体の効率性を上回っている。しかし、横軸に地域特性、縦軸に効率性をと
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図5－1 地域特性の調整と効率性尺度
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って、両者の間にabという右上がりの関係があるとき、α地方団体とβ地方団

体の効率性の差のde部分は地域特性の相違によって生み出されている。したが

って、α地方団体では、α地方団体の標準的な効率性であると仮定した効率性C

（理論値）と現実の効率性との差であるAの部分が、効率的な地方税徴収による

効率性の高さを示すと考えられる。その一方で、β地方団体では、β地方団体の

標準的な効率性であると仮定した効率性d（理論値）と現実の効率性との差であ

るCの部分が、非効率な地方税徴収に伴う効率性の低さを示していることになる。

 しかし、α地方団体とβ地方団体の地域特性が異なることによって、それぞれ

の標準的な効率性にも違いがある。そこで、効率性の現実値と理論値との差を理

論値で割って基準化した乖離率を効率性尺度として、地方団体間の効率性比較を

行う。つまり、α地方団体の乖離率は一A／B、β地方団体の乖離率はC／Dにな

り、乖離率が大きくなるほど効率性は低いと考えるのである。

3．地方税徴収の効率性分析

3．1．非裁量要因の調整：税目間で異なる徴収の手間の調整

 税目間に存在する税徴収の手間の相違によって、税収1円当たり徴税費が相対

的に大きい税目の税収ウェイトが高い地方団体ほど、徴税費が大きくなってしま
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う。しかしながら、短期的には、地方団体が税収構成を政策的に変更することは

難しく、ある時点における地方団体間の効率性を比較する際には、こうした点を

調整する必要がある。

 ここでは、主要な市税目である個人住民税、法人住民税、固定資産税が分析の

対象である。そして、税収規模が同じであれば、そもそも相対的に徴収の手間が

かかり、税収1円当たり徴税費の大きい税目の方が、相対的に手間がかからず、

税収1円当たり徴税費の小さい税目よりも、アウトプットとしての税収は大きい

と考えて、税目間で相対的に異なる徴収の手間を反映するウェイト付けによって

調整する。徴税の手間を反映する調整ウェイトは「税収1円に対して課税件数が

どれだけか」を各地方団体、税目ごとに計算し、税目ごとの地方団体平均値を算

出して指数化したものである。

 いま、第ゴ地方団体の調整後税収0’は、第ノ税目の調整前（現実の）税収をrグ、

第ノ税目の調整ウェイトを竹とすれば、

  3
q一Σwん
  ノ＝1

①

である。

 そして、調整ウェイトwは、地方団体の数をn、第ノ税目の課税件数をσク、

指数化の基準となる第ノ税目を第。税目と書き換えれば、

Σ考

   仁1”ノ＝

   〃

〃

Σ青
’＝1

n ②

と表される。

 税収の構成や規模が政令市以外の都市と政令市では異なることを考慮して、政

令市以外の都市（n＝767）、政令市（府15）別に算出した調整ウェイトは表5－2

の通りである。ここでは、税収1，000円当たり課税件数が大きい税目ほど、税収

を1，000円徴収するのにより多くの件数をこなさなければならないため、徴税に

手間がかかると考えており、税収1，000円当たり課税件数が最も小さい法人住民

税を1として、個人住民税と固定資産税の手間の度合いがその何倍なのかを表し
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表5－2 都市（政令市除く）・政令市別の調整ウェイト

個人住民税 法人住民税 固定資産税

都市 5．734 1 3．241

政令市 6．494 1 5．078

ている。なお、各税収は『市町村別決算状況調』における税収額、課税件数は、

個人住民税と法人住民税が『市町村税課税状況等の調』における納税義務者数（均

等割のみの納税義務者を含む）、固定資産税が『事業所・企業統計調査』の事業

所数（公的部門関連を除く）と『統計でみる市区町村のすがた』の世帯数を足し

合わせた値を代理の課税件数として用いている4）。

3．2．非裁量要因の調整：規模の経済性と地域特性の調整

 所得水準や納税義務者数といった白地域内に存在する課税環境（税源の充実度）

に関わる要因だけでなく、人口や面積といった規模の経済・不経済に関わる要因

も含めて、地方団体間で異なる様々な地域特性は徴税の効率性を大きく左右する。

しかし、税目間で異なる徴収の手間と同様に、短期的には、課税環境、人口規模

や面積は地方団体の裁量で改善できるものではなく、ある時点における地方団体

間の効率性を比較する際には、こうした非裁量要因を調整するのが望ましい。

 そこで、地方団体の裁量が及ばないであろう諸要因が、税収1円当たり徴税費

（以下では、第3節第1項の調整を行った「税収」1円当たり徴税費を示す）に

どれほど影響しているかを最小2乗法（0Z∫）によって推定する。その推定結果

をもとに非裁量要因を調整することにする。

 費用関数の推定における被説明変数と説明変数、各変数の算出に用いたデー

タの詳細は、次の通りである。まず、被説明変数の「税収1円当たり徴税費」は

効率性を表す指標である。説明変数には、①人口規模の増加と「税収1円当たり

4）税収額と納税義務者数は2006年度の課税対象に基づく値である。事業所数は2006年度の

値、世帯数は2005年度の値を使用している。
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徴税費」との関係を表す指標として「人口の対数」と「人口（対数）の二乗」5）、

②事業所の増加に対する「税収1円当たり徴税費」の低下を表す指標として「事

業所数の対数」6〕、③面積の広がりに対する「税収1円当たり徴税費」の上昇を表す指標

として「面積の対数」乃、④個人住民税の課税環境を表す指標としてr納税義務者1

人当たり課税所得」8）、⑤法人住民税の課税環境を表す指標としてr1法人当た

り法人申告所得」9）、⑥固定資産税の課税環境を表す指標としてr第2次産業比

率」と「第3次産業比率」’0〕、⑦徴税費の大きな部分を占める人件費に影響する

平均給与が税務職員の平均年齢に左右される要因を調整する指標としてr一般行

政職員の平均年齢」u）、⑧公的年金受給者の所得金額算定や徴収方法の煩雑さ、高齢者

世帯の生活保護率の高さといった影響を表す指標として「高齢化率」’2）、⑨地域の経済状

況を表す指標として「失業率」13〕の11変数を採用した。表5－3は推定に用いる

変数の基本統計量であり、政令市を含む782市を対象とした推定結果は表5－4

の通りである。

 推定結果は次のように解釈できるだろう。まず、「税収1円当たり徴税費」は、

「人口規模」が大きくなるにつれて低下していくが、その後費用が上昇に転じる

5）『住民基本台帳人口要覧』における2006年度の人口をもとに算出している。

6）『事業所・企業統計調査』における2006年度の事業所数をもとに算出している。

7）『統計でみる市区町村のすがた』における面積（単位：k而）をもとに算出している。

8）『統計でみる市区町村のすがた』における個人住民税所得割の課税対象所得（単位：億円）

を納税義務者数で除して算出している。いずれも2006年度の課税対象に基づく値である。

9）『地域経済総覧』の申告所得4，000万円以上法人における法人所得（単位：億円）を法人数

で除して算出している。東京商工リサーチ調べ。掲載年度の2005年度の値を使用している。

10）『市町村別決算状況調』における2005年国勢調査の産業構造比率、第2次産業及び第3次

産業を使用している。

11）『地方公務員給与の実態（別冊）』における2006年度の一般行政職員、平均年齢である。

12）『地域経済総覧』の2006年度、65歳以上人口比率（『住民基本台帳人口要覧』に基づく）

である。

13）『統計でみる市区町村のすがた』の完全失業者数を労働力人口で除して算出している。掲

載年度の2005年度の値を使用している。
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表5－3 基本統計量

n＝782

平均 標準偏差 最大値 最小値

0 税収（調整後）1円当たり徴税費 O．012 0．006 0．050 0．004

x7 人口（対数） 11．302 0．869 15．086 8．541

X2 人口（対数）の二乗 128492 20．383 227．591 72．940

X3 事業所数（対数） 8．209 0．837 12．213 5．468

X4 面積（対数） 5．014 1．175 7．686 1．629

X5 納税義務者1人当たり課税所得 0．031 O．005 0．063 O．022

X6 1法人当たり法人申告所得 2．261 2．738 39．648 0．440

X7 第2次産業比率 O．285 0．074 0．529 0．117

X8 第3次産業比率 O．627 O．087 0．851 0．374

x9 平均年齢（一般行政職） 43．588 1．716 50．000 37．900

X〃 高齢化率 0230 0．051 0．417 0．102

x〃 失業率 0．058 0．016 0．146 O．024

表5－4 費用関数の推定結果

被説明変数 0 税収（調整後）1円当たり徴税費

説明変数 係数 t値

xノ 人口（対数） 一0．0097 一3．929 ＊＊＊

X2 人口（対数）の二乗 0．0004 4．031 ＊＊＊

X3 事業所数（対数） 一〇．0015 一2．535 ＊＊

X4 面積（対数） 0．0003 1．659 ＊

X5 納税義務者1人当たり課税所得 一0．2325 一4．637 ＊＊＊

X6 1法人当たり法人申告所得 一0．0001 一2．812 ＊＊＊

X7 第2次産業比率 一〇．0328 一12．476 ＊＊＊

X8 第3次産業比率 一0．0312 一11．214 ＊＊＊

x9 平均年齢（一般行政職） 0．0003 3．693 ＊＊＊

X〃 高齢化率 0．0243 6．118 ＊＊＊

x〃 失業率 O．0700 7．407 ＊＊＊

定数項 0．0954 6．335 ＊＊＊

観測数＝782  F値＝166．41  自由度修正済決定係数：O．699

（備考）州ホは有意水準1％、榊は有意水準5％、傘は有意水準10％で有意であることを示す。
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U字型を描く。また、r事業所」が多い地方団体ほど費用は低下し、納税者とな

る住民や企業の増加に対して規模の経済性が働く。その一方で、「面積」が広い

地方団体ほど費用は上昇する。次に、「納税義務者1人当たり課税所得」及び「1

法人当たり法人申告所得」が大きく税源の充実している地方団体ほど費用は低下

する。また、「第2次産業比率」及び「第3次産業比率」の高い地方団体ほど、

集積を背景に税源の固定資産が数多く存在し、その価値や規模も大きいと考えら

れ、費用は低下する。さらに、年功序列型の賃金構造を背景に、職員の「平均年

齢」が高いほど費用は上昇する。そして、r高齢化率」及びr失業率」の高さは

費用を押し上げるている。

 この結果をもとに、非裁量要因によって生じる税収1円当たり徴税費の地方団

体間格差とその要因分解を行った。図5－2は、県庁所在都市の様子を示してお

り、図5－3は、大阪府下都市（政令市除く）を例にとったものである。まず、

図5－2をみると、県庁所在都市では、税収1円当たり徴税費を上昇させる要因

と低下させる要因に共通点が多く、非裁量要因のコスト生産性に与える構造が極

めて類似していることが分かる。これは、県庁所在都市ごとに程度の差はあれ、

地域の経済的機能が県庁所在都市に集中する現状が背景にあると考えられる。次

に、大阪府下都市では、費用に対して、面積、第3次産業比率、高齢化率、その

他などで共通の傾向が見られるが、人口規模の大小が大きく影響するとともに、

事業所数が人口規模に概ね比例し、都市圏的な傾向が見て取れる。

3．3．非裁量要因調整後効率性格差の地方団体間比較

 非裁量要因の「規模の経済性と地域特性」と税収1円当たり徴税費との関連を

示す推定結果から、効率性尺度である乖離率を算出し、乖離率によって地方団体

間に存在する効率性格差を検証する。なお、前述の通り、乖離率は、その値が大

きくなるほど低効率性であることを表している。

 まず、乖離率の算出結果について、地方税徴収の効率性の高い順から10市、

低い順から10市を抽出したのが表5－5であるI4〕。上位の値と下位の値を比べれ

14）全国782市の結果は付表を参照。
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図5－2 非裁量要因に関する要因分解（県庁所在都市）
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図5－3 非裁量要因に関する要因分解（大阪府下都市）
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表5－5 地方税徴収の効率性（上位／下位10市）

全国順位

   1
   2
   3

土  4
   5
   6
位   7
   8
   9
   10
   10
   9

御前崎市

竹原市

田原市

赤穂市

阿南市

男鹿市

鳴門市

三浦市

小野市

湖酉市

対馬市

喜多方市

愛知県     岡崎市

熊本県     天草市
愛知県      北名古屋市

東京都     武蔵野市

愛知県     刈谷市

乖離率

一64．61％

一61．44％

一57．81％

一55．43％

一54．72％

一54．28％

一49．06％

一48．75％

一47．84％

一46．34％

55．83％

63．94％

67．44％

67．75％

76．02％

111．64％

193．22％

ば、地方税徴収には、大きな効率性格差が存在していることが分かる。都市の順

位に注目すると、上位10市に静岡県下、兵庫県下、徳島県下からそれぞれ2市

が位置する一方で、下位10市に愛知県下の4市が入っている。

 次に、県庁所在都市の効率性をみたのが表5－6である。表5－6をみると、46

市中22市は中位（392位）以下と、県庁所在都市の効率性が高いというわけではな

いことが分かる。また、上位約25％に当たる200位以内（100位以内）の市をみ

ると、東日本が4市（2市）なのに対して、西日本の方が9市（4市）と高効率

性の市が多い結果となった。

 そこで、地域ブロックの順位州都市数とその割合をみたのが表5－7である一5〕。

15）地域ブロックの区分は統計書に基づくいくつかの区分が考えられる。ここでは、『国税庁

統計年報書』を参考にしつつ、各ブロックの都市総数に配慮する形で以下のように分類した。

  ①北海道・東北ブロック：北海道、青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島

  ②関東信越ブロック：茨城、栃木、群馬、埼玉、新潟、長野

  ③東京ブロック：千葉、東京、神奈川、山梨

  ④北陸・東海ブロック：富山、石川、福井、岐阜、静岡、愛知、三重

  ⑤近畿ブロック：滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山

  ⑥中国・四国ブロック：鳥取、島根、岡山、広島、山口、徳島、香川、愛媛、高知

  ⑦九州・沖縄ブロック：福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄
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表5－6 地方税徴収の効率性（県庁所在都市）

地域 市 全国順位 乖離率

北海道 札幌市 211 一20．17％

青森県 青森市 372 一10．58％

岩手県 盛岡市 458 一4．57％

宮城県 仙台市 143 一25．86％

秋田県 秋田市 40 一37．41％

山形県 山形市 353 一11．50％

福島県 福島市 398 一8．84％

茨城県 水戸市 581 5．40％

栃木県 宇都宮市 493 一1．86％

群馬県 前橋市 332 一12．95％

埼玉県 さいたま市 129 一27．25％

千葉県 千葉市 271 一16．75％

神奈川県 横浜市 376 一10．1O％

新潟県 新潟市 545 2．37％

富山県 富山市 470 一3．99％

石川県 金沢市 700 20．62％

福井県 福井市 550 2．68％

山梨県 甲府市 596 6．60％

長野県 長野市 506 一0．85％

岐阜県 岐阜市 457 一4．59％

静岡県 静岡市 54 一35．79％

愛知県 名古屋市 760 41．37％

三重県 津市 672 17．13％

滋賀県 大津市 607 7．49％

京都府 京都市 527 0．87％

大阪府 大阪市 368 一10．83％

兵庫県 神戸市 188 一21．38％

奈良県 奈良市 56 一35．59％

和歌山県 和歌山市 198 一20．78％

鳥取県 鳥取市 642 12．65％

島根県 松江市 612 8．25％

岡山県 岡山市 434 一6．24％

広島県 広島市 145 一25．79％

山口県 山口市 748 33．59％

徳島県 徳島市 51 一35．85％

香川県 局松市 49 一36．22％

愛媛県 松山市 328 一13．28％

高知県 周知市 18 一42．43％

福岡県 福岡市 355 一I1．48％

佐賀県 佐賀市 543 2．24％

長崎県 長崎市 189 一21．33％

熊本県 熊本市 181 一21．94％

大分県 大分市 309 一14．53％

宮崎県 宮崎市 233 一19．32％

鹿児島県 鹿児島市 670 16．23％

沖縄県 那覇市 467 一4．17％
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表5－7 地域ブロック間の効率性比較

全国順位
北海道・東北 関東信越 東京順位 順位

都市数 割合（％）

順位

都市数 割合（％） 都市数 割合（％）

1～1OO 13 11．8％ ⑤ 9 6．6％ ⑥ 14 14．9％ ③

101～200 15 13．6％ ③ 16 11．7％ ④ 10 1O．6％ ⑤

201～300 16 14．5％ ② 19 13．9％ ③ 1O 10．6％ ⑥

301～400 18 16．4％ ① 21 15．3％ ② 12 12．8％ ③

401～500 15 13．6％ ④ 14 10．2％ ⑤ 13 13．8％ ③

501～600 13 11．8％ ⑥ 20 14．6％ ② 17 18．1％ ①

601～700 11 1O．O％ ⑤ 24 17．5％ ① 9 9．6％ ⑥

701～ 9 82％ ⑤ 14 1O．2％ ③ 9 9石％ ④

合計 11O 100刀％ 137 100．O％ 94 100．O％

北陸・東海 近畿 中国・四国 順位順位順位

全国順位
都市数 割合（％） 都市数 割合（％） 都市数 割合（％）

1～100 18 14．8％ ④ 19 17．1％ ② 23 25．0％ ①

1O1～200 lO 8．2％ ⑦ 25 22．5％ ① 13 14．1％ ②

201～300 1O 8．2％ ⑦ 12 10．8％ ⑤ 17 18．5％ ①

301～400 11 9．O％ ⑦ 13 11．7％ ⑥ 11 12．0％ ⑤

401～500 21 17．2％ ② 10 9．O％ ⑥ 7 7．6％ ⑦

501～600 15 12．3％ ⑤ 14 12．6％ ④ 6 6．5％ ⑦

601～700 20 16．4％ ② 9 8．1％ ⑦ lO 10．9％ ④⑦

701～ 17 13．9％ ② 9 8．1％ ⑥ 5 54％

合計 122 100．0％ 111 100．O％ 92 100．0％

九州・沖縄 順位

全国順位
都市数 割合（％）

1～100 4 3．4％ ⑦

1O1～200 11 9．5％ ⑥

201～300 16 13．8％ ④

301～400 14 12．1％ ④

401～500 20 17．2％ ①

501～600 15 12．9％ ③

601～700 17 14．7％ ③

701～ 19 16．4％ ①

合計 116 1OO．O％

（備考）順位とは、各地域ブロックの各階層割合における地域ブロック問順位付けを指す。

 表5－7をみると、上位約25％に当たる200位以内の都市数・割合は、割合順

で、近畿（44市、39．6％）が最も高く、次に高いのが中国・四国（36市、39．1％）、

そして、東京（24市、25．5％）、北海道・東北（28市、25．4％）、北陸・東海（28

市、23％）、関東信越（25市、18．3％）、九州・沖縄（15市、12．9％）と続いている。

その一方で、下位約23％に当たる601位以下の都市数・割合は、割合順で、九州

・沖縄（36市、31．1％）が最も高く、次に高いのが北陸・東海（37市、30．3％）、
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そして、関東信越（38市、27．7％）、東京（18市、19．2％）、北海道・東北（20市、18．2％）、

中国・四国（15市、16．3％）、近畿（18市、16．2％）と続いた。近畿ブロックと中

国・四国ブロックの効率性の高さが際立っ一方で、特に、九州・沖縄ブロックの

効率性の低さが目立っており、北陸・東海ブロックと関東信越ブロックも相対的

に効率性が低く、地域的特徴からの視点でも効率性格差は大きい。

3．4．地方税徴収における効率性格差裁量要因の検証

 非裁量要因を調整しても、地方団体間には大きな効率性格差が存在する。した

がって、地方団体の裁量要因が効率性に影響している部分は大きいと考えられる。

そこで、どのような地方団体の裁量要因が効率性尺度の乖離率（％）に影響を与

えているかを最小2乗法（0Z∫）によって検証しておこう。

 ただ、地方税徴収に関わる公表データには大きな制約があり、裁量要因の検証

は容易なことではない。ここでは、裁量要因を現年課税分の徴収率にしぼって、

効率性格差との関連性を確かめる16〕。それは、徴収率の低さが滞納整理コストを

増大させるし、地方団体の徴収体制の相違や徴収上の創意工夫がアウトプットで

ある税収を左右すると考えられるためである。乖離率が極めて悪い豊田市と浦安

市を除く780市を対象として、推定結果は③式の通りである。

乖離率：327，623－3，415＊徴収率

    （3，732） （＿3，808）

       F値＝14，498 自由度修正済決定係数＝0．02 ③

 推定の結果、徴収率が高いほど、乖離率を押し下げる（効率性を向上させる）

ことが分かる。だが、徴収率要因で乖離率の地方団体間の差を2％しか説明でき

16）『決算カード』における2006年度の徴収率（現年課税分）である。
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ず、効率性格差は、徴収率要因以外の他の裁量要因にも大きく左右される一？〕。

 これ以上の裁量要因の検証は難しいが、最後に、財政力が効率性格差に影響し

ている可能性に関して、両者の関係をプロットして確かめておく。

 横軸に財政力指数、縦軸に乖離率をとり、両者の関連をみたのが図5－4であ

る18）。財政力と効率性との間にはU字型の関係があり、財政力が高いほど、乖離

率は低下する（効率性が高くなる）傾向があるが、ある点を超えて財政力が高い

          図5－4 財政力と効率性

  猟∵舳……帥……………舳…耐舳「帖∵

    ㌣                            l
    ！                 章二享  1

乖  1義        グ、       1
鰯  1．．簑∵：1  、．．、て   ． 」 1
率鱗1   ザー雛∴ 潔 一繊・ポ…   ・…

    1           軸     1    1                                                               1

                財政カ指数

（備考）飛離率（％）歳η、28一旦棚．45＊（財政力指数）斗65．64＊（財政力指数）2

         （27，28）（・8．08）      （8．12）

               ダ値＝33．29 自由度修正済み決定係数饅O．09

17）なお、地方税滞納整理機構の設立によって、税務行政の広域化に伴うコスト削減効果や徴

収率の向上が期待されている。そこで、効率性格差要因として検証を行ったが、有意な推定結

果は得られなかった。現段階では、比較的徴収率の高くない地域を中心に広域化が行われてい

ることが影響したと考えられる。なお、2009年4月五目時点では、一部事務組合が脾組織、

広域連合が3組織であり、全県的な組織は茨城、三重、和歌山、徳島、愛媛、京都の6地域

（京都は2009年に設立）、それ以外は局所的な連携を行っている。

18）ここで、乖離率が極めて高い豊臣ヨ市と浦安市は除かれているが、含めた場合にはより傾き

の大きいU字型の関係がある。
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市では、乖離率は上昇する（効率性が低くなる）傾向が見て取れる。つまり、財

政力が高い市では、財政力を背景に地方団体の裁量要因による非効率さが存在す

る可能性を示している。

4．DEAに基づく効率性評価：DEAとコスト生産性分析の比較

 前節では、コスト生産性分析（乖離率に基づく効率性評価）よる検証を行って

きたが、ここでは、同様のデータにDEAを適用し、投入指向型モデルに基づく

技術効率性を検証する。その上で、コスト生産性分析とDEAとの間で結果の比

較・検討を行うI9）。ただし、分析手法間の比較にあたって、VRSモデルでは規模

の経済を切り離して技術効率性を評価することができるものの、それ以外の非裁

量要因を調整することはできない。CRSモデルに基づく技術効率性であれば、非

裁量要因調整前のコスト生産性と比較可能であると考えられる。そこで、CRS非

効率値を被説明変数、前節の非裁量要因を説明変数とした要因分析を行い、その

結果と表5－4の推定結果を照らし合わせる。

4．1．計測方法とDEAの計測結果

 第4章でも検討したように、ある政策目的の実現に対して必要最低限の税収を

できる限り少ない投入で実現することが望ましい公共部門においては、投入指向

型モデルを適用するのが妥当だろう。

 DEAにおけるアウトプットとインプットは次の通りである。まず、アウトプ

ットは、第3節第1項において、税目間で異なる徴収の手間を調整した①個人住

I9）南・郡司（1994）では、自治体病院を対象に、DEA、回帰分析、比率分析の3つの分析手

法から検証を行い、分析結果を比較している。その結果、効率的と判断できる病院を、DEAと

回帰分析との間で比べると、類似していることが分かる。ただし、回帰モデルが複数の産出を

同時に考慮することが難しいことや、平均値で効率性を評価することなどの問題点を示した上

で、それらの問題点がなく、効率改善の情報が得られるDEAの方が有用であるとしている。

なお、南・郡司（1994）の回帰分析による評価とは、アウトプット（収益）を被説明変数、イ

ンプット（各職種の勤務時間数）を説明変数とした分析結果から、本稿における乖離率を算出

したものである。
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民税収、②法人住民税収、③固定資産税収の3変数である。DEAでは多入力・

多出力の計測が可能なため、調整後の各税収をアウトプットとしている。そして、

インプットには、徴税費の1変数を採用した。金額べ一スなら職員数、給与水準、

職員の年齢構成、徴収方法などインプットのあらゆる側面を考慮することができ

る。なお、単位はすべて1，000円である。

 DEAの結果、CRSモデルとVRSモデルにおける技術効率値の基本統計量を示

したのが表5－8である。図5－5は技術効率値の分布を示している。

 表5－8をみると、技術効率性の平均値は、CRSモデルでは0，389，VRSモデル

では0，505であり、おおよそ50％～60％の技術非効率が生じている。技術効率性

表5－8 技術効率値の基本統計量

平均 標準偏差 最大値 最小値

CRSモデル O．389 0．170 1 0．072

   、uRSモデル 0．505 0．155 1 0．166

規模の経済性 0．757 0．171 1 0．072

図5－5 技術効率値の分布

 l          l
 一                         ζ

 三   一皿嚢灘          す鰯

 樹。繊娼．韮激．韮刃，逮樹。望娼．慧饗、建嶋総継．遵苅．録激。建瑠薦樹、擾省。フ轡、フ娼．霧樹、霧．饗．轡饗．轡4刃

麗割合（燃）日割合（樹寺目障数（鰯）寺団鰍（樹
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の最小値と最大値を比較しても、地方団体間の技術効率性格差が大きいことが分

かる。そして、CRSモデルとVRSモデルの効率値分布を比べれば、効率値0．6以

上の地方団体は、CRSモデルでは地方団体のu．8％、VRSモデルでは地方団体の

23．1％に止まり、効率値の高低差が大きく幅広い分布が確認できる。

 次に、VRSモデルから得られる規模の経済性の状況を示したのが表5－9であ

る。表5－9をみると、規模の経済性（平均）が1と最も高いCRSの状態は、4

地方団体（全体のO．5％）のみだった。DRSの状態も36地方団体（全体の4．6％）

に止まり、その一方で、地方団体の94．9％（742団体）はIRSの状態で、大部分

の地方団体では規模を拡大した方が効率を高められる。そして、IRSの状態にあ

る地方団体は、規模の経済性を除いた徴税効率の部分を示すVRS効率値も相対

的に低く、規模と徴税効率の両面で非効率が生じていることを示している。ただ

し、非裁量要因を調整していない点には注意が必要である。

 さらに、図5－6は、CRS効率値とコスト生産性（徴税費1円当たり税収：「税

目間で異なる徴収の手間」のみ調整後）を比較したものである。両者の間には明

確な右上がりの相関があることが分かる。

4．2．技術非効率性の要因分析：分析手法の相違と要因分析結果

 最後に、CRS非効率値（1－CRS効率値）を被説明変数、前節・表5－4の非

裁量要因11変数を説明変数にトービット推定を行った結果が表5－10である20）。

表5－9 規模の経済性

地方団体数 割合
規模の経済性

@ 平均
VRS効率値

@平均
1RS（収穫逓増） 742 94．88％ O．748 0．496

CRS（収穫一定） 4 0．51％ 1 0．622

DRS（収穫逓減） 36 4．60％ 0．913 0．678

20）トービット・モデルに基づく推定に関して、第4章第4節の脚注11を参照。また、人口

及び人口の二乗は、対数をとらない方が当てはまりが良く、その点のみ変更した。VRS非効率

値は、参考として掲載している。

一108一



図5－6 CRS効率値とコスト生産性

ノ   鮒  1

 鍋・ギ…
C   1
混  ！
s   1
効鮎 v
藩1
   j

  繊一1一・

   搬 螂 笈繊繊     鷲機     鰯繊     蓮艶

   税収／徴税賢

一1

」1

鉤繊

表5－O 推定結果

γo CRS非効率値 ηVRS非効率値（参考）

係数 t値 係数 t値

定数項 1．2852 8．966 ＊＊＊ 0．0950 0，572

xノ 人口 一．2462E－08 4．305 ＊＊恭 ．6859E－08 一9．862 ＊＊＊

X2 人口の二乗… …   …   』一                               ……                                           ……

．7106E－15 4．040 ＊＊＊ ．1255E■4 5．367 ＊＊＊

c …

磨磨一0．0244 一2．503 ＊＊ 0．1090 9．574

X4 面積（対数）■ ■    …       … …                                               ■ ■ …

O．0027  』 0．522  0．0071  … …

ﾔ11．0962

1．204

X5 納税義務者1人当たり課税所得 一16．3144 一10．5η ＊＊＊ 一6．233 ＊＊＊

X6 1法人当たり法人申告所得 一0．0086 一6．η9 ＊＊＊ 一〇．0080 一5．05王 ＊＊＊

X7 第2次産業比率 間0．6002 一7．178 ＊＊＊ 一0．84脾 一8．719 ＊＊＊

X8 第3次産業比率 一0．3707 一4．142 ＊＊＊ 一0．6519 馬6．338 ＊＊＊

x9 平均年齢（一般行政職）  …                                            』 1

0．0072 3．116 ＊＊＊ 0．0118 … 4，445… …        … …

＊＊＊

O．3268 2．827 ＊＊＊ 一〇．1252  …

幻0高齢化率■  一■   …  ……     …  ……                                                                        』   ………                                  u……

?V 失業率■■    ■    …………  …          L u  ■      ■I   ■  …   … …   …L   土止’一』  …    …      …  …   ］  山一■    ■

閧OM”

… 一 …
 1．2896…   …   … … … …     凹 ＊＊＊

｡ ■ ■ …

磨磨

 王．2834… I ■ ■ 山 … … … 』 I

@0．1143

3，663… 皿   … … … … …

R9．210

＊＊＊

｡ …    u 1 o

磨磨0．0992 39．397

観測数＝782 対数尤度：688．6g 対数尤度：569．05

（備考）＊＊＊は有意水準1％、＊＊は有意水準5％で有意であることを示す。
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表5－4の結果と表5－10の結果を比べると、面積（対数）で異なる以外は符号

関係も等しく、同様の傾向を読み取ることができる有意な結果を得た。すなわち、

図5－6において、コスト生産性とCRS効率値との間に明確な相関があることを

示したが、非裁量要因と技術効率性との関連に関しても両者の間には同じ傾向を

読み取ることができる。アウトプットとインプットが比較的明確な徴税において、

その比であるコスト生産性とCRS効率値を比較していることが同じ傾向を得た

1つの要因であると考えられる。

 コスト生産性分析には分析が容易で、結果を解釈しやすく、また回帰分析を用

いた調整（前節のような非裁量要因の調整）あるいは効率度合いに影響を与える

要因の検証が行いやすいといったメリットがある。しかし、複数のアウトプット

と複数のインプットを同時に考慮することが難しい点や、回帰分析を用いた乖離

率による評価において、効率的な地方団体か、非効率的な地方団体かにかかわら

ず、分析対象の地方団体全体から得られた回帰曲線からの乖離（現実値と理論値

との乖離）を非効率と捉えるといった点はデメリットになる。その一方で、DEA

では、関数型を設定する必要がなく、複数のアウトプットと複数のインプットを

同時に考慮することが可能で、最も効率的な地方団体との相対比較で効率性が評

価されるといったメリットがある。しかし、環境要因（非裁量要因など）を区別

して効率性を評価することが難しく、分析対象の地方団体全体の中で効率の順位

を把握できるわけではない点はデメリットだろう2’〕。本節の比較結果は、DEA

とコスト生産性分析はお互いに排除するものではなく、それぞれのメリットとデ

メリットを踏まえた解釈が必要であることを示している。

5．むすび

 地方税収入の充実には、税源培養によって新たな税収の確保に取り組むことは

もちろん重要ではあるが、同時に「最少の徴税費で最大の税収をあげる」という、

地方税徴収の効率性を高めていかなければならない。近年、徴収事務への民間活

力の導入や広域行政の導入が模索されているものの、まだ試行錯誤の段階にある。

21）Dolleワ，Crase，andJo㎞s㎝（2006）、南・郡司（1994）を参照。
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 本章では、r税目間で異なる税徴収の手間」やr地域特性・規模の経済性」と

いった地方団体の裁量が及ばない諸要因（非裁量要因）の影響が効率性評価に入

り込まないような調整を行い、その上で、地方税徴収の効率性尺度である乖離率

を算出し、地方団体間の効率性比較を行った。非裁量要因の調整によって、地方

団体の裁量で改善できる部分（裁量要因）を主要因とする地方団体間の効率性格

差の実態を把握することができる。そこで、裁量要因による効率性格差に対して

も数量的な検証を試みた。

 その結果、以下のような点が明らかになった。

 まず、非裁量要因によって生じる税収1円当たり徴税費の地方団体間格差とそ

の要因分解では、第1に、県庁所在都市では、税収1円当たり徴税費を上昇させ

る要因と低下させる要因に共通点が多く、非裁量要因のコスト生産性に与える構

造が極めて類似している。第2に、大阪府下都市では、費用に対して、面積、第

3次産業比率、高齢化率、その他要因などで共通の傾向が見られ、人口規模の大

小が大きく影響するとともに、事業所数が人口規模に概ね比例する都市圏的な傾

向が見て取れる。

 次に、効率性（乖離率）の地方団体間比較では、第1に、地方税徴収には、大

きな効率性格差が存在する。そして、県庁所在都市では、効率性が高くない市も

目立つ。また、上位約25％に当たる200位以内（100位以内）の市は、東日本で

4市（2市）なのに対して、西日本の方が9市（4市）と高効率性の市が多い。

第2に、地域的傾向をみると、近畿ブロックと中国・四国ブロックの効率性の高

さが際立つ一方で、特に、九州・沖縄ブロックの効率性の低さが目立っており、

北陸・東海ブロックと関東信越ブロックも相対的に効率性が低い。

 さらに、地方税徴収の効率性格差を左右する裁量要因の検証では、第1に、徴

収率が高いほど、乖離率を押し下げる（効率性を向上させる）。そして、第2に、

財政力と効率性格差の関連に関して、財政力と効率性との間にはU字型の関係が

あり、財政力が高くなるにつれて乖離率は低下する（効率性が高くなる）傾向が

あるが、ある点を超えて財政力が高い市では、乖離率は上昇する（効率性が低く

なる）傾向がみられる。高い財政力を背景とした地方団体の裁量要因による非効

率さが存在する可能性がある。

 そして最後に、コスト生産性分析と同様のデータにDEAを適用し、技術効率
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性の検証を打つだ上で、コスト生産性分析とDEAとの間で要因分析結果を比較

・検討した。

 その結果、第1に、徴税効率には平均で、おおよそ50％～60％の技術非効率が

生じており、技術効率性の最小値と最大値との比較や効率性分布をみても、地方

団体間の技術効率性格差が大きい。第2に、規模の経済性に関して、CRSの状態

は4地方団体（全体の0．5％）、DRSの状態も36地方団体（全体の4．6％）に止ま

り、その一方で、地方団体の94．9％（742団体）はIRSの状態で、大部分の地方

団体では規模を拡大した方が効率が高められる。IRSの状態にある地方団体は、

規模の経済性を除いた徴税効率の部分を示すVRS効率値も相対的に低く、規模

と徴税効率の両面で非効率が生じている。そして第3に、CRS効率値とコスト生

産性（徴税費1円当たり税収：「税目間で異なる徴収の手間」のみ調整後）との

間には明確な右上がりの相関があり、非裁量要因と技術効率性との関連に関して

も両者の間には同じ傾向を読み取ることができる。

 なお、効率性の地方団体間格差をもたらす裁量要因には本章で明らかになった

以外の要因も存在し、その影響は大きいようであり、今後、より詳細な裁量要因

の検証という課題は残されている。そのためには、アンケート調査等による地方

団体の個別事情の把握など、より詳細なデータの入手とともに、異時点間での効

率性比較や要因の検証が必要になるだろう。
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付表 全国782市の効率性（乖離率）順位

属性 地域 市 順位 乖離率 属性 地域 市 順位 乖離率

北海道 札幌市 2Il 一20．17％ 青森県 青森市 372 一10．58％

宮城県 仙台市 143 一25．86％ 青森県 弘前市 63 一34，81％
政令市

埼玉県 さいたま市 129 一27．25％ 青森県 八戸市 176 一22．正2％

千葉県 千葉市 271 一16．75％ 青森県 黒石市 605 7．48％

神奈川県 横浜市 376 ・10．lO％ 青森県 五所川原市 214 ・20．11％

神奈川県 川崎市 152 一24．60％ 青森県 十和田市 480 一3．08％

静岡県 静岡市 54 一35．79％ 青森県 三沢市 218 一19．99％

愛知県 名古屋市 760 41．37％ 青森県 むつ市 585 5．77％

京都府 京都市 527 O．87％ 青森県 つがる市 624 10，64％

大阪府 大阪市 368 一10．83％ 青森県 平川市 474 一3．80％

大阪府 堺市 102 一29．78％ 岩手県 盛岡市 458 一4．57％

兵庫県 神戸市 188 一21，38％ 岩手県 宮古市 349 一11．73％

広島県 広島市 145 一25．79％ 岩手県 大船渡市 515 ・0124％

福岡県 北九州市 264 ・17，29％ 岩手県 花巻市 466 ・4．19％

福岡県 福岡市 355 一11．48％ 岩手県 北上市 517 一〇．13％

北海道 函館市 206 一20．46％ 岩手県 久慈市 418 一7．54％

北海道 小樽市 352 ・ll．57％ 岩手県 遠野市 338 一I2．53％

北海道 旭川市 621 1O．09％ 岩手県 一関市 529 O．93％

政令市以外の市

北海道 室蘭市 lOO ・29．95％ 岩手県 陸前高田市 539 2．04％

北海道 釧路市 330 一13102％ 岩手県 釜石市 130 一27．24％

北海道 帯広市 357 一11．42％ 岩手県 二戸市 532 1．05％

北海道 北見市 336 一12．66％ 岩手県 八幡平市 269 一16．91％

北海道 夕張市 393 ・9．15％ 岩手県 奥州市 710 22．57％

北海道 岩見沢市 67 一34．18％ 宮城県 石巻市 602 7．14％

北海道 網走市 60 一35．25％ 宮城県 塩竈市 542 2．17％

北海道 留萌市 564 4．03％ 宮城県 気仙沼市 468 一4．12％

北海道 苫小牧市 255 ・18．30％ 宮城県 白石市 649 13．64％

北海道 稚内市 133 一26．80％ 宮城県 名取市 1I5 一28，89％

北海道 美唄市 363 一11．25％ 宮城県 角岡市 658 14．52％

北海道 芦別市 518 ・O．13％ 宮城県 多賀城市 327 一13．29％

北海道 江別市 236 ・I9．26％ 宮城県 岩沼市 I82 一2I，89％

北海道 赤平市 681 18．26％ 宮城県 登米市 473 一3，80％

北海道 紋別市 142 一25．89％ 宮城県 栗原市 298 一15．IO％

北海道 士別市 296 一15．18％ 宮城県 東松島市 168 一22．94％

北海道 名寄市 340 ・12．49％ 宮城県 大崎市 767 48．24％

北海道 三笠市 140 一25．98％ 秋田県 秋岡市 40 一37．41％

北海道 根室市 421 一7．22％ 秋田県 能代市 97 一30．31％

北海道 千歳市 29 ・39．90％ 秋田県 横手市 705 21．87％

北海道 湖11市 268 ・16．98％ 秋田県 大館市 4I3 一7．94％

北海道 酬11市 270 一16．76％ 秋田県 男鹿市 6 一54．28％

北海道 歌志内市 778 84．48％ 秋田県 湯沢市 135 一26．56％

北海道 深川市 373 一1048％ 秋田県 鹿角市 120 一28．34％

北海道 富良野市 81 一32．55％ 秋田県 由利本荘市 365 一1I，16％

北海道 登別市 254 一18．33％ 秋田県 潟上市 323 一13．60％

北海道 恵庭市 277 一16．33％ 秋田県 大仙市 752 34．75％

北海道 伊達市 610 8．04％ 秋田県 北秋田市 560 3．74％

北海道 北広島市 405 ・8，61％ 秋田県 にかほ市 74 一33．11％

北海道 石狩市 483 ・2．95％ 秋田県 仙北市 492 一1191％

北海道 北斗市 88 一31．69％ 山形県 山形市 353 一11．50％
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付表 全国782市の効率性（乖離率）順位（続き）

  地域

山形県

山形県

山形県

山形県

山形県

山形県

山形県

山形県

山形県

山形県

山形県

山形県

福島県

福島県

福島県

福島県

福島県

福島県

福島県

福島県

福島県

福島県

福島県

福島県

福島県

茨城県

茨城県

茨城県

茨城県

茨城県

茨城県

茨城県

茨城県

茨城県

茨城県

茨城県

茨城県

茨城県

茨城県

茨城県

茨城県

茨城県

茨城県

茨城県

茨城県

茨城県

茨城県

茨城県

茨城県

  市    順位

米沢市    690

鶴岡市    685

酒田市    228

新庄市    557

寒河江市    87

上山市    151

村山市    126

長井市    597

天童市     108

東根市     21

尾花沢市   377

南陽市    414

福島市    398

会津若松市  417

郡山市    727

いわき市   222

白河市    571

須賀川市   737

喜多方市   774

相馬市    223

二本松市   635

囲村市    438

南相馬市   172

伊達市    753

本宮市    388

水戸市    581

日立市    495

土浦市    697

古河市    742

石岡市    148

結城市    489

龍ケ崎市   699

下妻市    754

常総市    694

常陸太田市  626

高萩市    308

北茨城市   654

笠間市    676

取手市    19g

牛久市    282

つくば市   726
ひたちなか市    374

鹿嶋市    638

潮来市    67g

守谷市    72I

常陸大宮市  706

那珂市    599

筑西市    728

坂東市    508

乖離率  属性  地域    市

19．85％    茨城県   稲敷市

19．08％    茨城県   かすみがうら市

一19，42％    茨城県  桜川市

3．10％    茨城県  神栖市

・31．90％    茨城県  行方市

一24．73％    茨城県   鉾田市

6．90％     茨城県   小美玉市

一29．31％    栃木県  宇都官市

一41．39％    栃木県   足利市

一IO．03％    栃木県  栃木市

・7．92％    栃木県  佐野市

・8．84％    栃木県  鹿沼市

・7．54％     栃木県   日光市

25．66％    栃木県   小山市

一19．73％    栃木県  真岡市

4．49％     栃木県   大田原市

28．50％    栃木県  矢板市

63．94％    栃木県  那須塩原市

一19．72％    栃木県   さくら市

11133％    栃木県   那須烏山市

一6．05％     栃木県   下野市

一22．59％    群馬県   前橋市

34195％    群馬県   高崎市

・9．40％    群馬県   桐生市

5．40％    群馬県  伊勢崎市

一1．81％    群馬県  太田市

20．39％    群馬県  沼田市

30．98％    群馬県  館林市

一25．14％    群馬県  渋川市

一2．24％    群馬県  藤岡市

20．58％     群馬県   富岡市

35．74％     群馬県   安中市

20．I4％     群馬県   みどり市

10．78％    埼玉県  川越市

一14，67％    埼玉県  熊谷市

14．23％    埼玉県  川口市

17．72％    埼玉県  行田市

一20．70％    埼玉県  秩父市

一16．08％    埼玉県  所沢市

25．61％    埼玉県  飯能市

一10．27％    埼玉県  加須市

1I，61％    埼玉県  本庄市

17．92％    埼玉県  東松山市

24．54％    埼玉県  春日部市

21，88％    埼玉県  狭山市

6．98％     埼玉県   羽生市

25．73％    埼玉県   鴻巣市

・0．67％    埼玉県  深谷市

順位

7I2

302

736

257

745

623

682

536

493

359

62

429

509

500

I75

55

125

306

622

469

644

711

332

702

666

678

673

657

381

513

167

348

380

553

131

488

258

556

744

245

541

249

587

375

397

569

293

576

533

乖離率

22．75％

一14，93％

28．38％

一18．22％

32，01％

10．30％

18．34％

1．59％

一1．86％

一11．36％

一35．18％

一6．47％

・O．60％

・1．36％

一22．13％

一35．63％

一27．85％

一14．75％

10．14％

一4．00％

12．84％

22．67％

一12．95％

20．75％

15．44％

17．86％

17．22％

14．36％

一9．79％

一〇．49％

一23．39％

・1I．74％

一9．86％

2．87％

一26．92％

一2I51％

・18．00％

2．98％

31．70％

一18．73％

2．16％

一18．56％

5．94％

・lO．19％

一9，04％

4．43％

一15．73％

4．79％

1．09％
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付表 全国782市の効率性（乖離率）順位（続き）

属性 地域 市 順位 乖離率

埼玉県 上尾市 317 一13．85％

埼玉県 草加市 272 一16．71％

埼玉県 越谷市 454 一4．72％

埼玉県 蕨市 383 ・9．73％

埼玉県 戸田市 655 14．26％

埼玉県 入間市 361 ・ll，27％

埼玉県 鳩ケ谷市 762 42．0I％

埼玉県 朝霞市 453 ・4．83％

埼玉県 志木市 209 一20．38％

埼玉県 和光市 5Il 一〇．57％

埼玉県 新座市 695 20．35％

埼玉県 桶川市 221 ・19．79％

埼玉県 久喜市 111 一2899％

埼玉県 北本市 136 一26．13％

埼玉県 八潮市 525 0，76％

埼玉県 富士見市 502 ・1．25％

埼玉県 三郷市 648 13．45％

埼玉県 蓮田市 160 一24．18％

埼玉県 坂戸市 284 ・16．06％

埼玉県 幸手市 307 一14．70％

埼玉県 鶴ケ島市 656 14．33％

埼玉県 目高市 292 一15．8I％

埼玉県 吉川市 570 4．44％

埼玉県 ふじみ野市 671 16．94％

千葉県 銚子市 71 一33．39％

千葉県 市川市 554 2．87％

千葉県 船橋市 93 一30．48％

千葉県 館山市 78 一32．64％

千葉県 木更津市 547 2．43％

千葉県 松戸市 552 2．72％

千葉県 野田市 669 16．17％

千葉県 茂原市 730 26．37％

千葉県 成田市 549 2．58％

千葉県 佐倉市 262 一17．37％

千葉県 東金市 538 1．67％

千葉県 旭市 639 I2．1O％

千葉県 習志野市 343 一12．32％

千葉県 柏市 735 28．34％

千葉県 勝浦市 451 一4．92％

千葉県 市原市 26 一40．16％

千葉県 流山市 544 2，27％

千葉県 八千代市 196 一20．91％

千葉県 我孫子市 356 一11．47％

千葉県 鴨川市 105 一29．57％

千葉県 鎌ケ谷市 659 14．53％

千葉県 君津市 47 一36．40％

千葉県 富津市 82 一32．25％

千葉県 浦安市 781 479．99％

千葉県 四街道市 486 一2．62％

 地域    市

千葉県  袖ケ浦市

千葉県   八街市

千葉県  印西市
千葉県   白井市

千葉県   富里市

千葉県  南房総市

千葉県  匝瑳市

千葉県  香取市
千葉県   山武市

千葉県   いすみ市

東京都   八王子市

東京都   立川市

東京都  武蔵野市

東京都  三鷹市

東京都  青梅市

東京都  府中市

東京都   昭島市

東京都  調布市

東京都  町田市

東京都   小金井市

東京都   小平市

東京都   目野市

東京都  東村山市

東京都  国分寺市

東京都  国立市

東京都   福生市

東京都  狛江市

東京都  東大和市

東京都   清瀬市

東京都   東久留米市

東京都   武蔵村山市

東京都  多摩市

東京都  稲城市

東京都  羽村市

東京都   あきる野市

東京都   西東京市

神奈川県 横須賀市

神奈川県  平塚市

神奈川県 鎌倉市

神奈川県 藤沢市

神奈川県  小田原市

神奈川県  茅ヶ崎市

神奈川県  逗子市

神奈川県 相模原市

神奈川県  三浦市

神奈川県  秦野市

神奈川県  厚木市

神奈川県  大和市

神奈川県  伊勢原市

83

498

251

406

584

252

738

660

578

758

634

462

779

537

588

279

463

318

640

362

350

484

504

743

589

565

313

431

44

59

501

204

674

449

477

604

177

226

261

314

230

305

190

566

8

335

422

231

447

乖離率

一32．22％

・1．41％

・18．41％

一8．57％

5，70％

・18．39％

29．07％

14．53％

5．18％

38．47％

11．16％

一4．23％

111164％

1．62％

6．02％

一16．26％

一4．23％

一13．80％

12，54％

一11．25％

・l l170％

一2．87％

・1．02％

30．99％

6．07％

4．34％

一I4．15％

一6．36％

一36，49％

一35．25％

一1．28％

一20．55％

17．37％

一5．23％

一3．39％

7．48％

一22．1O％

一19．47％

一17．41％

・14．06％

一I9．37％

一14．90％

一21．19％

4．38％

一48，75％

一12．80％

・7．l1％

一I9．36％

一5138％
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付表 全国782市の効率性（乖離率）順位（続き）

新潟県

新潟県

新潟県

新潟県

石川県

石川県

石川県

福井県

福井県

福井県

海老名市

座間市

南足柄市

綾瀬市

新潟市

長岡市

三条市

柏崎市

新発田市

小千谷市

加茂市

十目町市

見附市

村上市

燕市

糸魚川市

妙高市

五泉市

上越市

佐渡市

魚沼市

南魚沼市

胎内市

高岡市

魚津市

氷見市

滑川市

黒部市

砺波市

小矢部市

南砺市

射水市

金沢市

七尾市

小松市

輪島市

珠洲市

かほく市

白山市

能美市

福井市

691

157

117

156

545

367

241

77

358

240

435

287

364

2I7

567

45

420

618

608

643

719

238

13

119

14

64

75

16

76

253

114

485

700

505

17

572

510

693

427

528

550

小浜市    631

大野市    92

19．86％

一24．36％

一28．71％

一24．39％

2．37％

・1O．99％

一18．95％

一32．69％

・1一、39％

・18．98％

一6，19％

一15198％

・1l．22％

一20．00％

4．38％

一36．45％

・7．41％

9．26％

7，58％

12．71％

24．38％

一19．20％

一45．61％

一28．37％

一44．95％

一34．72％

一33．04％

43．76％

一32．96％

一18．37％

一28．92％

一2．86％

20．62％

・O．93％

42．63％

4．69％

一〇．60％

20．02％

一6．58％

O．91％

2．68％

1l．05％

一30．65％

属性 地域 市 順位 吊離率

福井県 鯖江市 347 一11．80％

福井県 あわら市 42 一37．23％

福井県 越前市 208 一20．41％

福井県 坂井市 686 19．l1％

山梨県 甲府市 596 6．60％

山梨県 富士吉田市 761 41．80％

山梨県 都留市 197 一20．84％

山梨県 山梨市 432 一6．25％

山梨県 大月市 31 一38．80％

山梨県 韮崎市 65 一34．40％

山梨県 南アルプス市 351 一11．69％

山梨県 北杜市 72 一33113％

山梨県 甲斐市 746 32．17％

山梨県 笛吹市 389 一9．36％

山梨県 上野原市 5I4 一〇．46％

山梨県 甲州市 96 一30．31％

山梨県 中央市 I23 一27．92％

長野県 長野市 506 一〇．85％

長野県 松本市 191 一21．18％

長野県 上田市 l06 一29．56％

長野県 岡谷市 436 一6．1O％

長野県 飯田市 150 一24．88％

長野県 諏訪市 311 一14．41％

長野県 須坂市 30 一39．51％

長野県 小諸市 101 一29，86％

長野県 伊那市 444 一5．56％

長野県 駒ケ根市 325 一13．48％

長野県 中野市 l09 一29．27％

長野県 大町市 33 一38．32％

長野県 飯山市 215 一20．m％

長野県 茅野市 227 一I9．45％

長野県 塩尻市 84 一32．20％

長野県 佐久市 183 一21，86％

長野県 千曲市 219 一19197％

長野県 東御市 57 一35．48％

長野県 安長野市 303 一14．91％

岐阜県 岐阜市 457 一4．59％

岐阜県 大通市 562 3．90％

岐阜県 高山市 392 ・9I22％

岐阜県 多治見市 664 15，28％

岐阜県 関市 437 一6．06％

岐阜県 中潮11市 548 2．46％

岐阜県 美濃市 415 一7．74％

岐阜県 瑞浪市 386 一9，56％

岐阜県 羽島市 684 18．54％

岐阜県 恵那市 490 一2．I6％

岐阜県 美濃加茂市 731 26．44％

岐阜県 土岐市 663 15．1I％

岐阜県 各務原市 194 一20．96％

一116一



付表 全国782市の効率性（乖離率）順位（続き）

属性 地域 市 順位 引離率

岐阜県 可児市 452 一4．90％

岐阜県 山県市 749 33．61％

岐阜県 瑞穂市 722 24．56％

岐阜県 飛騨市 426 一6．66％

岐阜県 本巣市 127 一27．57％

岐阜県 郡上市 593 6．25％

岐阜県 下呂市 456 一4．65％

岐阜県 海津市 546 2．37％

静岡県 浜松市 487 一2．60％

静岡県 沼津市 555 2．90％

静岡県 熱海市 50 ・35．90％

静岡県 三島市 274 一16，48％

静岡県 富士宮市 244 一18．75％

静岡県 伊東市 316 ・13，91％

静岡県 島囲市 207 一20．42％

静岡県 富士市 289 ・15．92％

静岡県 磐岡市 646 13．19％

静岡県 焼津市 334 一12．84％

静岡県 掛川市 185 一21．78％

静岡県 藤枝市 225 一19．54％

静岡県 御殿場市 201 一20．58％

静岡県 袋井市 320 一13．72％

静岡県 下田市 440 ・5．93％

静岡県 裾野市 146 一25．52％

静岡県 湖西市 lO 46．34％

静岡県 伊豆市 339 一12．51％

静岡県 御前崎市 1 一64．61％

静岡県 菊川市 184 一21．82％

静岡県 伊豆の国市 52 一35．83％

静岡県 牧之原市 79 一32．63％

愛知県 豊橋市 614 8．52％

愛知県 岡崎市 775 67．44％

愛知県 一宮市 523 0．30％

愛知県 瀬戸市 707 22．03％

愛知県 半田市 37I 一I0．69％

愛知県 春日井市 563 3．92％

愛知県 豊川市 4∬ 一4．67％

愛知県 津島市 756 38．03％

愛知県 碧南市 378 ・9．98％

愛知県 刈谷市 780 193．22％

愛知県 豊田市 782 2079．46％

愛知県 安城市 751 34．l1％

愛知県 西尾市 273 ・16．50％

愛知県 蒲郡市 442 一5．77％

愛知県 犬山市 326 一13．38％

愛知県 常滑市 89 一31．50％

愛知県 江南市 750 33．81％

愛知県 小牧市 769 48．99％

愛知県 稲沢市 540 2．I5％

属性  地域    市

  愛知県  新城市

  愛知県  東海市

  愛知県  大府市
  愛知県   知多市

  愛知県   知立市

  愛知県  尾張旭市
  愛知県   高浜市

  愛知県  岩倉市

  愛知県  豊明市
  愛知県   日進市

  愛知県  田原市

  愛知県  愛両市

  愛知県   清須市

  愛知県   北名古屋市

  愛知県   弥富市

  三重県   津市

  三重県   四同市市

  三重県  伊勢市

  三重県   松阪市

  三重県  桑名市

  三重県  鈴鹿市

  三重県  名張市

  三重県  尾鷲市

  三重県  亀山市

  三重県   鳥羽市

  三重県  熊野市

  三重県  いなべ市

  三重県   志摩市

  三重県  伊賀市

  滋賀県  大津市

  滋賀県  彦根市

  滋賀県  長浜市

  滋賀県  近江八幡市

  滋賀県  草津市

  滋賀県  守山市

  滋賀県  栗東市

  滋賀県  甲賀市

  滋賀県  野洲市

  滋賀県  湖南市

  滋賀県  高島市

  滋賀県  東近江市

  滋賀県  米原市

  京都府  福知山市

  京都府  舞鶴市

  京都府  綾部市

  京都府  宇治市

  京都府  宮津市

  京都府  亀岡市

  京都府  城陽市

順位

139

479

615

337

708

725

613

478

661

772

3

650

632

777

401

672

171

491

757

603

687

265

586

90

653

439

629

164

402

607

44－

234

85

411

113

232

583

159

312

601

766

128

322

35

68

370

116

408

520

乖離率

一26．02％

一3．26％

8．63％

一12，54％

22．05％

25．28％

8．43％

・3．30％

14．64％

53．11％

一57，81％

13．79％

l l．06％

76．02％

．8．72％

17．13％

一22．81％

一1，95％

38．42％

7．44％

19．36％

一I7．26％

5．80％

一31．49％

I4．03％

・6．01％

10．91％

一23，62％

一8．68％

7．49％

・5．89％

一19．32％

一31．93％

・8．09％

一28．97％

一19．36％

5．56％

一24，26％

一14．33％

7．04％

47．45％

一27．36％

一13．63％

一38．21％

一33，76％

一10．70％

一28．89％

一8．30％

0，06％

一117一



付表 全国782市の効率性（乖離率）順位（続き）

属性 地域 市 順位 乖離率

京都府 向日市 173 一22142％

京都府 長岡京市 472 一3．81％

京都府 八幡市 354 一11．49％

京都府 京田辺市 445 一5．51％

京都府 京丹後市 692 19．86％

京都府 南母市 134 一26．77％

京都府 木津川市 616 8．67％

大阪府 岸和田市 267 一17．05％

大阪府 豊中市 443 一5．58％

大阪府 池田市 558 3．34％

大阪府 吹田市 703 21．23％

大阪府 泉大津市 37 一38．00％

大阪府 高槻市 104 一29．58％

大阪府 貝塚市 281 ・16．17％

大阪府 守口市 112 一28．98％

大阪府 枚方市 574 4．74％

大阪府 茨木市 137 一26．10％

大阪府 八尾市 98 一30．27％

大阪府 泉佐野市 24 一40．83％

大阪府 富田林市 503 一1．02％

大阪府 寝屋川市 379 一9．94％

大阪府 河内長野市 301 一14．94％

大阪府 松原市 425 一6．84％

大阪府 大東市 155 一24．40％

大阪府 和泉市 124 一27．86％

大阪府 箕面市 286 一16．02％

大阪府 柏原市 611 8．24％

大阪府 羽曳野市 169 一22．92％

大阪府 門真市 651 13．84％

大阪府 摂津市 304 一14．9I％

大阪府 高石市 132 一26．88％

大阪府 藤井寺市 333 一12．89％

大阪府 東大阪市 235 一19．26％

大阪府 泉南市 260 一17．60％

大阪府 四條畷市 535 1．47％

大阪府 交野市 582 5142％

大阪府 大阪狭山市 310 一14．47％

大阪府 阪南市 526 0．76％

兵庫県 姫路市 34 一38．28％

兵庫県 尼崎市 61 一35．21％

兵庫県 明石市 180 一22．00％

兵庫県 西宮市 512 ・O．55％

兵庫県 洲本市 174 一22．22％

兵庫県 芦屋市 716 23．62％

兵庫県 伊丹市 94 一30．35％

兵庫県 相生市 25 一40．30％

兵庫県 豊岡市 606 7．48％

兵庫県 加古川市 203 一20157％

兵庫県 赤穂市 4 一55．43％

 地域    市

兵庫県  西脇市

兵庫県   宝塚市

兵庫県   三木市

兵庫県  高砂市

兵庫県  川西市

兵庫県  小野市

兵庫県  三田市
兵庫県   加西市

兵庫県  篠山市

兵庫県  養父市

兵庫県  丹波市

兵庫県  市あわじ市

兵庫県  朝来市

兵庫県  淡路市

兵庫県  宍粟市

兵庫県  加東市

兵庫県   たっの市

奈良県  奈良市

奈良県  大和高田市

奈良県  大和郡山市

奈良県  天理市

奈良県  橿原市

奈良県  桜井市

奈良県  五條市

奈良県  御所市

奈良県  生駒市

奈良県  香芝市

奈良県  葛城市

奈良県  宇陀市

和歌山県 和歌山市

和歌山県 海南市

和歌山県  橋本市

和歌山県  有田市

和歌山県 御坊市
和歌山県  田辺市

和歌山県  新宮市

和歌山県 紀の川市

和歌山県 岩出市

鳥取県  鳥取市

鳥取県  米子市

鳥取県  倉吉市

鳥取県  境港市

島根県  松江市

島根県  浜田市

島根県  出雲市

島根県  益田市

島根県  大田市

島根県  安来市

島根県  江津市

順位

107

91

213

27

118

9

193

48

39

385

592

22

56I

403

369

110

734

56

446

186

739

499

144

580

667

55I

647

717

729

198

288

165

259

43

266

400

709

740

642

625

86

154

612

594

696

285

276

530

283

乖離率

一29，39％

一30．90％

一20．14％

一39．98％

一28．52％

一47．84％

一21．03％

一36．30％

一37．7一％

一g．61％

6．24％

一41．31％

3．76％

一8．68％

一10．74％

・29．19％

27．10％

一35．59％

一5，40％

一21．69％

29．46％

一1．38％

一25．81％

5．39％

15．80％

2．68％

13．37％

23．77％

26．12％

一20．78％

一15．96％

一23．57％

一17．81％

一37．01％

一17．26％

一8．77％

22．57％

29．63％

12．65％

10．75％

一31．90％

一24．56％

8．25％

6．26％

20136％

一16，03％

一16，38％

O．96％

一16，08％

一118一



付表 全国782市の効率性（乖離率）順位（続き）

属性 地域 市 順位 乖離率 属性 地域 市 順位 乖離率

島根県 雲南市 600 7．00％ 徳島県 三好市 77I 51．06％

岡山県 岡山市 434 一6．24％ 香川県 高松市 49 一36．22％

岡山県 倉敷市 66 一34．23％ 香川県 丸亀市 69 一33．55％

岡山県 津山市 680 18．19％ 香川県 坂出市 38 一37．82％

岡山県 玉野市 32 一38．63％ 香川県 善通寺市 153 一24．58％

岡山県 笠岡市 41 一37．38％ 香川県 観音寺市 299 一15，01％

岡山県 井原市 633 ll．13％ 香川県 さぬき市 210 一20．21％

岡山県 総社市 70 一33．49％ 香川県 東かかわ市 409 ・8．21％

岡山県 高梁市 3I5 一13．96％ 香川県 三豊市 577 5．O1％

岡山県 新見市 95 一30．34％ 愛媛県 松山市 328 一13．28％

岡山県 備前市 178 一22．05％ 愛媛県 今治市 482 一3．02％

岡山県 瀬戸内市 243 一18．81％ 愛媛県 宇和島市 342 一12．35％

岡山県 赤磐市 430 一6．36％ 愛媛県 八幡浜市 239 一19．03％

岡山県 真庭市 714 23．36％ 愛媛県 新居浜市 331 一12．97％

岡山県 美作市 683 18．39％ 愛媛県 西条市 280 一16．23％

岡山県 浅口市 579 5．22％ 愛媛県 大洲市 732 26．46％

広島県 呉市 224 ・19．71％ 愛媛県 伊予市 344 一12．14％

広島県 竹原市 2 一6144％ 愛媛県 四国中央市 250 一18．51％

広島県 三原市 36 一38．00％ 愛媛県 西予市 747 33，48％

広島県 尾道市 627 10．87％ 愛媛県 東温市 246 一I8．73％

広島県 福山市 677 17．84％ 高知県 高知市 18 一42．43％

広島県 府中市 395 ・9．12％ 高知県 室戸市 5I6 一0．21％

広島県 三次市 48I 一3．06％ 高知県 安芸市 192 一21．15％

広島県 庄原市 382 一9．74％ 高知県 南国市 12 46117％

広島県 大竹市 19 41，71％ 高知県 土佐市 162 一24．O1％

広島県 東広島市 202 一20，57％ 高知県 須崎市 147 一25．17％

広島県 廿日市市 366 一11．12％ 高知県 宿毛市 122 一28，23％

広島県 安芸高岡市 390 一9．34％ 高知県 土佐清水市 329 一I3．22％

広島県 江田島市 396 一9．07％ 高知県 四万十市 496 一1，64％

山口県 下関市 275 一16．40％ 高知県 香南市 138 一26．03％

山口県 宇部市 163 一23．92％ 高知県 香美市 99 ・30．02％

山口県 山口市 748 33．59％ 福岡県 大牟田市 464 一4．21％

山口県 萩市 424 ・6．91％ 福岡県 久留米市 573 4．73％

山口県 防府市 53 ・35．8I％ 福岡県 直方市 28 ・39．91％

山口県 下松市 295 一15．42％ 福岡県 飯塚市 195 一20．92％

山口県 岩国市 297 ・15．17％ 福岡県 剛11市 242 一18．83％

山口県 光市 20 41．62％ 福岡県 柳川市 247 一18．72％

山口県 長門市 256 一18．23％ 福岡県 八女市 229 一19．39％

山口県 柳井市 58 一35，44％ 福岡県 筑後市 220 一19．88％

山口県 美祢市 200 一20．65％ 福岡県 大川市 465 一4．19％

山口県 周南市 46 一3640％ 福岡県 行橋市 319 一13．77％

山口県 山陽小野田市 I5 43．86％ 福岡県 豊前市 205 ・20．49％

徳島県 徳島市 51 ．35．85％ 福岡県 中間市 475 一3．67％

徳島県 鳴門市 7 49．06％ 福岡県 小郡市 471 一3．82％

徳島県 小松島市 103 一29．62％ 福岡県 筑紫野市 237 ・19．21％

徳島県 阿南市 5 一54．72％ 福岡県 春日市 459 一4．34％

徳島県 吉野川市 179 一22．02％ 福岡県 大野城市 559 3．65％

徳島県 阿波市 216 一20．09％ 福岡県 宗像市 341 一12．48％

徳島県 美馬市 665 I5．28％ 福岡県 太宰府市 645 13．10％
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付表 全国782市の効率性（乖離率）順位（続き）

属性 地域 市 順位 乖離率

福岡県 前原市 170 一22．89％

福岡県 古賀市 158 一24．34％

福岡県 福津市 212 一20．I6％

福岡県 うきは市 575 4．78％

福岡県 官若市 23 一41．07％

福岡県 嘉麻市 759 39．48％

福岡県 朝倉市 73 一33．12％

福岡県 みやま市 399 一8．83％

佐賀県 佐賀市 543 2．24％

佐賀県 唐津市 617 8．99％

佐賀県 鳥栖市 300 一14．96％

佐賀県 多久市 662 14．95％

佐賀県 伊万里市 121 一28．23％

佐賀県 武雄市 668 15．93％

佐賀県 鹿島市 149 一24．94％

佐賀県 小城市 531 0．98％

佐賀県 嬉野市 720 24．52％

佐賀県 神埼市 595 6．33％

長崎県 長崎市 189 一21．33％

長崎県 佐世保市 278 一16．32％

長崎県 島原市 346 一11192％

長崎県 諌早市 141 一25．95％

長崎県 大村市 360 一11．29％

長崎県 平戸市 598 6．92％

長崎県 松浦市 80 一32156％

長崎県 対馬市 773 55．83％

長崎県 壱岐市 675 17．67％

長崎県 五島市 764 45．70％

長崎県 西海市 294 一15．51％

長崎県 雲仙市 497 一1．51％

長崎県 南島原市 768 48．78％

熊本県 熊本市 181 ・21．94％

熊本県 八代市 507 一0．80％

熊本県 人吉市 448 一5．24％

熊本県 荒尾市 263 ．17．36％

熊本県 水俣市 521 0107％

熊本県 玉名市 291 一15．87％

熊本県 山鹿市 290 一15．88％

熊本県 菊池市 161 一24．15％

熊本県 宇土市 248 一18．63％

熊本県 上天草市 770 49．96％

熊本県 宇城市 404 一8．62％

熊本県 阿蘇市 407 一8．39％

熊本県 天草市 776 67．75％

熊本県 合志市 324 ・13150％

大分県 大分市 309 一14．53％

大分県 別府市 524 O，56％

大分県 中津市 652 13，87％

大分県 目田市 187 一21．47％

 地域    市

大分県  佐伯市
大分県   臼杵市

大分県  津久見市

大分県  竹田市
大分県   豊後高田市

大分県  杵築市

大分県  宇佐市

大分県  豊後大野市

大分県  由布市

大分県  国東市

宮崎県  宮崎市

宮崎県  都城市

宮崎県  延岡市
宮崎県   日南市

宮崎県  小林市
宮崎県   日向市

宮崎県   串間市

宮崎県  西都市

宮崎県   えびの市

鹿児島県 鹿児島市

鹿児島県 鹿屋市

鹿児島県  枕崎市

鹿児島県 阿久根市

鹿児島県  出水市

鹿児島県  大口市

鹿児島県  指宿市

鹿児島県  西之表市

鹿児島県  垂水市

鹿児島県  薩摩川内市

鹿児島県  日置市

鹿児島県  曽於市

鹿児島県 霧島市
鹿児島県  いちぎ串木野市

鹿児島県  前さつま市

鹿児島県  志布志市

鹿児島県  奄美市

沖縄県  那覇市

沖縄県  宜野湾市

沖縄県  石垣市

沖縄県  浦添市

沖縄県  名護市

沖縄県  糸満市

沖縄県  沖縄市

沖縄県  豊見城市

沖縄県   うるま市

沖縄県  宮古島市

沖縄県  南城市

765

419

321

630

519

713

59I

410

460

476

233

688

423

416

461

394

723

620

628

670

641

689

590

412

166

609

345

450

741

637

619

733

724

755

715

763

467

391

568

433

387

636

534

718

704

384

701

弔離率

46．49％

一7．49％

一13，65％

1l．05％

0．01％

23．21％

6．22％

・8．16％

一4．25％

一3．41％

一19．32％

19．65％

・6．99％

一7．60％

一4．24％

一9．12％

24．95％

9．77％

1O．91％

I6．23％

12，58％

19．84％

6．20％

・7．99％

一23．50％

7，76％

一12．06％

一4．99％

30．04％

l l．46％

9．35％

26．67％

24．99％

36．63％

23I56％

44．43％

4．17％

一9．29％

4．39％

一6．25％

一9．51％

l1，35％

1．30％

23．90％

2I，75％

一9．70％

20．67％
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第6章 自治体経営の実践と地方公共サービスの効率性改善への視点

                       本研究から導かれるもの

 1970年代以来の地方財政規模の膨張とともに、財政構造の硬直化が進み、地

方団体は行政需要の変化に対応することが難しくなっている。地方分権と財政危

機という厳しい環境に対時して、地方団体には、収支バランスの改善に止まるの

ではなく、自治体経営という発想に立って、効率化に取り組むことが求められて

いる。それは、中央集権的財政システムによる構造的な課題があるとしても、市

場を補完する財政の役割と非効率がもたらす住民への負担を考えれば、地方団体

を企業と同じ生産主体と捉え、地方公共サービス生産の効率化を常に追求してい

かなくてはならないということである。本章では、これまでの各章で行った分析

結果に基づいて、効率性改善に向けた主な政策を提示して、本論文を締めくくる

こととする。

 効率性を改善する方法のひとつは広域連携である。とくに生産において規模の

経済性を発揮する公共サービスの場合、生産の効率化を図るためにも、小規模地

方団体は共同でサービスの供給を行う方が望ましいと考えられている。わが国の

地方行政においても広域連携の手法として、法人の設立を要しない簡便な仕組み

である①協議会（共同処理全体の2．9％） ②機関等の共同設置（5．2％） ③事務

の委託（69，6％）と、別法人の設立を要する仕組みである④一部事務組合（20．8％）

⑤広域連合（1．5％） ⑥地方開発事業団（0．0％）といった複数の制度が存在して

いる一〕。その主要なものが特定の事務事業を対象とした広域連携としての一部事

務組合である。本論文で取り上げた消防サービス（第2章）、ごみの収集・処理

（第3章）において一部事務組合が活用されており、以下のように本研究でも広

域化の効果が大きいことを検証した。

 消防と救急を消防サービスのアウトプットと捉えたとき、規模の経済が働くこ

とを明らかにした。それは、市町村合併やより広域的な組合化によって、2つの

消防本部を1つの消防本部に統合した場合、消防サービスの費用を50％削減でき

1）総務省「地方公共団体間の事務の共同処理の状況調」（2010年7月）を参照。
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るということである。近年の消防広域化には、効率性を高める効果があり、特に、

管轄人口の少ない小規模の消防本部では、広域化を通じた効率性向上の可能性を

探るべきである。

 また、ごみの収集・処理における沖縄地域の事例研究として、離島の地方団体

が単独処理するより、海上輸送を伴う組合処理の方が、離島の地方団体同士であ

っても費用が削減できることを明らかにした。全国的な検証において、離島人口

比率が高い地方団体はコスト生産性が低いことも分かっている。わが国には、離

島を抱える地方団体が多く存在し、離島では船舶が就航していることが多い。離

島においては、ごみ処理における小規模な焼却炉の運転管理や、それとは逆に、

人口規模に見合わない大規模な処理施設の整備といった非効率を生む要素が存在

する。沖縄地域だけでなく、海上輸送を積極的に活用したごみ処理の広域化によ

って、効率性向上を目指していくべきである。

 なお、都道府県の行政区域を越える広域行政は、2010年度で共同処理総件数

の12．3％（都道府県相互が0．5％、都道府県と市町村間が0．8％、市町村相互が11．0％）

にとどまっている。効率性を改善する上で、社会経済的な活動の結びつきに応じ

た圏域レベルで広域化を進めることができるかどうかも重要な視点である2〕。

 効率性を向上させる今ひとつの方法は民間委託である。2008年度、全国（市

町村、政令市除く）の民間委託状況をみると、事業全体に占める事業の全部を委

託する「全部委託」比率は39．4％と、2004年度の38．1％から1．3％ポイント上昇し

た。これに事業の一部を委託するr一部委託」を加えると、2008年度の委託（一

部十全部）率は65．5％と、2004年度の61．9％から3．6％ポイント上昇しており、近

年、徐々に民間委託の実施が進んできている3〕。第3章では、全国的な検証によ

って民間委託が進む地方団体はコスト生産性が高いことが示された。さらに、沖

2）総務省「地方公共団体間の事務の共同処理の状況調」（2010年7月）を参照。

3）総務省資料より算出。民間委託実施状況に関して、①本庁舎の清掃 ②本庁舎の夜間警備

③案内・受付 ④電話交換 ⑤公用車運転 ⑥し尿収集 ⑦一般ごみ収集 ⑧学校給食（調

理）⑨学校給食（運搬）⑩学校用務員事務 ①水道メーター検針 ⑫道路維持補修・清掃等

⑲ホームヘルパー派遣 ⑭在宅配食サービス ⑮情報処理・庁内情報システム維持 ⑮ホーム

ページ作成・運営 ⑪調査・集計 ⑱総務関係事務の18事業を対象とした調査結果に基づく。
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縄地域では、とりわけ全国よりごみ収集の民間委託の導入が進み、その効果は関

西圏地方団体の約60％程度の費用で収集作業が可能なほどであることを明らかに

なった。それには労働コストの地域差が影響していると考えられるものの、全国

的に民間委託を進める余地は大きく、民間での生産が可能な部分はできる限り民

間に任せることによって、効率性向上を目指す必要がある。

 地方財政健全化法では、地方団体の財政状況を一般会計だけでなく、地方公営

企業を含めた連結べ一スで財政状況を判断することが求められるようになった。

その結果、赤字経営に陥っている自治体病院を閉鎖するところも出てきている。

しかし、病院経営の効率化を進めることによって生活にとって必要不可欠な医療

サービスの存続を模索することが求められている。

 第4章の結果からは、現状の規模が最も効率的な病院は全体の14％に過ぎず、

全体の約64％で規模の縮小、全体の約22％で規模の拡大を行うことによって効率

性の改善が可能であることが明らかになった。多くの病院が赤字経営であること

を考えれば、病院規模の改善が効率性向上の1つの鍵になる。自治体病院の統合

化も検討する必要があるだろう。ただし、病床数に関して、病床数と非効率値と

の間には逆U字型の関係があり、病床数と規模の不経済性との間にはU字型の関

係が存在することもまた確認できた。病院規模の改善と運営効率の向上との間で、

バランスをいかに取るかが効率性を向上させる上で重要になる。そして、採算の

確保が難しい救急医療において、個々の病院で対応するには効率性の観点から限

界があり、地域的な取り組みが求められる。

 地方税の徴収率が趨勢的に低下している。市町村税の徴収率をみると、現年課

税分では2008年度が98．1％と1970年代以降98％前後を保ってきた。しかし、滞

納繰越分では1974年度の50．O％から2002年度には16．5％にまで低下し、2008年度

も19．5％と低水準に止まっており、都道府県でも同様に滞納繰越分の徴収率が低

下してきたことが、地方税全体の徴収率低下の原因である。地方税の滞納残高は、

2008年度には2兆0，473億円と1980年度における5，572億円の約3．67倍にまで膨

れ上がっている4〕。

4）『地方財政白書』を参照。
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 本来徴収すべき税が徴収できないことは、納税者間の不公平を生むとともに、

地方財政の収入を減少させることにもなる。第5章で明らかにしたように、徴収

効率には地方団体間に大きな格差が存在し、裁量要因である徴収率上昇の取り組

みによって税収を増加させることが可能になる。さらに、地方団体の約95％では、

規模を拡大した方が効率が高まる結果を得ている。課税強化への取り組みが求め

られるが、現状では、滞納繰越分の徴収率が全国的に低いにもかかわらず、広域

的な取り組みによって徴収率を改善する地方団体は数少ない。地方税滞納整理機

構の設立によって徴収体制を整備し、税務行政の広域化に伴う徴収率の向上や費

用節減効果を目指すことが必要である。さらに、徴収率が低下傾向にあるいま、

徴税職員は専門性を発揮することが必要な徴収業務に集中し、民間で担当可能な

業務部分は民間に委ねていくこともまた、徴収率向上と費用節減の観点から検討

していかなければならない。
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